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税務訴訟資料 第２５８号－３２（順号１０８９０） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 所得税更正処分取消等請求事件 

国側当事者・国（上尾税務署長） 

平成２０年２月８日棄却・控訴 

 

判 示 事 項  

(1) 納税者が、理事長を務めていた社会福祉法人が運営する施設の寄附口口座から払戻しを受けた金

員を原資とするもの以外について、所得又は架空の貸付金債権の発生の有無を争うことは、訴訟の終

結間近に至って、新たな主張立証を追加しようとするものであって、故意又は過失によって時機に後

れた攻撃防御方法（民事訴訟法１５７条１項）であり、許されないとの国の主張が、納税者は、第５

回口頭弁論で陳述した準備書面(3)によって所得又は架空の貸付金債権の発生の各事実についてこれ

を否認し、反論をしていたところ、さらに、第９回口頭弁論において陳述した準備書面(6)により、

この反論を詳細にしたに過ぎず、時機に後れた攻撃防御方法ということはできないとして排斥された

事例 

(2) 納税者が理事長を務めていた社会福祉法人が運営する施設の会費口口座及び寄附口口座から引き

出された金員を取得した事実については、納税者が第５回口頭弁論で陳述した準備書面(3)において、

これを認めた上、納税者の社会福祉法人に対する貸金の返済として受領した旨主張していたものであ

るから、納税者が第９回口頭弁論において陳述した準備書面(6)において、この受領自体を否認する

ことは、自白の撤回に当たり、許されないとされた事例 

(3) 税務調査の際に納税者が課税庁職員に提出した現金出納簿は、納税者の自己資金と社会福祉法人

が運営する施設の寄附口口座を巡る収支をさかのぼって整理することにより、納税者自身がその内容

を理解することを目的として作成したものにすぎず、実際の日々の現金の出納状況をそのまま記録し

たものではなく、寄附口会計の現実の現金の流れを反映したものではないとの納税者の主張が、当該

出納簿は納税者自身が出入金の状況を理解するために作成したその点では正確な内容のものという

べきであって、この点に関する納税者の主張は失当であり、また、本件の各更正処分が事実に基づか

ないものであり違法であるとの主張も理由がないとして排斥された事例 

(4) 納税者が社会福祉法人の運営する施設の寄附口口座及び会費口口座から預金の払戻しを受けるな

どして取得した金員は、社会福祉法人に対する貸付債権の返済又は社会福祉法人の負担すべき債務の

弁済に費消するためのものであるとは認められず、いずれも当該寄附口座等から払戻しを受けた時点

で納税者の所得に該当し、各係争年分に係る総所得金額の計算上、雑所得に含まれるとされた事例 

(5) 重加算税の趣旨及び賦課要件 

(6) 納税者は工事代金の領収書等の作成に関与していないから、納税者には事実の隠ぺい又は仮装行

為がないとの納税者の主張が、納税者は、自らが社会福祉法人の運営する施設の寄附口口座の払戻金

等を受領し費消していた事実を隠ぺいしようという意図の下に、当該寄附口口座に係る会計の出納管

理を行う立場にあることを奇貨として当該寄附口口座の金員を不正に領得しつつ、その発覚を免れる

べく、出納簿に寄附金の名目で集めた金員について、施設の工事等の支払に当てた旨、又は、納税者

に対する架空の貸付金債権への返済に充てた旨の虚偽の記載をするなどして、正規の支出をしたもの

と装った上、自らが当該寄附口口座の払戻し等によって受領した金員を除外して雑所得を計算して所

得金額を計算した確定申告書を提出し、所得金額の過少申告をしたものということができるから、た
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とえ納税者が工事代金の領収書等の作成自体に関与していなかったとしても、そのことにより上記判

断が覆るものではないとして排斥された事例 

(7) 納税者は、真実は社会福祉法人の運営する施設の寄附口口座から払戻しを受けた金員等を受領し

ていたにもかかわらず、出納簿に故意に虚偽の記載をし、あたかも工事代金の支払をし、あるいは、

納税者に対する債権の返済としての支払と見せる方法により、あたかも所得に含まれないかのごとく

に隠ぺいし、又は仮装したものと評価できるというべきであるから、納税者は、故意に課税標準等の

計算の基礎となる課税要件事実の一部を隠ぺいし、又は仮装し、その隠ぺいし、又は仮装したところ

に基づき納税申告書を提出したものというべきであるとされた事例 

判 決 要 旨  

(1)～(4) 省略 

(5) 国税通則法６８条（重加算税）の規定する重加算税は、同法６５条（過少申告加算税）から６７

条（不納付加算税）までに規定する各種の加算税を課すべき納税義務違反が、課税要件事実を隠ぺい

し、又は仮装する方法によって行われた場合に、行政機関の行政手続きにより違反者に課されるもの

であって、これによって、かかる方法の納税義務違反の発生を防止し、もって徴税の実を挙げようと

いう趣旨に出た行政上の措置であり、違反者の不正行為の反社会性ないし反道徳性に着目してこれに

対する制裁として科せられる刑罰とは趣旨、性質を異にするものである（最高裁昭和●●年（○○）

第●●号同４５年９月１１日第二小法廷判決・刑集２４巻１０号１３３３頁参照）。したがって、同

法６８条１項による重加算税を課し得るためには、納税者が故意に課税標準等又は納税等の計算の基

礎となる事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は仮装し、その隠ぺい、仮装行為を原因として過少申告

の結果が発生したものであれば足り、それ以上に、申告に際し、納税者において過少申告を行うこと

の認識を有していることまで必要とするものではないと解するのが相当である（最高裁昭和 ●●年

（○○）第●●号同６２年５月８日第二小法廷判決・裁判集民事１５１号３５頁参照）。 

(6)・(7) 省略 

 

判 決 

原告         甲 

訴訟代理人弁護士   長谷川 健 

           細川 健夫 

被告         国 

代表者法務大臣    鳩山 邦夫 

処分行政庁      上尾税務署長 

           笠原 光雄 

指定代理人      乙部 竜夫 

           塔岡 康彦 

           徳永 俊二 

           池田 美喜男 

           馬田 茂喜 

 

主 文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 
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２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求 

１ 上尾税務署長が原告に対し平成１５年７月９日付けでした、原告の平成１０年分の所

得税の更正処分のうち課税総所得金額７０８万０９００円、還付金に相当する税額３２

万４３００円を下回る部分及び重加算税の賦課決定処分（ただし、いずれも同年１１月

５日付け異議決定（以下「本件異議決定」という。）及び同１７年１１月１６日付け審

査裁決（以下「本件裁決」という。）により一部取り消された後のもの）を取り消す。 

２ 上尾税務署長が原告に対し平成１５年７月９日付けでした、原告の平成１１年分の所

得税の更正処分のうち課税総所得金額７１５万５１５０円、還付金に相当する税額２９

万４９８０円を下回る部分及び重加算税の賦課決定処分（ただし、いずれも本件異議決

定及び本件裁決により一部取り消された後のもの）を取り消す。 

３ 上尾税務署長が原告に対し平成１５年７月９日付けでした、原告の平成１２年分の所

得税の更正処分のうち課税総所得金額１０３５万９９００円、還付金に相当する税額１

８万８８８０円を下回る部分及び重加算税の賦課決定処分（ただし、いずれも本件裁決

により一部取り消された後のもの）を取り消す。 

４ 上尾税務署長が原告に対し平成１５年７月９日付けでした、原告の平成１３年分の所

得税の更正処分のうち課税総所得金額７７２万７５５０円、還付金に相当する税額２８

万５４２０円を下回る部分及び重加算税の賦課決定処分を取り消す。 

第２ 事案の概要 

 知的障害者更生施設Ａ学園（以下「Ａ学園」という。）を開設し運営する社会福祉法人

Ｂ（以下「Ｂ」という。）の理事長の職にあった原告は、平成１５年７月９日、上尾税務

署長により、原告の平成１０年分から平成１３年分まで（以下「本件各係争年分」という。）

の所得税の各確定申告（以下「本件各確定申告」という。）について、「Ａ学園を支援する

親の会会長乙」名義の預金口座等の金員ないし利益をＡ学園の施設等に関する別紙「本件

各工事の状況」記載の１４件の請負工事（以下、併せて「本件各工事」という。）に係る

工事代金名目で再三にわたり不法に領得したものであり、これら領得した金員ないし利益

は原告の雑所得に当たり、また、これらの所得が存在しないかのように事実を隠ぺいし、

又は仮装して、本件各確定申告を行ったとして、各更正処分及び重加算税の各賦課決定処

分（ただし、このうち、平成１０年分及び平成１１年分の各更正処分及び各賦課決定処分

はいずれも本件異議決定及び本件裁決によりその一部が取り消された後のものであり、平

成１２年分の更正処分及び賦課決定処分はいずれも本件裁決によりその一部が取り消さ

れた後のものである。以下、本件各係争年分の各更正処分を併せて「本件各更正処分」と

いい、各年分の更正処分をそれぞれ「本件平成１０年分更正処分」などといい、本件各係

争年分の各賦課決定処分を併せて「本件各賦課決定処分」といい、本件各更正処分と併せ

て「本件各更正処分等」という。）をされた。 

 原告は、従前、原告が上記預金口座の帰属主体であるＢが支払義務を負うべきＡ学園の

施設等に関する請負工事（ただし、本件各工事とは異なる工事である。）に係る工事代金

の支払のために原告の個人名義で額面総額９０００万円の約束手形４通を振り出した上、



4 

その後手形ジャンプや手形書換えをするなどして、最終的に額面総額９０００万円強の約

束手形を決済して、Ｂに対し、当該手形決済資金相当額を貸し付けており、その他にも原

告はＢに対して貸付金債権を有していたのであって、前記の領得したとされる金員は、い

ずれもそれらの貸付金債権に対する返済として受領したものであるから、原告の所得に該

当せず、本件各更正処分はいずれも違法である旨主張するとともに、本件各更正処分に先

立ち原告が上尾税務署に提出した本件各工事に係る各工事代金の領収証（乙１、３から８

まで、９の１、１２から１５まで）、請負契約書（乙９の２）及び振込依頼書（乙１０、

１１。以下、前記各領収証及び請負契約書と併せて「本件各領収証等」という。）に関し、

本件各工事はいずれも実体のない架空のものであり、本件各領収証等はいずれも虚偽のも

のであったが、原告は、本件各領収証等を入手した平成１３年５月当時、本件各工事及び

本件各領収証等がいずれも実体のない虚偽のものであったとは認識していなかったもの

である上、本件各領収証等は、原告が作成したものではなく、そもそも原告が本件各係争

年分の各確定申告書を提出した時点では存在すらしていなかったものであるから、原告に

は重加算税の賦課の要件である国税通則法（以下「通則法」という。）６８条１項所定の

事実の隠ぺい又は仮装行為がなく、本件各賦課決定処分は違法である旨主張するものであ

り、本件は、原告が被告に対し、上記各主張に基づいて本件各更正処分等の取消しを求め

る事案である。 

１ 前提事実 

 本件の前提となる事実は、次のとおりである。なお、証拠及び弁論の全趣旨により認

めることのできる事実は、その旨付記してあり、その余の事実は、当事者間に争いのな

い事実である。また、関係する銀行預金口座が多数に上るため、当該口座が分かる書証

番号を初出の際に併記する。 

(1) 原告の地位等 

 原告は、平成９年１月から同１７年６月までの間、Ｂの理事長の職にあり、同１０

年４月、ＢによってＡ学園が設立された。 

 また、原告は、平成元年４月から同１７年６月までの間、Ｃ幼稚園及びＤ幼稚園を

運営する学校法人Ｅ学園（以下「Ｅ学園」という。）の理事長を務めていた。（弁論の

全趣旨） 

(2) 「Ａ学園支援する親の会会長乙」名義の普通預金口座から原告が預金の払戻しを

受けた経緯等 

ア 原告は、Ａ学園の開設に先立ち、Ａ学園入園者の保護者である乙（以下「乙会長」

という。）に、Ａ学園親の会（以下「親の会」という。）会長への就任を要請し、乙

会長の承諾を得ると、同会長に、平成１０年１月２１日に、Ｆ信用金庫八潮南支店

に「Ｇ学園親の会代表幹事乙」名義の普通預金口座（口座番号       。乙

１６。以下「Ｇ口座」という。）を開設させ、また、同年２月５日に、Ａ学園開設

に伴う正式名称の変更に伴って、同支店に「Ａ学園支援する親の会会長乙」名義の

普通預金口座（口座番号       。以下「本件寄附口口座」という。乙２）

を開設させた上、Ｇ口座から残高を本件寄附口口座に移転させ、同日から同１３年

４月までの間、乙会長から前記各口座の通帳及び印鑑を預かり、本件寄附口口座の

払戻し手続等、本件寄附口口座に係る会計（以下「本件寄附口会計」という。）の
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出納管理を行っていた。Ｇ口座は、同年９月に解約された。なお、Ｇ学園は、Ａ学

園が開設される前の仮称である。 

 （Ｇ口座の開設日、開設店舗及び口座番号につき、乙１６。本件寄附口口座の開

設日につき、乙２） 

イ 親の会の会計を担当していた丙（以下「丙会計」という。）は、親の会の各会員

が納める会費を管理するため、Ｈ銀行（当時。以下同じ。）八潮支店に「Ａ学園親

の会会計丙」名義の普通預金口座（口座番号       。以下「本件会費口口

座」という。乙２０）を開設した。（弁論の全趣旨） 

ウ 原告は、本件寄附口口座の通帳及び印鑑を用いて、親の会会員である入園者の保

護者らからＢに対する寄附金が入金されていた本件寄附口口座の預金を随時引き

下ろすなどしていた。 

 本件各更正処分において、上尾税務署長が原告の雑所得であるとしたもののうち、

原告が少なくとも本件寄附口口座から預金の払戻しを受けた事実を認めているも

のは、以下のとおりである。 

(ア) 平成１０年において 

① ６月２２日 ２２万５７５０円 

 ただし、本件平成１０年分更正処分においては、原告がこの金員を平成１０

年７月８日に領得したとして雑所得とされている。 

② ８月３１日 １５０万円 

③ ９月２日 ４７０万４０００円 

④ ９月３０日 ２４１万５０００円 

⑤ ９月３０日 ４５０万円 

 ただし、本件平成１０年分更正処分においては、原告が上記④及び⑤の合計

６９１万５０００円のうちの３１５万円と３５０万円の２口を平成１０年９

月３０日に領得したとして雑所得とされている。 

⑥ １０月２日 ２２万５３９７円 

⑦ １０月９日 ８９万２５００円 

⑧ １０月２１日 ４５万０７９４円 

⑨ １１月２日 ５０万円 

⑩ １１月２０日 ９５万６５５０円 

⑪ １１月２５日 １４０万円 

⑫ １１月３０日 ４００万円 

⑬ １２月１８日 １０５万円 

⑭ １２月２１日 ７３万５０００円 

⑮ １２月２８日 ３００万円 

(イ)平成１１年において 

① １月５日 ４５万０７９４円 

② １月７日 ５２万５０００円 

③ １月７日 ９万５１５０円 

④ １月１２日 ２５万円 
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⑤ １月２０日 １２６万円 

⑥ １月２９日 ４５万０７９４円 

⑦ ３月１０日 ２９７万５０００円 

⑧ ３月１２日 ９万４５２０円 

⑨ ３月１２日 ２２万５３８３円 

⑩ ４月６日 ２３万円 

 ただし、本件平成１１年分更正処分において同日付けの雑所得とされたのは、

このうちの２０万円である。 

⑪ ４月２０日 ５７万７５００円 

 ただし、本件平成１１年分更正処分において同日付けの雑所得とされたのは、

このうちの５０万円である。 

⑫ ５月２７日 ２５０万円 

⑬ ６月２日 ２３万５０００円 

⑭ ６月２日 ４２０万円 

 なお、これは、本件寄附口口座から払い戻されたものではなく、Ｉ銀行（当

時。以下同じ。）国分寺支店のＪ株式会社（以下「Ｊ社」という。）名義の普通

預金口座（口座番号       。以下「本件Ｊ口座」という。乙５０）に

振り込まれた後、同日中に、そのまま、Ｉ銀行三田支店の原告名義の普通預金

口座（口座番号       。なお、口座開設当時は、口座番号      

であった。乙１９の１）及びＫ銀行（当時。以下同じ。）神田支店の原告名義

の普通預金口座（口座番号       。乙１９の２）に移し替えられたも

のであるが、この資金移動を含め、当事者間に争いがない。 

⑮ ６月４日 ３６７万５０００円 

 なお、これは、本件寄附口口座から払い戻されたものではなく、本件Ｊ口座

に振り込まれた後、同日中に、そのまま、Ｉ銀行三田支店の原告名義の普通預

金口座（口座番号       ）に移し替えられたものであるが、この資金

移動を含め、当事者間に争いがない。 

⑯ ６月２２日 ２３万５０００円 

⑰ ７月５日 ７３万５０００円 

 ただし、原告は、上記金額を超える７３万５６３０円の払戻しを認めている。 

⑱ ７月１９日 ２１万円 

⑲ ７月２８日 １５万円 

⑳ ８月５日 ２４万円 

あ ８月５日 １２万６０００円 

ぃ ８月２４日 １６万８０００円 

い ９月６日 ３１万５０００円 

ぅ ９月２７日 １０５万円 

 ただし、本件平成１１年分更正処分においては、原告がこの金員と本件会費

口口座から本件寄附口会計の現金勘定に入金された１２１万５１２３円の合

計金額のうちの２２５万円が同日付けの雑所得とされている。 
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う １０月１２日 ２１万円 

ぇ １０月２２日 １２万６０００円 

え １０月２３日 ２３万円 

ぉ １２月７日 ２３万５０００円 

お １２月２１日 ２３万５０００円 

か １２月２１日 ４７万２５００円 

が １２月２８日 １８万９０００円 

(ウ) 平成１２年において 

① １月１７日 ４２０万円 

② １月１９日 １８万９０００円 

③ ２月２日 １２万０７５０円 

④ ２月１７日 ２４万円 

⑤ ２月２９日 ２５万円 

⑥ ４月１７日 １７万円 

⑦ ４月１８日 ６万円 

⑧ ４月２７日 ２６万円 

⑨ ５月２日 ３１万５０００円 

⑩ ５月１９日 ３６万７５００円 

⑪ ５月２６日 １２万円 

⑫ ６月７日 ９９万７５００円 

⑬ ６月１５日 １０万円 

⑭ ７月４日 １８万円 

⑮ ８月２１日 ５６万円 

⑯ ８月３１日 １５万７５００円 

⑰ ９月１１日 １０万５０００円 

⑱ １０月５日 １０万５０００円 

⑲ １０月１８日 １００万円 

⑳ １０月２４日 ８４万円 

あ １１月１３日 ２７万円 

ぃ １２月１８日 ２１万円 

い １２月２０日 ２５０万円 

(エ) 平成１３年において 

① １月１５日 ２３万円 

② １月１８日 １００万円 

③ １月３０日 ２００万円 

④ ２月１５日 １５万円 

⑤ ２月１６日 ３５万円 

⑥ ２月２１日 ５２万５０００円 

⑦ ３月９日 ３００万円 

⑧ ３月９日 １０万円 
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(3) 本件寄附口口座に金員を振り込む方法による原告からの貸付け 

 原告は、平成１０年７月８日、本件寄附口口座に１３００万円を振り込む方法で１

３００万円を貸し付けた（以下「本件１３００万円貸付け」という。）。 

(4) 原告に対する本件各更正処分等と本件訴訟に至る経緯等 

ア 原告は、上尾税務署長に対し、別表１から別表４までの各「確定申告」欄記載の

とおり、それぞれ所定の期限内に、原告の本件各係争年分に係る所得税の各確定申

告書（以下、併せて「本件各確定申告書」という。）を提出して本件各確定申告を

した。 

イ 上尾税務署長は、原告に対し、平成１３年７月９日、別表１から別表３までの各

「更正処分」欄記載のとおり、原告の平成１０年分から平成１２年分までに係る所

得税の各更正処分をし、また、平成１５年６月１０日、別表４の「更正処分」欄記

載のとおり、原告の平成１３年分に係る所得税の更正処分をした。 

ウ 上尾税務署職員は、原告に対する査察を行い、原告から、本件各領収証等及び本

件寄附口会計に係る現金出納簿（以下「本件出納簿」という。乙１７）の提出を受

けた。 

 本件各工事を請け負った工事業者名及び工事内容と本件各領収証等の対応関係

は、別紙「本件各工事の状況」記載のとおりであった。 

 しかし、実際には、本件各工事は、いずれも虚偽のもので実体がなく、これらに

対応する本件各領収証等は、いずれも虚偽のものであって、本件各工事を請け負っ

た各工事業者ら（具体的には、Ｌ株式会社（以下「Ｌ」という。）、株式会社Ｍ（以

下「Ｍ」という。）、株式会社Ｎ（以下「Ｎ」という。）又はＪ社であるが、以下、

これらの工事業者らを併せて「本件各工事業者ら」という。）に対し、本件各領収

証等に対応する工事代金の支払がされた事実はなかった。 

エ 上尾税務署長は、原告に対し、平成１５年７月９日、別表１から別表４までの各

「更正処分及び賦課決定処分」欄記載のとおり、原告の本件各係争年分に係る所得

税の各更正処分及び各重加算税賦課決定処分をした。 

オ 原告は、平成１５年８月６日、上尾税務署長に対し、上記エの各更正処分及び各

重加算税賦課決定処分を不服として、別表１から別表４までの各「異議申立て」欄

記載のとおりの異議申立てをした。これに対し、上尾税務署長は、同年１１月５日、

別紙１から別紙４までの各「異議決定」欄記載のとおりの本件異議決定をした。 

カ 原告は、平成１５年１１月１４日、国税不服審判所長に対し、本件異議決定を不

服として、別表１から別表４までの各「審査請求」欄記載のとおりの審査請求をし

た。これに対し、国税不服審判所長は、平成１７年１１月１６日、別表１から別表

４までの各「審査裁決」欄記載のとおりの本件裁決をした。 

キ 本件各更正処分は、Ｂの理事長であった原告が、本件各係争年に、本件各工事の

工事代金支払名目により再三にわたって本件寄附口口座の親の会の預金の払戻し

を受けるなどしていたことについてされたものであるが、それは、上記払戻しの名

目とされた本件各工事の各請負契約が原告の作出した架空のものであり、原告は当

該各請負契約を原因として本件寄附口口座から多額の金員の払戻しを受けるなど

していたものであるから、そのようにして領得した金員ないし利益が原告の雑所得
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に当たるというべきところ、本件各確定申告にはこれらが計上されていなかったと

して、これらを雑所得として計上した上で総所得金額に算入してされたものであっ

た。 

 また、本件各賦課決定処分は、本件各確定申告において、上記のとおり、本件各

工事の工事代金名目で不正に領得した金員を本件各工事業者らに支払ったものと

仮装することによって、自己に帰属すべき所得を隠匿し、過少に申告していたもの

であるから、このような原告の行為は、通則法６８条１項に規定する「国税の課税

標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は仮

装し、その隠ぺいし、又は仮装したところに基づき納税申告書を提出したとき」に

該当するとして、原告が本件各更正処分により新たに納付すべきこととなった所得

税額（ただし、平成１０年分から平成１２年分までについては、本件異議決定又は

本件裁決により一部取り消された後のものに、通則法６５条４項の規定に基づき計

算した金額）を基礎として、各重加算額を計算した上でされたものであった。 

ク 原告は、平成１８年５月１２日、本件訴えを提起した。（当裁判所に顕著な事実） 

(5) 原告に対する刑事事件の経緯 

ア 原告は、平成１７年６月１６日に逮捕され、同月１７日付けで勾留され、後記オ

のとおり同１８年１月１６日に保釈が認められるまで、７箇月にわたり、接見禁止

の状態で身柄を拘束された。（弁論の全趣旨） 

イ 原告は、平成１７年中に、さいたま地方裁判所に業務上横領の罪で起訴された（平

成●●年（○○）第●●号事件。以下、当該事件を「別件刑事事件」という。）。 

 その起訴事実は、Ｂの理事長であった原告が、本件寄附口口座の通帳及び印鑑を

預かり、Ａ学園の入園者の保護者から本件寄附口口座に振込入金されたＢに対する

寄附金の管理及び本件寄附口口座からの預金の払戻し等の業務に従事していたも

のであるところ、本件寄附口口座から平成１１年６月２日に４２０万円を、及び同

月４日に３６７万５０００円を、ほしいままに、自己の用途に充てる目的で、自己

が管理する本件Ｊ口座に振込入金して横領したというものであった。（乙３２、弁

論の全趣旨） 

ウ 原告は、本件寄附口口座の預金の帰属主体は親の会であり、原告が本件寄附口口

座から預金の払戻しを受けた行為は、乙会長の了解の下に、原告の親の会に対する

貸付金の返済として受領したものであるから、横領には当たらないと主張して、別

件刑事事件の罪状を否認し続けた。（弁論の全趣旨） 

エ 原告は、平成１８年１月に、別件刑事事件の公判廷において、それまで罪状を否

認していたものを一転し、罪状全部を認めた。（弁論の全趣旨） 

オ 原告は、平成１８年１月１６日、保釈が認められた。（弁論の全趣旨） 

カ さいたま地方裁判所は、平成１８年６月８日、原告に対し、起訴事実のとおり罪

となるべき事実を認定し、業務上横領罪が成立するとして、懲役２年６月、執行猶

予５年の判決（以下「別件刑事判決」という。）を言い渡した。別件刑事判決は、

同月２３日に確定した。（乙３２） 

２ 被告が主張する原告の所得税額等 

 被告が本件訴訟において主張する原告の所得税額及び重加算税額の課税根拠及び計
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算過程は、以下のとおりである。 

 原告は、これらのうち、①原告が本件寄附口口座から払戻しを受けた金額を親の会か

ら不正に領得した金額として雑所得の金額に計上すべきこと及びこれを前提とする部

分並びに②重加算税の賦課の要件である納税者である原告による事実の隠ぺい又は仮

装行為の存在を争うものであり、その余の課税根拠及び計算関係については争っていな

い。 

(1) 本件各更正処分の根拠 

（平成１０年分） 

ア 総所得金額（別表５－１」順号③） ２８９９万８４７４円 

 上記金額は、次の（(ア)及び(イ)の金額の合計額である。 

(ア) 給与所得の金額（別表５－１順号①） ９２２万３４８３円 

 上記金額は、次のａ及びｂの各給与収入金額の合計額から所得税法２８条３項

に規定する給与所得控除額を同条２項の規定に基づいて控除した後の金額であ

る。 

ａ Ｅ学園Ｄ幼稚園からの給与収入金額 ９２０万１０００円 

 上記金額は、原告が平成１１年３月１２日に上尾税務署長に提出した原告の

平成１０年分の所得税の確定申告書（以下「平成１０年分確定申告書」という。）

に添付した平成１０年分給与所得の源泉徴収票の「支払金額」欄に記載された

金額と同額である。 

ｂ Ｅ学園から役員報酬として給付を受けたと認定された金額 

 ２２９万７４０４円 

 上記金額は、平成１３年６月に、上尾税務署長が実施したＥ学園の調査によ

り、原告が、同法人から役員報酬として給付を受けたと認定された金額である

（乙２７・調査報告書別表「平成１０年分」の「認定賞与」欄参照）。 

(イ) 雑所得の金額（別表５－１順号②） １９７７万４９９１円 

 上記金額は、次のａからｆまでの合計額であり、原告が親の会から不正に領得

した金額の合計額である。 

ａ 設備追加工事代金支払の名目で不正に領得した金額 ７２９万円 

 上記金額は、原告が親の会のＬに対する平成１０年８月３１日付けのＡ学園

設備追加工事代金１０２９万円（乙１、別表６順号８）の支払を装って、その

一部を以下のａ及びｂの方法で不正に領得した金額の合計額である。 

(a) 本件寄附口口座から引き出した金員と本件寄附口会計の現金勘定から不

正に領得した金額（別表６順号３から５まで） ３７９万円 

(b) 原告の親の会に対する借入金残高を減少させた金額（別表６順号６） 

 ３５０万円 

 上記金額は、原告が、親の会が支払うべき上記の工事代金につき自らが支

払を立て替えたことによって発生する親の会に対する求償債権と、原告の親

の会に対する借入金を対当する金額で相殺することにより、同金額に相当す

る原告の親の会に対する借入金の残高が減少したとして会計処理したもの

であるが、Ｌは、上記の工事代金を受領していないから、原告は、上記の方
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法をもって、原告の親の会からの借入金の残高を不当に減少させたことによ

り、同金額相当の利益を得たものである。 

 なお、上記工事代金の金額１０２９万円と上記(a)及び(b)記載の領得した

金員との差額である３００万円については、原告が作成した現金出納簿には、

親の会に対する貸付金として記載されている（別表６順号７）。 

ｂ 電話機設置工事代金支払の名目で不正に領得した金額（別表６順号９及び１

０） ３１５万円 

 上記金額は、原告が親の会のＭに対する平成１０年９月３０日付けの電話機

設置工事代金（乙３、別表６順号１１）の支払を装って、不正に領得した金額

である。 

ｃ 駐車場ゲート工事追加分代金の名目で不正に領得した金額（別表６順号１

２） ９５万６５５０円 

 上記金額は、原告が親の会のＭに対する平成１０年１１月２０日付けの駐車

場ゲート工事追加分代金（乙４、別表６順号１３）の支払を装って、工事代金

相当額を本件寄附口口座から引き出し、不正に領得した金額である。 

ｄ 配線追加工事代金支払の名目で不正に領得した金額（別表６順号１４） 

 １４０万円 

 上記金額は、原告が親の会のＭに対する平成１０年１１月２５日付けの配線

追加工事代金（乙５、別表６順号１５）の支払を装って、工事代金相当額を本

件寄附口口座から引き出し、不正に領得した金額である。 

ｅ 実習用地地盤改良工事代金支払の名目で不正に領得した金額（別表６順号１

６ないし１９） ５４８万円 

 上記金額は、原告が、親の会のＭに対する平成１０年１２月２８日付けの実

習用地地盤改良工事代金５８８万円（乙６、別表６順号２１）の支払を装って、

工事代金相当額を本件寄附口口座から引き出した金員と本件寄附口会計の現

金勘定から不正に領得した金額である。 

 なお、上記架空工事代金の金額５８８万円と上記領得金員の差額である４０

万円については、原告が作成した現金出納簿には、親の会に対する貸付金とし

て記載されている（別表６順号２０）。 

ｆ 架空の貸付金に対する返済金の名目で不正に領得した金額（別表７「平成１

０年分計」の「差引領得額」欄参照） １４９万８４４１円 

 上記金額は、原告の親の会に対する貸付金により、親の会のＭに対する平成

１０年８月３１日付けのプロパン、警備、電気工事変更追加分代金１９７１万

８０００円（乙７、別表６順号２）を支払ったと装って、原告が、当該貸付金

に対する返済金の名目で、平成１０年中に親の会から不正に領得した金額であ

り、原告が平成１０年中に親の会から貸付金の返済金として受領したとする金

額１４４９万９４４１円（別表７「平成１０年分計」の「原告が返済を受けた

とする金額」欄参照）から、真実親の会に対する貸付金の返済金として受領し

たと認められる金額１３００万１０００円（別表７「平成１０年分計」の「左

のうち貸付金返済額」欄参照）を控除した後の金員である。 
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イ 所得控除の額の合計額（別表５－１順号④） ４４５万１５５３円 

 上記金額は、次の(ア)及び(イ)の金額の合計額である。 

(ア) 寄附金控除の金額 ２１５万４１７３円 

 上記金額は、平成１０年分における原告のＢに対する特定寄附金の金額２１６

万４１７３円に、所得税法７８条１項（平成１７年法律第２１号による改正前の

もの、以下同じ。）の規定を適用して算出した金額である。 

(イ) 寄附金控除の金額以外の所得控除の金額 ２２９万７３８０円 

 上記金額は、原告が平成１０年分確定申告書に記載した、社会保険料控除の金

額、生命保険料控除の金額、扶養控除の金額及び基礎控除の金額の合計額と同額

である。 

ウ 課税される総所得金額（別表５－１順号⑤） ２４５４万６０００円 

 上記金額は、所得税法８９条２項の規定に基づき、上記アの総所得金額２８９９

万８４７４円から上記イの所得控除の額の合計額４４５万１５５３円を控除した

後の金額（ただし、通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り

捨てた後のもの）である。 

エ 納付すべき税額（別表５－１順号⑨） ５７３万３２００円 

 上記金額は、次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を控除した後の金額（た

だし、通則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のも

の）である。 

(ア) 課税される総所得金額に対する税額（別表５－１順号⑥） 

 ６７８万８４００円 

 上記金額は、上記ウの課税される総所得金額２４５４万６０００円に、所得税

法８９条１項の規定による税率を適用して算出した金額である。 

(イ) 特別減税額（別表５－１順号⑦） ９万５０００円 

 上記金額は、平成１０年分所得税の特別減税のための臨時措置法（平成１０年

法律第１号）３条及び４条の規定により算出した特別減税額であり、原告が平成

１０年分確定申告書に記載した金額と同額である。 

(ウ) 源泉徴収税額（別表５－１順号⑧） ９６万０２００円 

 上記金額は、次のａ及びｂの金額の合計額である。 

ａ Ｅ学園Ｄ幼稚園からの給与所得に係る源泉徴収税額 

 ５３万１６００円 

 上記金額は、原告が平成１０年分確定申告書に記載した源泉徴収税額と同額

である。 

ｂ Ｅ学園から役員報酬として給付を受けたと認定された金額に係る源泉徴収

税額 ４２万８６００円 

 上記金額は、平成１３年６月に、上尾税務署長が実施したＥ学園の調査によ

り、原告が、同法人から役員報酬として給付を受けたと認定された金額に係る

源泉徴収税額である（乙２７・調査報告書別表「平成１０年分」の「源泉徴収

税額」欄参照）。 

（平成１１年分） 
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ア 総所得金額（別表５－２順号③） ３２９４万２８１０円 

 上記金額は、次の(ア)及び(イ)の金額の合計額である。 

(ア) 給与所得の金額（別表５－２順号①） ９８０万９３３９円 

 上記金額は、次のａ及びｂの各給与収入金額の合計額から所得税法２８条３項

に規定する給与所得控除額を同条２項の規定に基づいて控除した後の金額であ

る。 

ａ Ｅ学園Ｄ幼稚園からの給与収入金額 ９２８万３５００円 

 上記金額は、原告が平成１２年３月１３日に上尾税務署長に提出した原告の

平成１１年分の所得税の確定申告書（以下「平成１１年分確定申告書」という。）

に添付した平成１１年分給与所得の源泉徴収票の「支払金額」欄に記載された

金額と同額である。 

ｂ Ｅ学園から役員報酬として給付を受けたと認定された金額 

 ２８３万１５９４円 

 上記金額は、平成１３年６月に、上尾税務署長が実施したＥ学園の調査によ

り、原告が、Ｅ学園から役員報酬として給付を受けたと認定された金額である

（乙２７・調査報告書別表「平成１１年分」の「認定賞与」欄参照）。 

(イ) 雑所得の金額（別表５－２順号②） ２３１３万３４７１円 

 上記金額は、次のａからｅまでの合計額であり、原告が親の会から横領した金

額の合計額である。 

ａ 用水面補修工事代金支払の名目で不正に領得した金額（別表６順号２６から

２９まで） ８３万５０００円 

 上記金額は、原告が親の会のＭに対する平成１１年３月１６日付けの用水面

補修工事代金２８３万５０００円（乙８、別表６順号３１）の支払を装って、

その一部を本件寄附口口座（乙第２号証）から引き出し、不正に領得した金額

である。 

 なお、上記工事代金の金額２８３万５０００円と上記不正に領得した金額の

差額である２００万円については、原告が作成した現金出納簿には、親の会に

対する貸付金として記載されている（別表６順号３０）。 

ｂ 圃場新設工事代金支払の名目で不正に領得した金額（別表６順号２４） 

 ２９７万５０００円 

 上記金額は、原告が、親の会のＮに対する平成１１年３月１０日付けの圃場

新設工事代金（乙９の１、別表６順号２５）の支払を装って、工事代金相当額

が本件会費口口座から本件寄附口口座に送金された後、上記工事代金相当額を

本件寄附口口座から引き出し、不正に領得した金額である。 

ｃ 施設内補修工事代金支払の名目で不正に領得した金額（別表６順号３２）

 ４２０万円 

 上記金額は、原告が親の会のＪ社に対する平成１１年６月２日付けの施設内

補修工事代金（乙１０、別表６順号３３）の支払を装って、工事代金相当額を

本件寄附口口座から引き出し、不正に領得した金額である。 

ｄ 焼却炉、フェンスワイヤー工事代金支払の名目で不正に領得した金額（別表
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６順号３４） ３６７万５０００円 

 上記金額は、原告が親の会のＪ社に対する平成１１年６月４日付けの焼却炉、

フェンスワイヤー工事代金（乙１１、別表６順号３５）の支払を装って、工事

代金相当額を本件寄附口口座から引き出し、不正に領得した金額である。 

ｅ 架空の貸付金に対する返済金の名目で不正に領得した金額（別表７「平成１

１年分計」の「差引領得額」欄参照） １１４４万８４７１円 

 上記金額は、原告の親の会に対する貸付金により、親の会のＭに対する平成

１０年８月３１日付けのプロパン、警備、電気工事変更追加分代金１９７１万

８０００円（乙７、別表６順号２）を支払ったと装って、原告が、当該貸付金

に対する返済金の名目で、平成１１年中に親の会から不正に領得した金額であ

り、原告が、平成１１年中に親の会から貸付金の返済金として受領したとする

金額１１９４万８４７１円（別表７「平成１１年分計」の「原告が返済を受け

たとする金額」欄参照）から、真実親の会に対する貸付金の返済金として受領

したと認められる金額５０万円（別表７「平成１１年分計」の「左のうち貸付

金返済額」欄参照）を控除した後の金額である。 

イ 所得控除の額の合計額（別表５－２順号④） １１２５万２４２６円 

 上記金額は、次の(ア)から(エ)までの金額の合計額である。 

(ア) 医療費控除の金額 ４２万２８４２円 

 上記金額は、次のａの金額からｂの金額を控除した後の金額に所得税法７３条

１項の規定を適用して算出した金額である。 

ａ 支払った医療費の金額 ８２万２８４２円 

 上記金額は、原告が平成１１年分確定申告書に支払った医療費の金額として

記載した金額と同額である。 

ｂ 保険金などで補てんされる金額 ３０万円 

 上記金額は、原告が平成１１年分確定申告書に保険金などで補てんされる金

額として記載した金額と同額である。 

(イ) 寄附金控除の金額 ８２２万５７０２円 

 上記金額は、平成１１年分における原告のＢに対する特定寄附金の金額１２１

９万４４６６円が、上記アの原告の平成１１年分の総所得金額３２９４万２８１

０円の１００分の２５に相当する金額８２３万５７０２円を超えるため、８２３

万５７０２円に、所得税法７８条１項の規定を適用して算出した金額である。 

(ウ) 扶養控除の金額 １４４万円 

 上記金額は、所得税法８４条及び経済社会の変化等に対応して早急に講ずべき

所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律（平成１１年法律第８号。以下「負

担軽減法」という。ただし、平成１２年法律第１３号による改正前のもの。）３

条の規定を適用して算出した金額である。 

(エ) 医療費控除の金額、寄附金控除の金額及び扶養控除の金額以外の所得控除の

金額 １１６万３８８２円 

 上記金額は、原告が平成１１年分確定申告書に記載した、社会保険料控除の金

額、生命保険料控除の金額及び基礎控除の金額の合計額と同額である。 
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ウ 課税される総所得金額（別表５－２順号⑤） ２１６９万円 

 上記金額は、所得税法８９条２項の規定に基づき、上記アの総所得金額３２９４

万２８１０円から上記イの所得控除の額の合計額１１２５万２４２６円を控除し

た後の金額（ただし、通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切

り捨てた後のもの）である。 

エ 納付すべき税額（別表５－２順号⑨） ４３４万８５００円 

 上記金額は、次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を控除した後の金額（た

だし、通則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のも

の）である。 

(ア) 課税される総所得金額に対する税額（別表５－２順号⑥） 

 ５５３万５３００円 

 上記金額は、上記ウの課税される総所得金額２１６９万円に、所得税法８９条

１項の税率（負担軽減法４条の特例を適用したもの）を乗じて算出した金額であ

る。 

(イ) 定率減税額（別表５－２順号⑦） ２５万円 

 上記金額は、負担軽減法６条２項の規定により算出した金額である。 

(ウ) 源泉徴収税額（別表５－２順号⑧） ９３万６８００円 

 上記金額は、次のａ及びｂの金額の合計額である。 

ａ Ｅ学園Ｄ幼稚園からの給与所得に係る源泉徴収税額 

 ５１万２１００円 

 上記金額は、原告が平成１１年分確定申告書に記載した源泉徴収税額と同額

である。 

ｂ Ｅ学園から役員報酬として給付を受けたと認定された金額に係る源泉徴収

税額 ４２万４７００円 

 上記金額は、平成１３年６月に、上尾税務署長が実施したＥ学園の調査によ

り、原告がＥ学園から役員報酬として給付を受けたと認定された金額に係る源

泉徴収税額である（乙２７・調査報告書別表「平成１１年分」の「源泉徴収税

額」欄参照）。 

（平成１２年分） 

ア 総所得金額（別表５－３順号③） ２７７２万４７８８円 

 上記金額は、次の(ア)及び(イ)の金額の合計額である。 

(ア) 給与所得の金額（別表５－３順号①） ９６６万２１４８円 

 上記金額は、次のａからｃまでの各給与収入金額の合計額から所得税法２８条

３項に規定する給与所得控除額を同条３項の規定に基づいて控除した後の金額

である。 

ａ Ｅ学園Ｄ幼稚園からの給与収入金額 ８９８万６０００円 

 上記金額は、原告が平成１３年３月１２日に上尾税務署長に提出した原告の

平成１２年分の所得税の確定申告書（以下「平成１２年分確定申告書」という。）

に添付したＥ学園Ｄ幼稚園の平成１２年分給与所得の源泉徴収票の「支払金

額」欄に記載された金額と同額である。 
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ｂ 医療法人社団ａからの給与収入金額 ２４０万円 

 上記金額は、原告が平成１２年分確定申告書に添付した医療法人社団ａの平

成１２年分給与所得の源泉徴収票の「支払金額」欄に記載された金額と同額で

ある。 

ｃ Ｅ学園から役員報酬として給付を受けたと認定された金額 

 ５７万４１５６円 

 上記金額は、平成１３年６月に、上尾税務署長が実施したＥ学園の調査によ

り、原告が、Ｅ学園から役員報酬として給付を受けたと認定された金額である

（乙２７・調査報告書別表「平成１２年分」の「認定賞与」欄参照）。 

(イ) 雑所得の金額（別表５－３順号②） １８０６万２６４０円 

 上記金額は、次のａ及びｂの金額の合計額である。 

ａ Ｕからの雑所得の金額 １２４万３２００円 

 上記金額は、原告が平成１２年分確定申告書にＵからの雑所得の金額として

記載した金額と同額である。 

ｂ 原告が親の会から不正に領得した金額 １６８１万９４４０円 

 上記金額は、次の(a)から(c)までの合計額であり、原告が、親の会から不正

に領得した金額の合計額である。 

(a) 補修工事代金支払の名目で不正に領得した金額（別表６順号３６及び３

７） ３４１万２５００円 

 上記金額は、原告が親の会のＭに対する平成１２年２月１８日付けの補修

工事代金（乙１２、別表６順号３８）の支払を装って、工事代金相当額を本

件会費口口座から引き出された金員と本件寄附口会計の現金勘定から不正

に領得した金額である。 

(b) 実習用地地盤改良工事残金支払の名目で不正に領得した金額（別表６順

号４１から４３まで） １９２万９６９０円 

 上記金額は、原告が、親の会のＭに対する平成１２年１０月２４日付けの

実習用地地盤改良工事残金（乙１３、別表６順号４４）の支払を装って、工

事代金相当額を本件寄附口口座から引き出した金員と本件寄附口会計の現

金勘定から不正に領得した金額である。 

(c) 架空の貸付金に対する返済金の名目で横領した金額（別表７「平成１２

年分計」の「差引領得額」欄参照） １１４７万７２５０円 

 上記金額は、原告の親の会に対する貸付金により、①親の会のＭに対する

平成１０年８月３１日付けのプロパン、警備、電気工事変更追加分代金１９

７１万８０００円（乙７、別表６順号２）、②親の会のＬに対する平成１０

年８月３１日付けのＡ学園設備追加工事代金１０２９万円（乙１、別表６順

号８）のうちの３００万円（別表６順号７）、③親の会のＭに対する平成１

０年１２月２８日付けの実習用地地盤改良工事代金５８８万円（乙６、別表

６順号２０）のうちの４０万円（別表６順号２０）及び④親の会のＭに対す

る平成１１年１月７日付けの電気工事代金２４６万７５００円（乙１４、別

表６順号２３）を支払ったと装って、原告が、当該貸付金に対する返済金の
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名目で、平成１２年中に親の会から不正に領得した金額１１４７万７２５０

円（別表７「平成１２年分計」の「原告が返済を受けたとする金額欄参照）

である。 

イ 所得控除の額の合計額（別表５－３順号④） ７９５万００６６円 

 上記金額は、次の(ア)及び(イ)の金額の合計額である。 

(ア) 寄附金控除の金額 ５６５万２７９５円 

 上記金額は、平成１２年分における原告のＢに対する特定寄附金の金額５６６

万２７９５円に、所得税法７８条１項の規定を適用して算出した金額である。 

(イ) 寄附金控除の金額以外の所得控除の金額 ２２９万７２７１円 

 上記金額は、原告が平成１２年分確定申告書に記載した、社会保険料控除の金

額、生命保険料控除の金額、損害保険料控除の金額、扶養控除の金額及び基礎控

除の金額の合計額と同額である。 

ウ 課税される総所得金額（別表５－３順号⑤） １９７７万４０００円 

 上記金額は、所得税法８９条２項の規定に基づき、上記アの総所得金額２７７２

万４７８８円から上記イの所得控除の額の合計額７９５万００６６円を控除した

後の金額（ただし、通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り

捨てた後のもの）である。 

エ 納付すべき税額（別表５－３順号⑨） ３６９万１７００円 

 上記金額は、次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を控除した後の金額（た

だし、通則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のも

の）である。 

(ア) 課税される総所得金額に対する税額（別表５－３順号⑥） 

 ４８２万６３８０円 

 上記金額は、上記ウの課税される総所得金額１９７７万４０００円に、所得税

法８９条１項の税率（負担軽減法４条の特例を適用したもの）を乗じて算出した

金額である。 

(イ) 定率減税額（別表５－３順号⑦） ２５万円 

 上記金額は、負担軽減法６条２項の規定により算出した金額である。 

(ウ) 源泉徴収税額（別表５－３順号⑧） ８８万４６００円 

 上記金額は、次のａからｃまでの金額の合計額である。 

ａ Ｅ学園Ｄ幼稚園からの給与所得に係る源泉徴収税額 

 ４７万０８００円 

 上記金額は、原告が平成１２年分確定申告書に添付したＥ学園Ｄ幼稚園の平

成１２年分給与所得の源泉徴収票の「源泉徴収税額」欄に記載された金額と同

額である。 

ｂ 医療法人社団ａからの給与所得に係る源泉徴収税額 

 ３３万１２００円 

 上記金額は、原告が平成１２年分確定申告書に添付した医療法人社団ａの平

成１２年分給与所得の源泉徴収票の「源泉徴収税額」欄に記載された金額と同

額である。 
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ｃ Ｅ学園から役員賞与として給付を受けたと認定された金額に係る源泉徴収

税額 ８万２６００円 

 上記金額は、平成１３年６月に、上尾税務署長が実施したＥ学園の調査によ

り、原告が、Ｅ学園から役員賞与として給付を受けたと認定された金額に係る

源泉徴収税額である（乙２７・調査報告書別表「平成１２年分」の「源泉徴収

税額」欄参照）。 

（平成１３年分） 

ア 総所得金額（別表５－４順号③） １５０８万２５５０円 

 上記金額は、次の(ア)及び(イ)の金額の合計額である。 

(ア) 給与所得の金額（別表５－４順号①） ７７２万７５５０円 

 上記金額は、原告が平成１４年３月１８日に上尾税務署長に提出した原告の平

成１３年分の所得税の確定申告書（以下「平成１３年分確定申告書」という。）

に記載した金額と同額である。 

(イ) 雑所得の金額（別表５－４順号②、別表７「平成１３年分計」の「差引領得

額」欄参照） ７３５万５０００円 

 上記金額は、原告の親の会に対する貸付金により、①親の会のＭに対する平成

１１年１月７日付けの電気工事代金２４６万７５００円（乙１４、別表６順号２

３）、②親の会のＭに対する平成１１年３月１６日付けの用水面補修工事代金２

８３万５０００円（乙８、別表６順号３１）のうちの２００万円（別表６順号３

０）及び③親の会のＭに対する平成１２年２月２８日付けの周辺農道補修整備工

事代金６３０万円（乙１５、別表６順号４０）を支払ったと装って、原告が、当

該貸付金に対する返済金の名目で、平成１３年中に親の会から不正に領得した金

額である（別表７「平成１３年分計」の「原告が返済を受けたとする金額」欄参

照）。 

イ 所得控除の額の合計額（別表５－４順号④） ６６７万０２８６円 

 上記金額は、次の(ア)から(ウ)までの金額の合計額である。 

(ア) 寄附金控除の金額 ３７６万０６３７円 

 上記金額は、平成１３年分における原告のＢに対する特定寄附金の金額６４４

万３７１７円が、上記アの原告の平成１３年分の総所得金額１５０８万２５５０

円の１００分の２５に相当する金額３７７万０６３７円を超えるため、３７７万

０６３７円に、所得税法７８条１項の規定を適用して算出した金額である。 

(イ) 扶養控除の金額 １７７万円 

 上記金額は、所得税法８４条及び負担軽減法３条の規定を適用して算出した金

額である。 

(ウ) 寄附金控除の金額及び扶養控除の金額以外の所得控除の金額 

 １１３万９６４９円 

 上記金額は、原告が平成１３年分確定申告書に記載した、社会保険料控除の金

額、生命保険料控除の金額及び基礎控除の金額の合計額と同額である。 

ウ 課税される総所得金額（別表５－４順号⑤） ８４１万２０００円 

 上記金額は、所得税法８９条２項の規定に基づき、上記アの総所得金額１５０８
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万２５５０円から上記イの所得控除の額の合計額６６７万０２８６円を控除した

後の金額（ただし、通則法１１８条１項の規定により１０００円未満の端数を切り

捨てた後のもの）である。 

エ 納付すべき税額（別表５－４順号⑨） ５６万５３００円 

 上記金額は、次の(ア)の金額から(イ)及び(ウ)の各金額を控除した金額（ただし、

通則法１１９条１項の規定により１００円未満の端数を切り捨てた後のもの）であ

る。 

(ア) 課税される総所得金額に対する税額（別表５－４順号⑥） 

 １３５万２４００円 

 上記金額は、上記ウの課税される総所得金額８４１万２０００円に、所得税法

８９条１項の税率を乗じて算出した金額である。 

(イ) 定率減税額（別表５－４順号⑦） ２５万円 

 上記金額は、負担軽減法６条２項の規定により算出した金額である。 

(ウ) 源泉徴収税額（別表５－４順号⑧） ５３万７１００円 

 上記金額は、原告が平成１３年分確定申告書に記載した源泉徴収税額と同額で

ある。 

(2) 本件各賦課決定処分の根拠 

ア 平成１０年分の重加算税額 １６２万７５００円 

 上記金額は、上尾税務署長が原告に対してした本件平成１０年分更正処分によっ

て、原告が新たに納付すべきこととなった税額４７９万２４００円のうち、原告が

平成１０年分確定申告書に記載した納付すべき税額△３２万４３００円（なお、金

額の前の△は、還付金の額に相当する税額を表す。以下同じ。）に達するまでの税

額（具体的には、△３２万４３００円と平成１３年７月９日付けの減額更正処分後

の納付すべき税額△４５万９２００円との差額の１３万４９００円）については、

通則法６５条４項に規定する「正当な理由があると認められる事実に基づく税額」

に該当することから、通則法６８条１項に規定する「過少申告加算税の額の計算の

基礎となるべき税額」は、４７９万２４００円から１３万４９００円を控除した後

の金額４６５万円（ただし、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端数を

切り捨てた後のもの）となり、当該４６５万円に、通則法６８条１項の規定に基づ

き、１００分の３５の割合を乗じて計算した金額である。 

イ 平成１１年分の重加算税額 １６２万４０００円 

 上記金額は、上尾税務署長が原告に対してした本件平成１１年分更正処分によっ

て、原告が新たに納付すべきこととなった税額４８０万６９００円のうち、原告が

平成１１年分確定申告書に記載した納付すべき税額△２９万４９８０円に達する

までの税額（具体的には、△２９万４９８０円と平成１３年７月９日付けの減額更

正処分後の納付すべき税額△４５万８４００円との差額の１６万３４２０円）につ

いては、通則法６５条４項に規定する「正当な理由があると認められる事実に基づ

く税額」に該当することから、通則法６８条１項に規定する「過少申告加算税の額

の計算の基礎となるべき税額」は、４８０万６９００円から１６万３４２０円を控

除した後の金額４６４万円（ただし、通則法１１８条３項の規定により１万円未満
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の端数を切り捨てた後のもの）となり、当該４６４万円に、通則法６８条１項の規

定に基づき、１００分の３５の割合を乗じて計算した金額である。 

ウ 平成１２年分の重加算税額 １３５万８０００円 

 上記金額は、上尾税務署長が原告に対してした本件平成１２年分更正処分によっ

て、原告が新たに納付すべきこととなった税額３８９万７７４０円のうち、原告が

平成１２年分確定申告書に記載した納付すべき税額△１８万８８８０円に達する

までの税額（具体的には、△１８万８８８０円と平成１３年７月９日付けの減額更

正処分後の納付すべき税額△２０万６０４０円との差額の１万７１６０円）につい

ては、通則法６５条４項に規定する「正当な理由があると認められる事実に基づく

税額」に該当することから、通則法６８条１項に規定する「過少申告加算税の額の

計算の基礎となるべき税額」は、３８９万７７４０円から１万７１６０円を控除し

た後の金額３８８万円（ただし、通則法１１８条３項の規定により１万円未満の端

数を切り捨てた後のもの）となり、当該３８８万円に、通則法６８条１項の規定に

基づき、１００分の３５の割合を乗じて計算した金額である。 

エ 平成１３年分の重加算税額 ２４万５０００円 

 上記金額は、上尾税務署長が原告に対してした本件平成１３年分更正処分によっ

て、原告が新たに納付すべきこととなった税額７０万円に、通則法６８条１項の規

定に基づき、１００分の３５の割合を乗じて計算した金額である。 

３ 争点 

 本件の争点は、以下のとおりである。 

(1) 原告が平成１０年から同１３年にかけて随時本件寄附口口座から払戻しを受ける

などして取得した金員が、原告のＢに対する貸付金の返済として受領したもの又はＢ

の負担すべき債務の支払に充てたものと認めることができず、原告の所得として雑所

得の金額に算入されるべきものか。 

 この争点は、具体的には、以下の２点に分けられる。 

ア 原告が次の行為をしたと認められるか。また、この前提として、原告がこの点を

争うことが時機に後れた攻撃防御方法であり許されないか。（争点１－所得又は架

空の貸付金債権の発生の有無等） 

(ア) 平成１０年において 

① 原告が、８月３１日に、本件寄附口口座に何ら振り込んでいないにもかかわ

らず、本件寄附口会計の現金勘定に１９７１万８０００円を入金したと仮装し

て、同金額の貸付金債権を取得したとした事実 

② 原告が、８月３１日に、保護者丁からの寄附金２００万円（以下「丁寄附分」

という。）及び同戊からの寄附金１００万円（以下「戊寄附分」という。）のう

ち、少なくとも２２９万円を取得した事実 

③ 原告が、８月３１日に、本件寄附口口座に何ら振り込んでいないにもかかわ

らず、本件寄附口会計の現金勘定に３５０万円を入金したと仮装して、本件寄

附口口座から借入れ債務のうち３５０万円相当の返済をしたとした事実 

④ 原告が、８月３１日に、本件寄附口口座に何ら振り込んでいないにもかかわ

らず、本件寄附口会計の現金勘定に３００万円を入金したと仮装して、同金額
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の貸付金債権を取得したとした事実 

⑤ 原告が、本件寄附口会計の現金勘定から１２月１７日時点の残高７５万３７

６４円を取得した事実 

⑥ 原告が、１２月２８日に、本件寄附口口座に何ら振り込んでいないにもかか

わらず、本件寄附口会計の現金勘定に４０万円を入金したと仮装して、同金額

の貸付金債権を取得したとした行為 

(イ) 平成１１年において 

① 原告が、１月７日に、本件寄附口口座に何ら振り込んでいないにもかかわら

ず、本件寄附口会計の現金勘定に２４６万７５００円を入金したと仮装して、

同金額の貸付金債権を取得したとした行為 

② 原告が、３月１６日に、本件寄附口口座に何ら振り込んでいないにもかかわ

らず、本件寄附口会計の現金勘定に２００万円を入金したと仮装して、同金額

の貸付金債権を取得したとした行為 

(ウ) 平成１２年において 

① 原告が、２月１７日に本件会費口口座から３４０万円の払戻しを受け、本件

寄附口会計の現金勘定の同月１６日時点の残高１５万６５５３円のうちの１

万２５００円と合わせて合計３４１万２５００円を取得した事実 

② 原告が、２月２８日に、本件寄附口口座に何ら振り込んでいないにもかかわ

らず、本件寄附口会計の現金勘定に６３０万円を入金したと仮装して、同金額

の貸付金債権を取得したとした事実 

③ 原告が、本件寄附口会計の現金勘定から１０月１７日時点の残高２８万４０

５３円を取得した事実 

イ 原告が本件寄附口口座から預金の払戻しを受けたことを、原告のＢに対する手形

決済資金等の貸付金債権に対する返済又はＢの負担すべき債務の支払に充てたも

のと認めることができないか。（争点２－所得該当性の有無） 

(2) 原告に、重加算税の賦課の要件である通則法６８条１項にいう事実の隠ぺい又は

仮装行為が存在するか。（争点３－事実の隠ぺい又は仮装行為の存否） 

４ 争点に関する当事者の主張の要旨 

(1) 争点１－所得又は架空の貸付金債権の発生の有無等 

（原告の主張） 

ア 原告は、平成１９年３月２３日の第５回弁論期日において陳述した準備書面(3)

において、前記３（争点）(1)アに記載された所得又は架空の貸付金債権の発生の

各事実についてこれを否認し、反論していた。そして、原告は、同年１１月２７日

の第９回弁論期日において陳述した準備書面(6)において、この反論を詳細にした

にすぎないのであるから、その主張は時機に後れた攻撃防御方法ではない。 

イ 原告が本件各領収証等を入手した経緯及び本件出納簿を作成した経緯等は、次の

とおりである。 

(ア) 平成１３年５月、Ｂの不正経理などのスキャンダルがマスコミで連日報道さ

れるようになった。 

 そこで、原告は、そのころ、Ａ学園の施設建設顧問であるＯことＯ（以下「Ｏ」
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という。）に対し、同１０年７月１７日に振り出した原告名義のＰ銀行の額面総

額９０００万円の約束手形４通（内訳は、額面２０００万円のもの、同２５００

万円のもの、同３０００万円のもの及び同１５００万円のもの各１通である。以

下、併せて「本件９０００万円手形」という。）で支払われた各工事代金の各工

事業者らへの支払状況等について、その根拠となる工事内訳明細書や領収書等の

資料を要求して具体的に報告を求めたところ、Ｏは、原告に対し、本件各工事の

工事内容内訳書と本件各領収証等を交付して、本件各工事の工事代金を本件各工

事業者らに支払った旨の報告をした。 

(イ) 原告は、Ｏから交付された工事内訳明細書や本件各領収証等が正しいものと

信じ、この工事内訳明細書及び本件各領収証等に記載された各工事代金額に基づ

いて、本件寄附口口座の入出金の状況と、Ｏから交付された本件各領収証等の金

額及び日付とをなるべく関連付ける形で、何月何日の預金の払戻しは「○○工事

代」として出金した旨を記載した本件寄附口口座に関する本件出納簿を作成した。 

(ウ) 後日、判明したところによれば、本件各工事の工事内訳明細書及び本件各領

収証等は、いずれも虚偽のものであったが、原告は、当時、そのことを知らず、

いずれも真正なものと信じていた。 

 原告は、これらの書類の作成に一切関与していない。 

ウ 本件出納簿は、前記イ(イ)のとおり、Ｏから説明を受けた本件各工事の内訳と工

事代金額に基づいて、本件寄附口口座の入出金の状況と本件各領収証等に基づく工

事代金の支払状況とをなるべく関連付ける形で作成したものであり、平成１０年か

ら同１３年までの約４年間にわたる自己資金と本件寄附口口座をめぐる収支をさ

かのぼって整理することにより、原告自身がその内容を理解することを目的として

作成したものにすぎないのであって、実際の日々の現金の出納状況を記録したもの

ではない。 

 そうすると、本件出納簿の記載がどうであれ、現実にその日に資金の移動がなけ

れば原告に利得が生じる余地はないところ、本件出納簿に記載されている内容は現

実の本件寄附口会計の金銭の移動と一致していないのであるから、本件出納簿の記

載内容を根拠に原告に雑所得があるとした本件各更正処分は、いずれも、事実に基

づかずに所得を認定したものであり、違法であるというべきである。 

エ 前記３（争点１）(1)アに記載された所得又は架空の貸付金債権の発生の各事実

については、以下のとおり、いずれも否認する。 

(ア) 平成１０年分について 

① 原告が、平成１０年８月３１日、本件寄附口口座に現金を振り込む方法その

他の方法で１９７１万８０００円を貸し付けた事実がないことは認め、当該貸

付けを仮装した事実は否認する。 

② 原告が、平成１０年８月３１日、丁寄附分及び戊寄附分を取得した事実は否

認する。 

 丁寄附分は平成９年１２月２６日に、戊寄附分は同月２９日に、それぞれＨ

銀行鴻巣支店のＢ名義の口座（甲５５）に直接入金され、同１０年１月２６日

に、同口座から３００万円全額が引き下ろされた。したがって、丁寄附分及び
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戊寄附分は、共に本件寄附口口座の預金ない出本件寄附口会計とは一切関係が

ない。 

③ 原告が平成１０年８月３１日に本件寄附口口座に３５０万円を返済した事

実がないことは認め、当該返済を仮装した事実は否認する。 

④ 原告が平成１０年８月３１日にＢに対し、本件寄附口口座に現金を振り込む

方法その他の方法で３００万円を貸し付けた事実がないことは認め、当該貸付

けを仮装した事実は否認する。 

⑤ 原告が、本件寄附口会計から平成１０年１２月１７日時点の現金残高７５万

３７６４円を取得した事実は否認する。 

 本件出納簿は、現実の現金出納を記録したものではなく、本件出納簿に上記

の金額の現金残高がある旨の記載は虚偽であり、理論上の数字にすぎず、実際

には存在していなかったものである。原告が本件寄附口口座の通帳及び印鑑以

外に現金を預かっていたことはない。 

 このことは、後記(ウ)①及び③の本件寄附口会計からの現金残高の取得に関

しても同じである。 

⑥ 原告が平成１０年１２月２８日にＢに対し、本件寄附口口座に現金を振り込

む方法その他の方法で４０万円を貸し付けた事実がないことは認め、当該貸付

けを仮装した事実は否認する。 

(イ) 平成１１年について 

① 原告が平成１１年１月７日にＢに対し、本件寄附口口座に現金を振り込む方

法その他の方法で２４６万７５００円を貸し付けた事実がないことは認め、当

該貸付けを仮装した事実は否認する。 

② 原告が平成１１年３月１６日にＢに対し、本件寄附口口座に現金を振り込む

方法その他の方法で２００万円を貸し付けた事実がないことは認め、当該貸付

けを仮装した事実は否認する。 

(ウ) 平成１２年について 

① 原告が平成１２年２月１７日に本件会費口口座から３４０万円の払戻しを

受けるとともに、本件寄附口会計の同月１６日時点の現金残高１５万６５５３

円のうちの１万２５００円と合わせて、これを取得した事実は否認する。 

 本件会費口口座の３４０万円に関しては、親の会の決議に基づき、本件会費

口口座から直接Ｂを支援する趣旨で寄附されたものであり、本件寄附口口座の

金員とは関係がなく、したがって、原告が本件会費口口座の預金を不正に払戻

しを受けて領得したという事実はない。 

 また、平成１２年２月１６日時点の本件寄附口会計の現金残高が１５万６５

５３円であったとする本件出納簿の記載は、前記のとおり、内容虚偽の理論上

の数字であり、実際には存在していなかったものであるから、原告には領得の

しようがない。 

② 原告が平成１２年２月２８日にＢに対し、本件寄附口口座に現金を振り込む

形その他の方法で６３０万円を貸し付けた事実がないことは認め、当該貸付け

を仮装した事実は否認する。 
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③ 原告が、本件寄附口会計の平成１２年１０月１７日時点の現金残高２８万４

０５３円を取得出た事実は否認する。 

（被告の主張） 

ア 原告が、本件出納簿の記載が実際の金銭の移動と一致するものではないから、本

件出納簿に基づく本件各更正処分等は違法である旨主張するとともに、個々の課税

処分についても、所得又は架空の貸付金債権の発生の各事実を否認してこれを争い、

その立証のための書証（甲３８から５９の３まで）を提出することは、本件訴訟の

終結間近に至って、新たな主張立証を追加しようとするものであって、故意又は過

失によって時機に後れた攻撃防御方法であり、訴訟の完結を遅延させるものである

から、許されないというべきであり、民訴法１５７条１項により直ちに却下される

べきである。 

 したがって、本件訴訟においては、後記争点２及び争点３のみが審理の対象とな

り、原告の準備書面(6)における主張内容に関する争点１は、本件訴訟の審理対象

とはならないというべきである。 

イ 上記アの点をおくとしても、以下のとおりであり、争点１に関する原告の主張が

いずれも失当であることは明らかである。 

(ア) 本件出納簿をみるに、その「入金」欄には、主に本件寄附口口座から原告が

引き出した金額が記載され、他方、その「出金」欄には、使途を「摘要」欄に簡

潔に記載した上で原告が使用した金額が記載されており、本件寄附口会計の現金

出納を示すために原告が作成した帳簿であることは、その外形上からも認めるこ

とができる。実際、原告自身、乙会長らに対し、本件出納簿等を示すなどして、

本件寄附口口座から引き出した金員を適正に本件各工事業者らへの支払に充て

た旨説明した事実を認めている。したがって、本件出納簿は、本件寄附口口座か

ら原告が引き出した金員について、その使途先を対外的に示す目的で作成された

帳簿、更にいえば、親の会に帰属すべき本件寄附口口座について、通帳等を保管

してその入出金を管理していた原告が、親の会関係者等に対して、本件寄附口口

座から引き出した金員を親の会のための正当な目的で費消したように見せるた

めに作成した重要な帳簿としての意味を有していたことは明らかである。 

 そして、もともと、原告は、本件寄附口会計の出納管理を行う立場にあること

を奇貨として、親の会の金員を不正に領得しつつ、その発覚を免れるべく、本件

寄附口会計に係る本件出納簿に、入園者の保護者らから寄附金の名目で集めた金

員について、Ａ学園の施設工事や機械設備及び衣類の購入等の支払に充てた旨虚

偽の記載をするなどして、正規の支出をしたものと装っていたものである。 

 したがって、本件出納簿の意義について、単に原告自身が理解するために作成

されたものであるなどという原告の主張は、失当であるというほかない。 

(イ) 前記(ア)のとおり、本件出納簿は、原告において、本件寄附口口座から原告

が引き出した金員の使途状況を対外的に証明するために作成されたものである

というべきところ、本件出納簿には、本件寄附口口座から引き出された金員がほ

とんどすべて記載されており、原告がこれを費消するまでの流れが示されている。 

 本件出納簿には、別表８－１のとおり、平成１０年分において、本件寄附口口
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座から引き出された金員は、振込料、手数料等少額な引出しを除くと、４３件の

合計約１億４０００万円に上るが、これらの金員引出行為がすべて本件出納簿の

入金欄に記載され、かつ、使途状況についても、本件平成１０年分更正処分にお

いて原告が不法に領得したと認められたものを含む３９件の合計約１億４００

０万円が本件出納簿の出金欄に記載されている。これらをみると、平成１０年分

における原告の領得行為の手法は、①親の会の工事代金の支払を装って、原告が

本件寄附口口座から現金を引き出して領得すること、及び、②原告が親の会に金

員を貸し付けたように仮装して、その返済を装って本件寄附口口座から金員を引

き出して領得することであったことが容易に読み取れる。また、これらの手法の

使い分けについては、本件寄附口口座に十分な残高がある場合は、上記①の手法

により直ちに金員を領得し、本件寄附口口座に十分な現金がない場合には、上記

②の手法により、いったん親の会に対する架空貸付金を作出し、事後に本件寄附

口口座の残高が増加した際に、当該架空貸付金の返済を装って領得していたこと

がうかがえるというべきである。 

 本件出納簿には、別表８－２のとおり、平成１１年分において、本件寄附口口

座から引き出された金員は、振込料、手数料等少額な引出しを除くと、４４件の

合計約３６００万円であるが、これらの金員引出行為がすべて本件出納簿の入金

欄に記載され、かつ、使途状況についても、本件平成１１年分更正処分において

原告が不法に領得したと認められたものを含む４０件の合計約３６００万円が

本件出納簿の出金欄に記載されている。これらをみると、平成１１年分における

原告の領得行為の手法は、原告が親の会の負担すべき工事代金を立替払いしたと

して、原告から親の会に対する架空の貸付金を作出しておき、事後に、当該立替

金の返済を装い、本件寄附口口座から預金を引き出して領得するというものであ

ったことが容易に読み取れる。 

 本件出納簿には、別表８－３のとおり、平成１２年分において、本件寄附口口

座から引き出された金員は、振込料、手数料等少額な引出しを除くと、２９件の

合計約１８００万円であるが、これらの金員引出行為はすべて本件出納簿の入金

欄に記載され、かつ、使途状況についても、本件平成１２年分更正処分において

原告が不法に領得したと認められたものを含む２８件の合計約１７００万円が

本件出納簿の出金欄に記載されている。これらをみると、平成１２年分における

原告の領得行為の手法は、平成１１年分と同様、いったん原告から親の会に対す

る架空の貸付金を作出しておき、事後に、その返済を装い、本件寄附口口座の残

高状況を見ながら預金を引き出して領得するというものであったことが容易に

読み取れる。 

 本件出納簿には、別表８－４のとり、平成１３年分において、本件寄附口口座

から引き出された金員は、振込料、手数料等少額な引出しを除くと、１３件の合

計約１１００万円強であるが、そのうち１２件の合計１１００万円弱の金員引出

行為が本件出納簿の入金欄に記載され、かつ、使途状況についても、本件平成１

３年分更正処分において原告が不法に領得したと認められたものを含む１０件

の合計約１１００万円弱が本件出納簿の出金欄に記載されている。これらをみる
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と、平成１３年分における原告の領得行為の手法も、平成１１年分及び平成１２

年分と同様、いったん原告から親の会に対する架空の貸付金を作出しておき、事

後に、その返済を装い、本件寄附口口座の残高状況を見ながら預金を引き出して

領得するというものであったことが容易に読み取れる。 

(ウ) 以上の本件出納簿の外形及びその記載内容からすれば、①本件寄附口口座か

ら現実に引き出されている金員は、それが金融機関を通じた取引である以上架空

の出金とはいえない上、本件寄附口口座を管理していたのは原告であるから、原

告がそれらの金員を引き出したことは明らかであり、また、②上記により原告が

引き出した金員のほぼすべてが本件出納簿の「入金」欄に記載されており、さら

には、③本件出納簿の「入金」欄に記載された金員は、ほとんどすべて「出金」

欄に記載され、その使途先についても「摘要」欄に記載された上で、現実に費消

されたことが明らかである。 

 したがって、本件寄附口口座を管理し、その引出行為及び使途状況について本

件出納簿を作成した原告自身が、本件寄附口口座から現実に各金員を引き出し、

それらを取得し、又は費消していたことは明らかであるから、原告のそれらの取

得又は費消について、例えば、原告の親の会に対する正規の貸付金の返済として

の取得や、親の会が負担すべき正規の工事代金の支払に充てるなど、正当な目的

による取得又は費消であったと認められない限りは、それらは原告が不法に領得

したものであり、その限りにおいて、使途状況を表す「摘要」欄の記載は、原告

が自らの不法な領得行為を隠ぺいするためにした虚偽の記載であるというべき

である。 

 そして、原告の本件９０００万円手形の立替金の返済である旨の主張や親の会

が負担すべき正規の工事代金の支払である旨の主張は、後記争点２（被告の主張）

のとおり、破綻していることが明らかであるから、本件寄附口口座から引き出し

た金員のうち被告が原告の所得として認定した部分が、いずれも原告が不法に本

件寄附口口座から領得した金員であることは明らかというべきである。 

ウ 前記３(1)ア記載の所得又は架空の貸付金債権の発生の各事実については、以下

のとおり、本件出納簿の記載内容及び関係各証拠からこれを認めることができると

いうべきである。 

(ア) 平成１０年分について 

① 原告が、平成１０年８月３１日、本件寄附口口座に何ら振り込んでいないに

もかかわらず、本件寄附口会計の現金勘定に１９７１万８０００円を入金した

と仮装して、当該金額の貸付金債権を取得したとした事実について 

 原告自身、１９７１万８０００円の貸付けをしていない事実を認めている。

それにもかかわらず、本件出納簿には、同日、相手科目欄に「借入」とし、摘

要欄に「理事長より」、入金欄に「１９７１万８０００円」と記載があるので

あるから、原告は、同日、架空ではあるが、当該金額の貸付金債権を取得した

としたということができる。そして、この１９７１万８０００円の貸付金債権

について、別表７のとおりの充当関係により、原告は、平成１０年中にその返

済名目によって１４９万８４４１円を別途領得し、同１１年中にその返済名目
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によってその余の１８２１万９５５９円を別途取得していることから、上尾税

務署長は、平成１０年分の所得として１４９万８４４１円を計上し、平成１１

年分の所得としてその余の１８２１万９５５９円を計上したものであり、この

判断に誤りはない。 

② 原告が、平成１０年８月３１日、丁寄附分及び戊寄附分を取得した事実につ

いて 

 まず、丁寄附分及び及び戊寄附分が当初入金されたＨ銀行鴻巣支店のＢ名義

の口座は、Ｂの正規の口座ではなく、Ｂの寄附金台帳（乙８８）をみても記載

がなく、寄附金の受入れの手続がされていなかったということができるから、

同口座の金銭は、実質的には、親の会又は丁らに帰属すると解すべきである。 

 そして、丁寄附分及び戊寄附分に係る合計３００万円は、確かに平成１０年

１月に引き出されているものの、これを親の会又は丁らのために正規に支出し

た形跡はないから（むしろ後記のその後の金銭の流れをみると、少なくとも２

００万円は原告が自己のために費消したことが判明している。）、いずれにして

も、原告がこの３００万円を領得したことは明らかである。そして、その領得

時期については、原告が実際に上記３００万円を引き出したのは平成１０年１

月であり、同年８月３１日にＬに対する１０２９万円の「設備追加工事代金」

（乙１）の一部として支出した旨本件出納簿に記載したことが、単なるつじつ

ま合わせのための事後の証拠隠滅工作であったとしても、いずれにしても、原

告が平成１０年中に上記３００万円を領得したこと自体は間違いない。ただ、

上尾税務署長は、ここにおいては、原告がＬに対して１０２９万円の支払をし

たことを示す架空の領収証（乙１）を利用して領得した金額を特定したため、

１０２９万円から後記④の架空貸付金債権分３００万円を除いた７２９万円

の限度で所得と認定することとし、ここから原告が平成１０年８月３１日に本

件寄附口口座から引き出して領得した１５０万円と後記③の架空返済金３５

０万円を控除した２２９万円（丁寄附分及び戊寄附分の一部である。）を平成

１０年分の原告の所得と認定したものであるが、この点に誤りがないことは明

らかである。 

 なお、丁寄附分及び戊寄附分のその後の金銭の流れについては以下のとおり

である。 

 原告は、同１０年１月２６日に、Ｈ銀行鴻巣支店のＢ名義の口座（甲５５）

に入金されていた丁寄附分及び戊寄附分について全額払戻しを受け、同日中に、

その全額をＨ銀行鴻巣支店のＥ学園名義口座（乙５３）に入金し（Ｅ学園の総

勘定元帳（乙８９）上は、Ｅ学園が原告から借り入れたこととされている。）、

これを翌２７日に全額出金した後（上記元帳上は、Ｅ学園が原告に返済したこ

ととされている。）、翌２８日にＱ銀行鴻巣支店のＢ名義口座（乙９０）を開設

して新規としてその全額を入金し、同年３月１０日に全額を出金した後、同日

中にそのうち２００万円を原告名義でＢへ寄附した体裁を取り、これによって

原告は平成１０年分の所得税において寄附金控除を受けているのである。 

 このように、原告は、丁寄附分及び戊寄附分の合計３００万円について、最
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初に、正規ではないＢ名義口座に入金させた後、複数の口座を経由させて資金

の出所が発覚しないようにしつつ、途中で原告自身の資金であるかのような帳

簿操作をした上、最終的にはそのうち２００万円を原告自身による寄附という

体裁を取って寄附金控除を受けているのであり、残り１００万円についても領

得したことは明らかである。 

③ 原告が平成１０年８月３１日に本件寄附口会計の現金勘定において３５０

万円を返済したと仮装して、原告の本件寄附口口座からの借入れ債務のうち３

５０万円相当を返済したとした事実について 

 原告は、本件出納簿に記載されているとおり、平成１０年２月１６日に、本

件寄附口口座から５００万円の払戻しを受けた上、「理事長へ」の「貸付金」

との名目でこれを取得したのであるから、本件寄附口口座に対する５００万円

の貸付金返還債務を負担していたということができる。そして、原告自身が認

めているように、同年８月３１日に本件寄附口口座に３５０万円を返済した事

実はない。それにもかかわらず、本件出納簿の記載上、同日に「理事長貸付返

済」として、あたかも原告が本件寄附口口座に３５０万円を返済したかのよう

に装い、その３５０万円をＬに対する設備追加工事代金である１０２９万円の

一部として費消したかのように装うことによって、現実に当該３５０万円の貸

付金返還債務を免れたということができる。したがって、原告は、上記３５０

万円について不法な利益を得たということができる。 

 なお、現金の形をとった利得のみならず、現物給付、債務免除等の経済的利

益も課税の対象となると解すべきであるから、原告の上記のような不法な利益

も原告の所得に該当することは明らかである。 

④ 原告が平成１０年８月３１日に、本件寄附口口座に何ら振り込んでいないに

もかかわらず、本件寄附口会計の現金勘定に３００万円を入金したと仮装して、

同金額の貸付金債権を取得したとした事実について 

 原告自身、平成１０年８月３１日にＢに対し、本件寄附口口座に現金を振り

込む形その他の方法で３００万円を貸し付けた事実はないと認めている。 

 そして、本件出納簿には、同日、相手科目欄に「借入」とし、摘要欄に「理

事長より」、入金欄に「３００万円」との記載があることから、原告は、同日、

当該金額相当の架空の貸付金債権を取得したとしたということができる。そし

て、当該貸付金債権については、別表７のとおりの充当関係により、原告は平

成１２年中にその返済名目によって別途３００万円を領得したということが

できることから、上尾税務署長はこれを平成１２年分の所得として計上したも

のであり、この判断に誤りはない。 

⑤ 原告が、本件寄附口会計から平成１０年１２月１７日時点の現金残高７５万

３７６４円を取得した事実について 

 本件出納簿には、平成１０年１２月１０日時点において、残高が７５万３７

６４円存在する旨の記載があるところ、本件出納簿の「入金」欄は、本件寄附

口口座からの出金状況をそのまま反映させたものであり、同「入金」欄記載の

とおり原告が本件寄附口口座から現実に引き出して出金したものであるから、
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仮に、同日時点において上記の残高に相当する金銭が現金として保管されてい

なかったとしても、同額に相当する金銭は現実に原告が取得し、又は費消した

ものであることが明らかである。したがって、いずれにしても、同額相当の金

銭が平成１０年中に本件寄附口口座から出金され、かつ、原告が領得したもの

であることに変わりはない。このことは、原告自身、本件寄附口口座から出金

した金銭の使途状況について、つじつまを合わせるため、本件出納簿にあえて

平成１０年１２月２８日付けで架空工事代金として５８８万円という金額を

支出した旨記載していることからも裏付けられる。仮に、原告が、同日、同月

１０日時点で存在しているとされている現金残高７５万３７６４円相当の金

員について現実に取得し、又は費消していないのであれば、架空工事代金の金

額として、５８８万円ではなく、上記金額を控除した５１８万５０００円とす

れば足りたはずであるからである。 

⑥ 原告が平成１０年１２月２８日にＢに対し、本件寄附口口座に何ら振り込ん

でいないにもかかわらず、本件寄附口会計の現金勘定に４０万円を入金したと

仮装して、架空の当該金額相当の貸付金債権を取得したとした事実について 

 原告自身、４０万円を貸し付けていない事実を認めている。それにもかかわ

らず、本件出納簿には、同日、相手科目欄に「借入」とし、摘要欄に「理事長

より」、入金欄に「４０万円」と記載があることから、原告は、同日、架空の

当該金額相当の貸付金債権を取得したとしたということができる。そして、こ

の貸付金債権については、別表７のとおりの充当関係により、平成１２年中に

その返済名目によって別途４０万円を領得したということができることから、

上尾税務署長はこれを平成１２年分の所得として計上したものであり、この判

断に誤りはない。 

(イ) 平成１１年について 

① 原告が平成１１年１月７日にＢに対し、本件寄附口口座に何ら振り込んでい

ないにもかかわらず、本件寄附口会計の現金勘定に２４６万７５００円を入金

したと仮装して、架空の当該金額相当の貸付金債権を取得したとした事実につ

いて 

 原告自身、２４６万７５００円を貸し付けていない事実を認めている。それ

にもかかわらず、本件出納簿には、同日、相手科目欄に「借入」とし、摘要欄

に「理事長より」、入金欄に「２４６万７５００円」と記載があることから、

原告は、同日、架空の当該金額相当の貸付金債権を取得したとしたということ

ができる。そして、この２４６万７５００円の貸付金債権については、別表７

のとおりの充当関係により、平成１２年中に１３０万６１６２円を、平成１３

年中にその余の１１６万１３３８円をそれぞれその返済名目によって別途領

得したということができることから、上尾税務署長は、１３０万６１６２円を

平成１２年分の所得として、その余の１１６万１３３８円を平成１３年分の所

得として、それぞれ計上したものであり、この判断に誤りはない。 

② 原告が平成１１年３月１６日にＢに対し、本件寄附口口座に何ら振り込んで

いないにもかかわらず、本件寄附口会計の現金勘定に２００万円を入金したと
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仮装して、架空の当該金額相当の貸付金債権を取得したとした事実について 

 原告自身、２００万円を貸し付けていない事実を認めている。それにもかか

わらず、本件出納簿には、同日、相手科目欄に「借入」とし、摘要欄に「理事

長より」、入金欄に「２００万円」と記載があることから、原告は、同日、架

空の当該金額相当の貸付金債権を取得したとしたということができる。そして、

当該貸付金債権については、別表７のとおりの充当関係により、平成１３年中

にその返済名目によって別途２００万円を領得したということができるから、

上尾税務署長はこれを平成１３年分の所得として計上したものであり、この判

断に誤りはない。 

(ウ) 平成１２年について 

① 原告が平成１２年２月１７日に本件会費口口座から３４０万円の払戻しを

受けた上、本件寄附口会計の現金勘定の同月１６日時点の残高１５万６５５３

円のうちの１万２５００円と合わせて３４１万２５００円を取得した事実に

ついて 

 本件出納簿の記載によると、平成１２年２月１６日現在の残高であった１５

万６５５３円と、同月１７日に本件会費口口座から引き出した３４０万円を原

資として、翌１８日に３４１万２５００円が補修工事代金として出金処理がさ

れているところ、この補修工事及びこの工事代金支払に係る領収証（乙１２）

は架空のものであってこの支払はされていないのであるから、原告が上記３４

１万２５００円を補修工事代金名目で領得したものということができる。 

 原告は、３４１万２５００円のうち３４０万円について、親の会の決議に基

づき、本件会費口口座から直接Ｂを支援する趣旨で寄附されたものであり、本

件寄附口口座の金員とは関係がない旨主張する。 

 しかし、親の会の決議に基づいて本件会費口口座の資金がＢへ寄附されたの

であれば、Ｂにおいて寄附金として正規に受入れ処理をすべきところ、原告は、

そのような正規の処理をせず、本件出納簿の摘要欄に「親の会、会費会計より」

と記載して入金処理した上、親の会あての架空の領収証（乙１２）を利用し、

本件出納簿の摘要欄に「補修工事」と記載して出金処理をしたのであり、結局、

Ｂにおける受入れ及び出金の手続を何ら執ることなく費消しているのである

から、これがＢに対する正規の寄附行為と認められる余地はないというべきで

ある。 

 他方、実際の金銭の流れをみると、平成１２年２月１７日に、本件会費口口

座から直接３３９万９５８０円が原告名義のＨ銀行鴻巣支店の普通預金口座

（口座番号       。乙２１）に振り込まれているのである。 

 したがって、原告が、架空の保守工事代金の領収証を利用して、本件会費口

口座から直接自己名義の口座に振り込ませた３４０万円については、原告が不

法に領得したものということができる。 

 また、原告は、上記のその余の１万２５００円について、本件出納簿の理論

上の数字でしかない旨主張するが、前記(ア)⑤のとおり、本件出納簿の「入金」

欄は本件寄附口口座からの出金状況をそのまま反映させたものであり、同「入
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金」欄記載のとおり原告が本件寄附口口座から現実に引き出して出金したもの

であり、平成１２年２月１６日及び同月１７日の時点において、現金残高が１

５万６５５３円であると記載されている。したがって、仮に、各同日時点にお

いて、上記金額の現金が保管されていなかったとしても、同額に相当する金銭

は、現実に原告が取得し、又は費消したものであることは明らかである。した

がって、いずれにしても、同額相当の金銭が平成１２年中に本件寄附口口座か

ら出金され、かつ、原告が領得したものであることに変わりはなく、原告の上

記主張は失当である。 

 ただ、上尾税務署長は、ここにおいては、３４１万２５００円の架空の領収

証を利用して領得したと金額を特定したため、現金１５万６５５３円のうち１

万２５００円の限度で所得と認定することとしたものであり、この判断に誤り

はない。 

② 原告が平成１２年２月２８日にＢに対し、本件寄附口口座に何ら振り込んで

いないにもかかわらず、本件寄附会計の現金勘定に６３０万円を入金したと仮

装し、架空の当該金額相当の貸付金債権を取得したとした事実について 

 原告自身、６３０万円の貸付をしていない事実を認めている。それにもかか

わらず、本件出納簿には、同日、相手科目欄に「借入」とし、摘要欄に「理事

長より」、入金欄に「６３０万円」と記載があることから、原告は、同日、架

空の当該金額相当の貸付金債権を取得したとしたということができる。そして、

当該貸付金債権については、別表７のとおりの充当関係により、平成１３年中

にその返済名目によって別途６３０万円を領得したということができるから、

上尾税務署長はこれを平成１３年分の所得として計上したものであり、この判

断に誤りはない。 

③ 原告が、本件寄附口会計から平成１２年１０月１７日時点の現金残高２８万

４０５３円を取得した事実について 

 原告は、上記の２８万４０５３円について、本件出納簿の理論上の数字でし

かなく、現実には存在していないのであるから領得のしようがない旨主張する

が、前記(ア)⑤及び(ウ)①のとおり、本件出納簿の「入金」欄は本件寄附口口

座からの出金状況をそのまま反映させたものであり、同「入金」欄記載のとお

り原告が本件寄附口口座から現実に引き出して出金したものであり、平成１２

年１０月１６日の時点において、現金残高が２８万４０５３円である旨記載さ

れている。したがって、仮に、同日時点において上記金額の現金が保管されて

いなかったとしても、同額に相当する金銭は、現実に原告が取得し、又は費消

したものであることは明らかである。したがって、いずれにしても、同額相当

の金銭が平成１２年中に本件寄附口口座から出金され、かつ、原告が領得した

ものであることに変わりはなく、原告の上記主張は失当である。 

(2) 争点２－所得該当性の有無 

（原告の主張） 

ア 原告による本件９０００万円手形の振出しの経緯等 

(ア) 原告は、Ａ学園を開設した平成１０年４月当時、Ｏから、本件各工事業者ら
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に未払となっている工事代金が約１億２０００万円くらい存在すると聞かされ

た。Ｏは、原告に対し、未払となっている個々の具体的な工事内容や工事代金を

一切明らかにしなかったが、その支払方法として、約束手形の交付を迫った。原

告は、Ｏを父と慕い、全幅の信頼を寄せていたため、Ｏに本件各工事業者らから

工事代金の請求が来ているものと信じて疑わず、具体的な工事内容や見積り金額、

請求金額等を確認しなかった。 

(イ) 原告は、Ｏから１億円を超える未払工事代金を９０００万円に値切ったから、

額面総額９０００万円の約束手形を振り出すようにと言われ、平成１０年７月１

７日、埼玉県熊谷市内にあるファミリーレストラン「Ｒ」において、未払工事代

金の債権者の一人であるＮの代表者Ｓ（以下「Ｓ」という。）に対し、Ｏ立会い

の下、Ｂが負担すべき工事代金を本件各工事業者らに対して立替払するために、

本件９０００万円手形を振り出して交付した。 

 しかし、原告は、その２、３日後に、Ｏから、本件９０００万円手形を原告が

理事長を務めているＥ学園振出しの約束手形に額面総額７０００万円くらいで

良いから差し替えるようにと指示された。 

 そこで、原告は、平成１０年７月２１日、Ａ学園の事務室において、Ｓに対し、

Ｏ立会いの下、本件９０００万円手形の返還を受けるのと引換えに、Ｅ学園振出

しの額面総額７５００万円の手形７、８通（なお、甲２０の１及び２の額面３０

００万円の手形がこのときの１通である。）を振り出して交付した。また、原告

は、その後、額面総額１５００万円の手形数通を振り出した。さらにその後、原

告は、手形のジャンプをしたり、差し替えたりしながら、最終的に、Ｅ学園振出

しの額面総額９０６６万２４００円の約束手形１５通（甲９から２２まで。なお、

１５通のうちの１通は、手形交換所以外での決済につき書証としては提出されて

いない。以下「本件Ｅ学園手形」という。）として決済した。 

イ 原告は、本件Ｅ学園手形の各満期日までに、個人で資金を調達してＥ学園名義の

手形決済の当座預金口座（以下「手形決済口座」という。）に入金して、本件Ｅ学

園手形を順次決済し、もって、Ｂに対し、順次、手形決済口座入金額相当の金員を

貸し付けた。 

 原告が本件Ｅ学園手形の決済のために手形決済口座に入金した日及び金額は、以

下のとおりであり、それぞれの資金の原資を原告が捻出した方法は、別紙「約束手

形決済原資調査表」のとおりである。原告が、手形決済口座に入金した日が当該手

形決済資金のＢへの貸付日に当たり、原告のＢに対する貸付金総額は、９１２３万

円である（以下、当該貸付を「本件９０００万円手形決済資金貸付け」という。）。 

(ア) 平成１０年において 合計５９８３万円 

① １１月１６日 ５００万円 

② １１月２４日 ５００万円 

③ １１月２４日 ５００万円 

④ １１月３０日 ４８３万円 

⑤ １２月１８日 ３０００万円 

⑥ １２月２１日 ５００万円 
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⑦ １２月２１日 ５００万円 

 ただし、⑦は、原告が取立人（振出先）Ｎから額面金額５００万円で買い戻

したので、手形決済口座には入金していないものである。 

(イ)平成１１年において 合計３１４０万円 

① １月１１日 ２００万円 

② １月２５日 ５００万円 

③ ３月１０日 ４００万円 

④ ４月６日 ４８３万円 

⑤ ５月６日 ５４６万円 

⑥ ５月３１日 ５０４万円 

⑦ ７月２１日 ５０７万円 

ウ 原告のＢに対する貸付けは、本件９０００万円手形決済資金貸付けのほかに、以

下のものがある。 

(ア) 原告は、平成１０年７月８日、Ｂに対し、本件寄附口口座に入金する方法で

本件１３００万円貸付けをした。 

 本件１３００万円貸付けの原資は、原告の実母所有の土地を担保として、原告

がＫ銀行鴻巣支店から借り入れたものであり、原告は、本件１３００万円貸付け

の条件として、Ｋ銀行鴻巣支店の銀行ローンに必要な担保設定等の諸費用及び銀

行ローン返済金（以下「本件ローン返済金」という。）について本件寄附口口座

の負担とすることとした。 

(イ) 原告は、平成１０年７月２９日、Ｂに対し、本件寄附口口座に払い込む方法

で３５７万円を貸し付けた。 

(ウ) 原告は、平成１１年６月１０日ころ、Ｎに対し、Ｂの支払うべき未払工事代

金３５０万円を立替払し、同日、Ｂに対し、上記工事代金相当額を貸し付けた。 

(エ) 原告は、Ｏに対して交付した額面１００万円の約束手形４通を、平成１１年

１０月２０日、原告が調達した４００万円によって決済した。したがって、原告

は、同日、Ｂに対し、当該手形決済資金相当額を貸し付けたものである。 

エ 原告は、Ｂに対し、前記イ及びウのとおり貸し付けた金員について、本件寄附口

口座における寄附金の入金状況に応じ、数回に分けて適宜返済を受けることとした。 

 原告は、実際に、平成１０年から同１３年までの間に、本件寄附口口座から、前

記前提事実(2)ウのとおりの出金年月日に当該金額の金員を払い戻し、以下に特記

したもの以外は、いずれも当該金員を原告のＢに対する前記イ及びウの貸付金の返

済として受領した。 

 したがって、原告にはいずれの払戻しに係る金員についても利得が生じていない

のであるから、いずれも原告の所得に該当しないというべきである。 

(ア) 平成１０年において 

① ６月２２日 ２２万５７５０円 

 前記ウ(ア)のとおりであり、原告は、本件１３００万円貸付けに当たり、当

該貸付金を原告がＫ銀行鴻巣支店から借り入れる際に要する担保設定等の諸

費用及び本件ローン返済金につき、本件寄附口口座の負担とすることとしたの
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で、上記金員を払い戻して、担保設定等の諸費用に充てた。 

② １０月２日 ２２万５３９７円 

 ただし、上記金員は、本件ローン返済金に充てられたものである。 

③ １０月２１日 ４５万０７９４円 

 ただし、上記金員は、本件ローン返済金２箇月分に充てられたものである。 

(イ) 平成１１年において 

① １月５日 ４５万０７９４円 

② １月７日 ５２万５０００円 

③ １月２９日 ４５万０７９４円 

④ ３月１２日 ２２万５３８３円 

⑤ ４月６日 ２３万円 

⑥ ６月２２日 ２３万５０００円 

⑦ ７月１９日 ２１万円 

⑧ ８月５日 ２４万円 

⑨ １０月１２日 ２１万円 

⑩ １０月２７日 ２３万円 

⑪ １２月７日 ２３万５０００円 

⑫ １２月２１日 ２３万５０００円 

 ただし、上記①から⑫までの各金員は、いずれも本件ローン返済金に充てら

れたものである。 

⑬ １月７日 ９万５１５０円 

⑭ ３月１２日 ９万４５２０円 

 ただし、上記⑬及び⑭の各金員は、いずれも自動車保険料の支払に充てられ

たものである。 

⑮ ３月１０日 ２９７万５０００円 

 ただし、原告は、これに先立ち、Ｏに対し、農圃場新設工事代金として、Ｅ

学園振出しの額面４００万円の小切手を交付し、これを支払った。上記金員は、

この４００万円の小切手による立替払の返済として受領した。 

⑯ ６月２日 ４２０万円 

 上記金員が、本件Ｊ口座を経由し、同日中に、原告名義の普通預金口座に移

し替えられた事実は、認める。 

 ただし、上記金員のうち４００万円は、Ｏの指示によって額面１００万円の

Ｅ学園振出しの約束手形４通（甲４５から４８まで）として、施設内補修工事

代金の支払のために、Ｏに交付され、上記手形４通のうち３通（額面総額３０

０万円）は、Ｎへの工事代金の支払に充てられた（甲４９）。また、上記金員

のうちのその余の２０万円は、原告の本件寄附口口座に対する前記イ及びウの

貸付金に対する返済として受領した。 

⑰ ６月４日 ３６７万５０００円 

 上記金員が、本件Ｊ口座を経由し、同日中に、原告名義の普通預金口座に移

し替えられた事実は、認める。 
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 ただし、上記金員のうち３５０万円は、Ｏの指示によって、平成１１年６月

１０日、Ｎに対し、原告名義で上記焼却炉、フェンス、ワイヤー工事代金とし

て送金された。また、上記金員のうちその余の１７万５０００円は、原告の本

件寄附口口座に対する前記(ウ)及び(エ)の貸付金に対する返済として受領し

た。 

(ウ) 平成１２年において 

① １月１９日 １８万９０００円 

② ２月２日 １２万０７５０円 

③ ２月１７日 ２４万円 

④ ４月１７日 １７万円 

⑤ ４月１８日 ６万円 

⑥ ４月２７日 ２６万円 

⑦ ５月１９日 ５６万７５００円 

⑧ ５月２６日 １２万円 

⑨ ６月１５日 １０万円 

⑩ ７月４日 １８万円 

⑪ ８月３１日 １５万７５００円 

⑫ ９月１１日 １０万５０００円 

⑬ １０月５日 １０万５０００円 

⑭ １１日１３日 円２７万円 

⑮ １２月１８日 ２１万円 

 以上の①から⑮までの各金員は、いずれも本件ローン返済金に充てられたも

のである。 

(エ) 平成１３年において 

① １月１５日 ２３万円 

② ２月１５日 １５万円 

③ ２月２１日 ５２万５０００円 

 以上の①から③までの各金員は、いずれも本件ローン返済金に充てられたも

のである。 

オ 原告は、後日、別件刑事事件の裁判記録を精査した結果、Ｓが、Ｂ設立時から、

Ａ学園の施設建設工事にかこつけて、架空工事代金、水増し工事代金などをＢに請

求して不法な利益を得ることをＯと共謀していた事実を知った。しかも、ＯとＳは、

実際に、共謀の上、架空工事代金や水増し工事代金を請求して、膨大な金額を詐取

していた。 

 原告が調査したところ、①Ａ学園は平成１０年４月に開設されたが、その前後の

時期に、Ａ学園の施設等の工事代金はすべて、その工事業者らに支払済みであった

こと、②Ｏが同年７月に原告に説明したＮを含む本件工事業者らに対する約１億２

０００万円の未払工事代金などというものは、既に当時存在していなかったもので

あること、③原告がＳに対して本件９０００万円手形を振り出し交付した平成１０

年７月には、未払工事代金など既に存在しなかったことが判明した。 
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 原告は、本件９０００万円手形を、Ａ学園の未払工事代金の支払のために振り出

して、Ｓに対して交付したものであり、その後、平成１０年から同１３年にかけて、

順次手形ジャンプや手形書替えを繰り返し、最終的に本件Ｅ学園手形として決済し

たものであるが、本件９０００万円手形による支払は、すべてＯ及びＳの共謀によ

る架空請求に対する支払であったことが判明した。 

 そうすると、原告は、本来、Ｂが支払うべき工事代金の支払のためと信じ、本件

９０００万円手形を振り出し、交付した上、資金を調達して前記イのとおり決済を

したのであるから、原告が捻出した本件９０００万円手形の手形決済資金は、原告

のＢに対する貸付金と構成されるべきであり、最終的には、Ｂが工事代金名下に、

ＯとＳの共謀による詐欺の被害にあったということになるのである。 

（被告の主張） 

ア 原告は、本件寄附口口座から金員を払い戻した行為に関し、当初、①本件寄附口

口座から払戻しを受けた金員は、すべて本件各工事の工事代金として本件各工事業

者らに支払われたものである、仮に、本件各工事業者らによる工事代金の請求が架

空工事に基づくもの又は水増しされた工事代金であったとしても、原告自身は、本

件各工事業者らからの工事代金の請求が正当なものであると信じて現実に支払を

したものである旨主張していたにもかかわらず、その後、一転して、②原告は、本

来、親の会が負担すべき各工事代金を、親の会に代わり、本件９０００万円手形を

振り出し、最終的には本件Ｅ学園手形を振り出してこれらを決済することにより、

親の会に代わり上記手形決済資金を立替払したのであるから、親の会に対して上記

手形決済資金相当額の求償債権を有するところ、本件寄附口口座から寄附金の残高

に応じて随時金員の払戻しを受けて、これを上記求償債権の返済として受領してい

たにすぎないのであるから、払戻しに係る金員の受領は、いずれも所得には該当し

ない旨主張した。しかも、その後さらに、原告は、③本件寄附口口座の金員がＢに

帰属するものであったとして、原告が本件９０００万円手形、最終的には本件Ｅ学

園手形を決済することにより立替払をしたのは、本来、Ｂが負担すべき工事代金で

あったから、Ｂが当該手形決済資金を用意すべきであったのに、これをすることが

できなかったため、原告がＢに代わって資金を調達した上、手形決済口座に入金し

たものであり、したがって、原告はＢに対して上記手形決済資金相当額の立替金求

償債権を有するところ、本件寄附口口座から寄附金の残高に応じて随時金員の払戻

しを受け、これを上記求償債権の返済として受領していたにすぎないのであるから、

払戻しに係る金員の受領は、いずれも所得には該当しない旨主張するに至った。 

 以上のような原告の主張の短期間における変遷には、合理的な理由がおよそ見い

だし難いだけでなく、その核心部分において看過し難い重大な矛盾が存在する主張

を自ら行っているということ自体、その主張の理由が乏しいことを如実に示すもの

であるというべきである。また、原告は、上記②の主張から上記③の主張に変えた

のは、別件刑事判決に従ったまでである旨主張するが、原告が上記②の主張をして

いた時点で既に別件刑事判決は確定していたのであるから、上記②の主張から上記

③の主張への変遷には合理的理由がなく、場当たり的なものであって、その主張は

到底信用することができないというべきである。 
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 しかも、原告は、上記①の主張との関係で、仮に工事代金の支払が架空又は水増

し工事に関係するものであれば、原告が詐欺の被害者の立場にあるとも主張し、実

際に、埼玉県警察本部鴻巣警察署長に対し、Ｏを被告訴人とする詐欺罪の告訴状（乙

２８）を提出しているところ、仮に、原告が真実の工事代金ではなかったにもかか

わらず、Ｏ等から騙されて本件各工事に係る本件各領収証等に基づきその支払を行

ったというのであれば、原告の意思いかんにかかわらず、客観的にみて、原告が親

の会又はＢの負担すべき債務を代わりに支払ったという関係にはないから、原告が

親の会又はＢに対して立替金の求償債権を取得することはなく、また、上記②及び

③の主張との関係においても、原告が本件９０００万円手形を振り出した時点にお

いて、既に、ＢにはＡ学園の施設等の工事に関し未払工事代金はなかったと原告自

らが主張しているのであるから、本件９０００万円手形が最終的に本件Ｅ学園手形

となって振り出され、その手形決済資金を原告自身が捻出したものであるとしても、

原告の意思いかんにかかわらず、客観的にみて、原告が親の会又はＢの負担すべき

債務を代わりに支払ったという関係にはないから、原告が親の会又はＢに対して立

替金の求償債権を取得することはない。 

 したがって、原告が本件寄附口口座から引き出して取得した金員が立替金ないし

本件９０００万円手形決済資金貸付に対する返済であると評価する余地はないの

であるから、これが原告の所得に該当することは当然というべきである。 

イ 原告は、Ｂが負担すべき工事代金の支払のために本件９０００万円手形を振り出

したが、その後、これと引換えにＥ学園の約束手形７、８通を振り出し、さらに、

手形ジャンプや手形書換えを経て、本件Ｅ学園手形を振り出したものである、この

手形決済資金は、本来Ｂが用意すべきところ、原告が調達して決済したのであるか

ら、原告がＢに対し当該手形決済資金を貸し付けたことになる（本件９０００万円

手形決済資金貸付け）旨主張する。 

 しかしながら、本件Ｅ学園手形は、Ｅ学園自身が割引による資金調達の目的で振

り出した約束手形であることが明らかであり、また、当該手形決済資金が原告自身

の調達した資金であるということができないことも明らかである。 

 したがって、いずれにしても、原告がＢないし親の会に対して約９０００万円も

の立替金債権を取得する理由はないのであるから、原告が随時本件寄附口口座から

払戻しを受けては領得していた金員は、いずれも原告の所得に該当することは明ら

かというべきである。 

ウ(ア) 原告が、親の会又はＢに対し、前記(2)（原告の主張）ウ(ア)の貸付け（本

件１３００万円貸付け）を行ったことは認めるが、親の会又はＢが、Ｋ銀行鴻巣

支店の銀行ローンに必要な担保設定等の諸費用及び本件ローン返済金を負担す

る義務を負うことは否認する。 

(イ) 前記(2)（原告の主張）ウ(イ)の貸付、すなわち、原告が平成１０年７月２

９日に本件寄附口口座に３５７万円を振り込む方法により、親の会又はＢに対し、

当該金員を貸し付けた事実は否認する。 

 上記の貸付けに係る原資については、別表９のとおりである。すなわち、原告

の交際相手であったＴ（以下「Ｔ」という。）が代表取締役となっているものの、
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原告の指示により設立された実体のないペーパー会社であるＵという会社が存

在し、Ｔは、原告の指示に従い、随時、Ｕ名義のＨ銀行（現在のＨ銀行。以下同

じ。）小松川支店の普通預金口座（以下「Ｕ口座」という。乙４９）等への入出

金や振込手続を行っていたものであるところ、確かに、原告の上記主張のとおり、

平成１０年７月２９日に本件寄附口口座に３５７万円が入金されているが、同金

員の原資は、本件寄附口口座の通帳及び本件出納簿によると、同月２４日に、親

の会が「ロゴデザイン・ベッド残金」をＵに対して支払ったという名目で、本件

寄附口口座から３５７万円を出金した上で、原告が実質的に支配するペーパー会

社であるＵ口座に３５７万円を振り込んだ後、同日中にＵ口座から出金した現金

３５５万円であるということができるから、上記の貸付金と称する３５７万円の

ほとんどである３５５万円は、そもそも本件寄附口口座からＵ口座を介して本件

寄附口口座に環流されただけであり、このような資金移動操作をもって、原告が

３５７万円を親の会又はＢに貸し付けたなどという原告の主張は明らかに失当

である。 

 この点に関して更に言えば、Ｅ学園の総勘定元帳（乙５８）には、「甲短期借

入金」勘定において、Ｅ学園が平成１０年７月２４日付けでＣ幼稚園へ１８５万

円及びＤ幼稚園に２０３万９０００円の合計３８８万９０００円を貸し付け、同

月２９日付けでＣ幼稚園から１３５万円及びＤ幼稚園から２２０万円の合計３

５５万円の返済を受けた旨記載されているが、その実態は、前記のとおりであり、

単なるＵというペーパー会社を介した金員の環流にほかならないから、上記総勘

定元帳の記載も、その実体を隠匿するための虚偽記載であることが明らかである。 

(ウ) 原告が、親の会又はＢに対し、前記(2)（原告の主張）ウ(ウ)及び(エ)の各

貸付けをした事実をいずれも否認する。 

(エ) 原告が平成１１年４月１９日に本件寄附口口座に５０万円を振り込む方法

により当該金員を貸し付けたこと（以下「本件５０万円貸付け」という。）は認

める。 

エ 以上のとおりであるから、原告が本件寄附口口座から払戻しを受けて取得した金

員は、本件１３００万円貸付け及び本件５０万円貸付けに対する返済として受領し

たものを除き、弁済として充当すべき貸付金債権が存在せず、原告の所得に該当す

るものというべきである。 

オ 原告が、本件寄附口口座から払戻しを受けた金員について親の会又はＢが負担す

べき債務の支払に充てた旨主張するものについても、以下のとおりであり、いずれ

も親の会又はＢが支払義務を負う債務であるということはできないから、本件寄附

口口座からこれらを支出する根拠はなく、正当な費消であるとはいい難い。したが

って、たとえ原告が本件寄附口口座から払戻しを受けた当該金員を原告の主張する

とおりの支払に充てたとしても、各金員は原告が利得したというべきものであり、

原告の所得に該当するというべきである。 

(ア) 平成１０年６月２２日に本件寄附口口座から払い戻された２２万５７５０

円について 

 たとえ、原告が本件寄附口口座又は親の会に対し、本件１３００万円貸付けを
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した事実があったとしても、原告自身がその原資を銀行から借り入れるに当たり

負担した担保設定等の諸費用まで、親の会又はＢが負担すべきであるとする根拠

は全く不明であり、上記金員が原告の利得であることは明らかである。 

(イ) (a)平成１０年中に本件寄附口口座から払い戻された①１０月２日の２２万

５３９７円及び②同月２１日の４５万０７９４円、(b)平成１１年中に本件寄附

口口座から払い戻された①１月５日の４５万０７９４円、②同月７日の５２万５

０００円、③同月２９日の４５万０７９４円、④３月１２日の２２万５３８３円、

⑤４月６日の２３万円、⑥６月２２日の２３万５０００円、⑦７月１９日の２１

万円、⑧８月５日の２４万円、⑨１０月１２日の２１万円、⑩同月２７日の２３

万円、⑪１２月７日の２３万５０００円及び⑫同月２１日の２３万５０００円、

(c)平成１２年中に本件寄附口口座から払い戻された①１月１９日の１８万９０

００円、②２月２日の１２万０７５０円、③同月１７日の２４万円、④４月１７

日の１７万円、⑤同月１８日の６万円、⑥同月２７日の２６万円、⑦５月１９日

の５６万７５００円、⑧同月２６日の１２万円、⑨６月１５日の１０万円、⑩７

月４日の１８万円、⑪８月３１日の１５万７５００円、⑫９月１１日の１０万５

０００円、⑬１０月５日の１０万５０００円、⑭１１月１３日の２７万円及び⑮

１２月１８日の２１万円、(d)平成１３年中に本件寄附口口座から払い戻された

①１月１５日の２３万円、②２月１５日の１５万円及び③同月２１日の５２万５

０００円について 

 被告は、本件１３００万円貸付けに対する返済に相当する部分については、原

告の言い分を認めて既に課税対象から除外している。したがって、それを超える

部分については、原告が本件寄附口口座又は親の会から取得した金銭を、本件１

３００万円貸付けの返済と解する余地はなく、また、本件１３００万円貸付けの

返済以外にその貸付金に係る原資を原告が銀行から借り入れたことによる本件

ローン返済金まで、親の会又はＢが負担すべきとする理由は見いだし難い。結局、

原告が本件ローン返済金に充てたとする上記各金員は、いずれも、原告が利得し

たというべきものであり、原告の所得に該当する。 

(ウ) 平成１１年１月７日の９万５１５０円及び同年３月１２日の９万４５２０

円について 

 上記各金員が自動車保険料の支払に充てられたとの的確な証拠がないばかり

か、仮に、自動車保険料であるとしても、当該自動車が果たして誰の所有するど

の自動車であるのか、それがいかなる理由で親の会又はＢが保険料を負担しなけ

ればならないものであるのか全く不明であるから、主張自体失当である。 

 上記各金員は、いずれも、原告が利得したというべきものであり、原告の所得

に該当する。 

(エ) 平成１１年３月１０日の２９７万５０００円について 

 原告がＯに対して農圃場新設工事代金として、Ｅ学園振出しの額面４００万円

の小切手を交付し、これを支払ったので、上記金員を、この４００万円の小切手

による立替払の返済として受領した旨の主張は、何ら的確な証拠に基づくもので

はない上、仮に原告が額面４００万円のＥ学園振出名義の小切手をＯに交付した
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のだと仮定しても、それが果たして、実際の工事代金の支払につながったか否か

も不明である上、Ｅ学園振出名義の小切手を交付することによって、いかなる理

由で原告自身が親の会又はＢに対して立替金債権を取得することになるのかも

不明であり、さらには、４００万円と２９７万５０００円とで金額が全く異なる

理由も不明である。このように原告の主張は、その内容自体が不合理である上、

何ら的確な証拠に裏付けられたものではなく、失当である。 

 上記各金員は、原告が利得したというべきものであり、原告の所得に該当する。 

(オ) 平成１１年６月２日の４２０万円について 

 原告が、Ｊ社を取引先とする工事代金との名目の下で、本件寄附口口座から原

告自身が管理している本件Ｊ口座を一時的に経由しただけで、原告名義の銀行口

座にほぼ全額を移し替えるという不可解な行動を取ったことに加え、Ｊ社は、平

成８年６月１日付けで解散した法人で実体がなかったのであるから（乙１８、５

１）、上記工事は明らかに架空工事であるところ、原告は、本件出納簿にも、そ

の支出名目として、「施設内補修工事」と虚偽の記載をするなどしていたのであ

るから、これらのことからすれば、原告が上記４２０万円を不法に領得したこと

は明らかというべきである。この点については、別件刑事判決においても、原告

が、平成１１年６月２日、乙名義の普通預金口座に入金された寄附金のうち４２

０万円を、ほしいままに、自己の用途に充てる目的で、自己が管理する本件Ｊ口

座に振込入金して横領したと認定されているから、原告の上記主張は到底採用の

余地はない。 

 また、原告がＡ学園の工事代金の支払として額面１００万円の手形４枚をＮに

交付したことを証する証拠として提出しようとする甲４５ないし４９からは、平

成１１年６月１６日振出しの約束手形４枚（ＡＡ●●０１０、ＡＡ●●０１１、

ＡＡ●●の１、ＡＡ●●０１３３。いずれも支払期日は、同年１０月２０日）の

受取人がいずれもＯ（Ｏのこと）とされていたこと、そのうち３枚（上記ＡＡ●

●０１０９を除く額面合計３００万円）については、Ｓ作成の別件民事訴訟にお

ける答弁書において、Ｎが農場造成工事代金として受領したことを認めているの

みであって、このように金額も合計３００万円と異なっている上、上記４２０万

円と当該３００万円との関連性を示す何らの証拠もないのであるから、これが上

記４２０万円のうちの４００万円を原告名義口座に入金させたことといかなる

関係があるのか全く不明であり、これらの書証とＳ供述があるからといって、原

告が上記４２０万円を農場造成工事代金としてＮに支払ったとは到底言うこと

ができない。 

 上記４２０万円のうちの２０万円について、原告が本件９０００万円手形決済

資金貸付けに対する返済であるとするのか、それとも、本件１３００万円貸付け

に対する返済であるとするのかは、判然としない。しかし、いずれにしても理由

がないことは既に述べたとおりである。 

 以上のとおりであり、上記金員は、原告が利得したというべきものであり、原

告の所得に該当する。 

(カ) 平成１１年６月４日の３６７万５０００円について 
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 上記金員も、工事代金の支払に充てられたものではないにもかかわらず、原告

は本件出納簿にその支払に充てられた旨の記載をするなどしていたのであり、原

告自身が自己の用途に充てる目的で横領したものであることは別件刑事判決か

らして明らかであるから、原告の所得に該当することに疑いはない。しかも、上

記金員のうち３５０万円を原告がＮに送金したことを証明する的確な証拠がな

い上、仮に、親の会又はＢが負担すべき工事代金があったのであれば、それを原

告名義でＮに支払うことは考え難いというべきである。また、上記金員のうち１

７万５０００円を原告の本件寄附口口座に対する貸付金への返済と認めること

ができないのは、前記(オ)と同様である。 

 以上のとおりであり、上記金員は、原告が利得したというべきものであり、原

告の所得に該当する。 

(3) 争点３－事実の隠ぺい又は仮装行為の存否 

（原告の主張） 

ア 原告が本件各領収証等を偽造したという事実は否認する。 

 本件各領収証等や本件各工事の工事内訳書等の書類は、Ｏが作成し、何も知らな

い原告に交付したものである。このことは、別件刑事事件におけるＯの供述によっ

ても裏付けられる。 

イ 原告が本件各領収証等を入手した経緯及び本件出納簿を作成した経緯等は、前記

(1)（原告の主張）イのとおりである。 

 本件各工事の工事内訳明細書及び本件各領収証等は、虚偽のものであったが、原

告は、当時、そのことを知らず、いずれも真正なものと信じていたものであり、そ

うであるからこそ、乙会長らに対しても、正しいものと信じていた本件各領収証等

及び本件出納簿を示して、本件寄附口口座から払戻しを受けた金銭は、適正に本件

各工事業者らの支払に充てられている旨説明したのである。原告は、これらの書類

の作成に一切関与していない。 

 また、前記(2)（原告の主張）オのとおり、原告は、後日、別件刑事事件の裁判

記録を精査した結果、初めて、Ｏ及びＳがＡ学園の施設建設工事にかこつけて、架

空工事代金、水増し工事代金などをＢに請求して不法な利益を得ることを共謀し、

実際に、架空工事代金や水増し工事代金を請求して、膨大な金額を詐取したこと、

原告がＳに対して本件９０００万円手形を振り出し交付した平成１０年７月には、

未払工事代金などはもはや存在しなかったことを知ったものである。 

ウ 以上のとおりであり、本件各工事は、確かに実体のないものであったが、原告は、

それを知らなかったものであり、本件各領収証等の作成にも一切関与していないの

であるから、本件各確定申告書の提出に当たり、原告が事実の隠ぺい又は仮装の行

為をしたということはできないというべきである。 

（被告の主張） 

ア 本件各工事は、いずれも取引自体が全く存在しないか、又は、実際の工事に仮託

したものであり、いずれも本件各工事業者らが実際に工事代金を受領していないこ

とは明らかであり、また、その一部は、原告の個人名義の口座に流入している。し

たがって、原告が本件各工事に基づく工事代金の支払であるかのごとく装い、自己
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の管理する本件寄附口口座の金員を不法に領得して利得していたことは明らかで

ある。 

イ 本件寄附口口座の入出金状況や本件各工事業者らの記録や供述等からすれば、原

告が、本件各工事の工事代金の支払名目で本件寄附口口座の金員を不正に領得して

いたことは明らかであるが、これを裏付けるものとして、本件各領収証等の筆跡が

原告のものと酷似している事実を挙げることができる。すなわち、原告から提示さ

れた本件各工事に係る書類のうち、Ｌ及びＭの領収証（乙１、３から８まで、１２

から１５まで）並びにＮの請負契約書（乙９の２）に記載された筆跡と、原告が作

成した平成１４年３月１８日付け「Ａ学園元親の会会長乙様」と題する書類（乙２

６）に記載された筆跡とは、それぞれに共通する「Ａ学園」や「親の会」等の文字

の筆跡が酷似しており、原告自身がこれらの架空領収書等を作成した可能性が極め

て高いということができる。 

ウ 以上のとおりであるから、原告は、本件各確定申告において、Ａ学園の施設等に

係る本件各工事の工事代金の支払名目で不正に領得した金員を、本件各工事業者ら

に支払ったものと仮装して、自己に帰属すべき所得を隠ぺいし、過少に申告してい

たものということができる。このような原告の行為は、通則法６８条１項に規定す

る「国税の課税標準等又は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠

ぺいし、又は仮装し、その隠ぺいし、又は仮装したところに基づき納税申告書を提

出していたとき」に該当するというべきである。 

第３ 争点に対する当裁判所の判断 

１ 争点１（所得又は仮装貸付金債権の発生の有無等）について 

(1) 被告は、原告が、前記第２の３（争点）(1)アのとおり、本件寄附口口座から払戻

しを受けた金員を原資とするもの以外について、所得又は架空の貸付金債権の発生の

有無を争うことにつき、時機に後れた攻撃防御方法である旨主張する。 

 そこで検討するに、確かに、本件訴訟においては、主たる争点を、原告が本件寄附

口口座から引き出した金員をすべて受領したことを前提として、それが原告のＢに対

する貸付金債権の返済として受領したということができるか否かであると整理した

上で、原告が主張する原告のＢに対する貸付金債権（本件９０００万円手形決済資金

貸付け）の発生原因事実の主張立証を中心として審理を重ねたものである（なお、平

成１８年１１月１７日の第３回口頭弁論期日で陳述した原告の準備書面(1)において

は、原告は、原告の親の会に対する貸付金債権への返済である旨主張していたが、同

１９年３月２３日の第５回口頭弁論期日で陳述した原告の準備書面(3)において、本

件寄附口口座の帰属主体を親の会からＢに主張を変更し、これに伴い原告のＢに対す

る貸付金債権への返済である旨主張を変更したものである。）。 

 しかしながら、原告は、平成１９年３月２３日の第５回弁論期日において、準備書

面(3)によって、前記第２の３（争点）(1)アに記載された所得又は架空の貸付金債権

の発生の各事実についてこれを否認し、反論をしていたところ、さらに、同年１１月

２７日の第９回弁論期日において、準備書面(6)により、この反論を詳細にしたにす

ぎないということができるから、時機に後れた攻撃防御方法ということはできないと

いうべきである。 

【判示(1)】 
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 もっとも、原告が平成１２年２月１７日に本件会費口口座から引き出された３４０

万円を取得した事実（前記第２の３(1)アの各事実のうち、平成１２年における①の

一部）については、原告は、準備書面(3)において、これを認めた上、原告のＢに対

する貸金の返済として受領した旨主張していたものであるから、準備書面(6)におい

て、この受領自体を否認することは、自白の撤回に当たり、許されないというべきで

ある。また、後記争点２に関するものであるが、原告が平成１１年６月２日に本件寄

附口口座から４２０万円の払戻しを受けてこれを受領した事実及び同月４日に本件

寄附口口座から３６７万５０００円の払戻しを受けてこれを受領した事実について

も、同様に、原告は、準備書面(3)において、いずれも認めた上で、これらを原告の

Ｂに対する貸金の返済として受領した旨主張していたものであるから、準備書面(6)

において、上記４２０万円のうち４００万円について受領自体を否認し、また、上記

３６７万５０００円のうち３５０万円について受領自体を否認することも、自白の撤

回に当たり、許されないというべきである。 

 したがって、争点１については、前記第２の３（争点）(1)アの各事実のうち、原

告が平成１２年２月１７日に本件会費口口座から引き出された３４０万円を取得し

た事実（平成１２年における①の一部）以外のものについて、以下、更に検討を進め

ることとする。 

(2)原告は本件出納簿の証明力について疑義がある旨主張するので、まず、この点につ

いて検討する。 

ア 原告が本件寄附口口座の通帳及び印鑑を保管し、本件寄附口口座の払戻し等の出

納管理を行っていたこと、本件出納簿は原告が作成したものであること及び前記前

提事実(2)ウのとおり原告が本件寄附口口座から払戻しを受けたことは、当事者間

に争いがない。また、本件出納簿の外形をみるに、証拠（乙１７）によると、本件

出納簿の「入金」欄には、主に本件寄附口口座から原告が引き出した金額が記載さ

れ、他方、その「出金」欄には、使途を「摘要」欄に簡潔に記載した上で原告が使

用した金額が記載されており、本件寄附口会計の現金出納を示すために原告が作成

した帳簿であることを認めることができる。そして、証拠（乙２、１７）によると、

本件寄附口口座の取引履歴は、それが金融機関を通じた取引である以上、当該通帳

に正確に記載されていると考えられるところ、本件出納簿には、本件寄附口口座か

らの払戻しに係る金員が振込料や手数料等の少額な払戻しを除き、すべて「入金」

欄に記載されていると認めることができる上、本件出納簿の具体的な記載内容は、

別表８－１から８－４までのとおりであると認めることができる。すなわち、本件

出納簿には、①平成１０年分において、本件寄附口口座から引き出された金員は、

振込料、手数料等少額な引出しを除くと、４３件の合計約１億４０００万円に上る

が、これらの金員引出行為がすべて本件出納簿の入金欄に記載され、かつ、使途状

況についても、本件平成１０年分更正処分において、原告が不法に領得したと認定

されたものを含む３９件の合計約１億４０００万円が本件出納簿の出金欄に記載

されていること、②平成１１年分において、本件寄附口口座から引き出された金員

は、振込料、手数料等少額な引出しを除くと、４４件の合計約３６００万円である

が、これらの金員引出行為がすべて本件出納簿の入金欄に記載され、かつ、使途状

【判示(2)】 
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況についても、本件平成１１年分更正処分において、原告が不法に領得したと認定

されたものを含む４０件の合計約３６００万円が本件出納簿の出金欄に記載され

ていること、③平成１２年分において、本件寄附口口座から引き出された金員は、

振込料、手数料等少額な引出しを除くと、２９件の合計約１８００万円であるが、

これらの金員引出行為はすべて本件出納簿の入金欄に記載され、かつ、使途状況に

ついても、本件平成１２年分更正処分において、原告が不法に領得したと認定され

たものを含む２８件の合計約１７００万円が本件出納簿の出金欄に記載されてい

ること、④平成１３年分において、本件寄附口口座から引き出された金員は、振込

料、手数料等少額な引出しを除くと、１３件の合計約１１００万円強であるが、そ

のうち１２件の合計１１００万円弱の金員引出行為が本件出納簿の入金欄に記載

され、かつ、使途状況についても、本件平成１３年分更正処分において、原告が不

法に領得したと認定されたものを含む１０件の合計約１１００万円弱が本件出納

簿の出金欄に記載されていることを認めることができる。 

イ そして、以上の認定事実に、原告が、税務調査の段階において、本件出納簿を本

件寄附口口座の払戻し等の管理を適切に行っている証拠として提出していたこと、

及び原告が本件訴訟において自認しているように、原告が乙会長に対して本件出納

簿を示して本件寄附口口座から払戻しを受けた金員を親の会のための正当な目的

で費消したと説明していたこと（弁論の全趣旨）を考え併せると、本件出納簿は、

原告が、本件寄附口口座から原告が払戻しを受けた金員等本件寄附口会計の現金勘

定に入金された金員（すなわち、「入金」欄記載の金員）の具体的な使途状況を対

外的に証明するために作成されたものというべきである。原告自身、本件寄附口会

計の現金勘定の出入りを、本件各領収証等と合致するように本件出納簿を作成した

と主張するところであり、少なくとも、本件寄附口口座から払い戻された金員等本

件出納簿の「入金」欄に記載された金員については、真実、本件寄附口会計の現金

勘定に入金扱いとされたものを記載しているというべきであり、また、そのほとん

どすべてが「出金」欄に記載され、その使途先についても「摘要」欄に記載されて

いるのであるから、その都度の「出金」欄の記載や「摘要欄」の記載が真実のもの

であるか否かはともかくとして、すべて現実に本件寄附口会計の出納管理を行い、

本件出納簿を作成した原告によって取得され、又は費消されたものであると認める

ことができるというべきである。 

 したがって、本件出納簿は原告自身が出入金の状況を理解するために作成したそ

の点では正確な内容のものというべきであって、これを日々の金銭出納の状況をそ

のまま記録したものではなく、本件寄附口会計の現実の現金の流れを反映したもの

ではないから、証明力がないなどという原告の主張は、上記の限りにおいて失当と

いうべきである。また、証明力がない本件出納簿を根拠に原告の取得を認定した本

件各更正処分が事実に基づかないものであり違法であるとの原告の主張も理由が

ないというべきである。 

ウ 以上のことからすると、原告が、本件寄附口会計の現金勘定に入金された金員で

ある本件寄附口口座からの払戻しに係る金員等を、取得し、又は費消することにつ

いては、例えば、原告の親の会又はＢに対する正規の貸付金の返済としての受領や、

【判示(3)】 
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親の会又はＢが負担すべき正規の工事代金等の支払に充てるなど、正当な目的によ

る取得ないし費消であったと認められない限り、それらは原告が不法に領得したも

のということになる。そして、その限りにおいて、当該金員の使途状況を表す「摘

要」欄の記載は、原告が自らの不法な領得行為を隠ぺいするために記載した虚偽の

ものであるということができる。 

 争点１では、原告がそれぞれの金員の取得行為等それ自体を否認して争うもので

あるから、各取得行為等が認められる場合には、当該取得行為等に係る金員につい

て原告の所得を認定することができることになる。 

(3) 前記第２の３（争点）(1)アに記載された所得又は架空の貸付金債権の発生の各事

実（ただし、平成１２年における①の一部を除く）の有無について検討するに、以下

のとおり、本件出納簿の記載内容及び関係各証拠によると、これらの事実を認めるこ

とができるというべきである。 

ア 平成１０年において 

(ア) 原告が、平成１０年８月３１日、本件寄附口口座に何ら振り込んでいないに

もかかわらず、本件寄附口会計の現金勘定に１９７１万８０００円を入金したと

仮装して、当該金額の貸付金債権を取得したとした事実について 

 原告が１９７１万８０００円の貸付けをした事実がないことは当事者に争い

がない。しかし、それにもかかわらず、証拠（乙１７）によると、本件出納簿に

は、同日、相手科目欄に「借入」とし、摘要欄に「理事長より」、入金欄に「１

９７１万８０００円」と記載があること、その後、「摘要」欄に「借入：理事長

借入金返済」と記載されることにより、本件寄附口会計から何度も出金処理が繰

り返され、別表７のとおりの充当関係により、原告は平成１０年中に上記１９７

１万８０００円のうちの１４９万８４４１円の返済を受けたとされ、同１１年中

に１１４４万８４７１円の返済を受けたとされ、同１２年中にその余の６７７万

１０８８円の返済を受けたとされていることを認めることができる。そうすると、

本件出納簿の証明力については前記(2)のとおりであるから、少なくとも、原告

が平成１０年８月３１日に本件寄附口口座に対し１９７１万８０００円の架空

の貸付金債権を取得したとした事実及び同１０年中に当該債権に対する返済を

一部受けたことにして１４９万８４４１円を不法に領得し、同１１年中に当該債

権に対する返済を一部受けたとして１１４４万８４７１円を不法に領得し、同１

２年中に当該債権のその余の返済を受けたとして６７７万１０８８円を不法に

領得した事実を認めることができる。 

 したがって、原告が当該貸付金債権について返済を受けたと仮装して平成１０

年中に不法に領得した１４９万８４４１円を平成１０年分の所得として、また、

同１１年中に不法に領得した１１４４万８４７１円を平成１１年分の所得とし

て、さらに、同１２年中に不法に領得した６７７万１０８８円を平成１２年分の

所得として、それぞれ認定することができるというべきである。 

(イ) 原告が、平成１０年８月３１日、丁寄附分及び戊寄附分合計３００万円を取

得した事実について 

 証拠（甲８、５５、乙５３、８８、８９）によると、①丁寄附分及び戊寄附分



46 

が当初入金されたＨ銀行鴻巣支店のＢ名義の口座は、Ｂの正規の口座ではなく、

その寄附金の受入れの手続もされていなかったこと、②丁寄附分及び戊寄附分合

計３００万円は、平成１０年１月２６日に上記口座から払い戻されたが、同日中

に、全額がＨ銀行鴻巣支店のＥ学園名義口座に入金され、翌２７日に全額が出金

されていること、③上記②の資金の流れについて、Ｅ学園の総勘定元帳上は、Ｅ

学園が原告から３００万円を借り入れ、翌２７日に、Ｅ学園が原告に返済したこ

ととされていること、④翌２８日には、Ｑ銀行鴻巣支店のＢ名義口座に新規とし

て３００万円が入金され、同年３月１０日に全額が出金された後、同日中にその

うち２００万円が原告名義でＢに対する寄附金とされていること、⑤原告は、平

成１０年分の所得税につき、これによって２００万円の寄附金控除を受けたこと

を認めることができる。 

 以上の事実に加え、丁寄附分及び戊寄附分が当初Ｈ銀行鴻巣支店のＢ名義の口

座に入金されていた時点では、同口座の金員は実質的には親の会又は丁らに帰属

するものというべきところ、平成１０年１月２６日に払い戻された後に３００万

円が親の会又は丁らのために正規に支出された形跡はないことを考え合わせる

と、原告がこの３００万円を領得したと認めるのが相当である。そして、その領

得時期については、原告が実際に丁寄附分及び戊寄附分を引き出したのは平成１

０年１月であるが、証拠（乙１７）によると、本件出納簿には、同年８月３１日

に、丁寄附分及び戊寄附分が本件寄附口会計の現金勘定に入金されたと処理され

た上で、Ｌに対する１０２９万円の「設備追加工事代金」（乙１）の一部として

出金処理されているのであるから、これが、単なるつじつま合わせのための事後

の証拠隠滅工作であったとしても、いずれにしても、原告が同年中に上記３００

万円を領得したこと自体は認めることができるというべきである。 

 もっとも、証拠（乙１７）によると、Ｌに対する設備追加工事代金１０２９万

円の架空の領収証（乙１）を利用し、かつ、後記(エ)の架空の貸付金債権３００

万円を計上した上で、出金処理がされていることを認めることができるから、１

０２９万円から上記債権額３００万円を控除した７２９万円から、原告が同日本

件寄附口口座から払戻しを受けて領得した１５０万円（この点については、後記

争点２(2)のとおりである。）と後記(ウ)の架空の返済金３５０万円を控除した２

２９万円を丁寄附分及び戊寄附分のうちから領得したと認めることができると

いうべきであり、これを平成１０年分の原告の所得と認定することができるとい

うべきである。 

(ウ) 原告が平成１０年８月３１日に本件寄附口会計の現金勘定において３５０

万円を返済したと仮装して、原告の本件寄附口口座からの借入れ債務を減額させ

た事実について 

 証拠（乙１７）によると、原告は、平成１０年２月１６日に、本件寄附口口座

から実際に５００万円を引き出した上、「理事長へ」の「貸付金」との名目でこ

れを取得したことを認めることができるから、原告は、同日、本件寄附口口座に

対する５００万円の貸付金返還債務を負担したということができる。そして、同

年８月３１日に本件寄附口口座に３５０万円を返済した事実がないこと、また、
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同日、本件寄附口口座からＬに対して設備追加工事代金１０２９万円を支払った

事実はないことは、いずれも当事者間に争いがない。そうすると、それにもかか

わらず、証拠（乙１７）によると、本件出納簿の記載上、同日に「理事長貸付返

済」として、あたかも原告が本件寄附口口座に３５０万円を返済したかのように

記載され、その３５０万円をＬに対する設備追加工事代金である１０２９万円の

一部として費消したかのように記載されていることを認めることができるので

あるから、原告は、上記の５００万円の貸付金返還債務のうち３５０万円の貸付

金返還債務を現実に免れるという利益を得たというべきである。 

 そして、現金の形をとった利得のみならず、現物給付や債務免除等の経済的利

益も課税の対象となるというべきであるから、原告の得た上記のような利益も原

告の所得に該当することは明らかである。 

 したがって、原告は、３５０万円の貸付金返還債務を現実に免れるという利益

を得たのであるから、これを平成１０年分の所得として認定することができると

いうべきである。 

(エ) 平成１０年８月３１日に、原告が本件寄附口口座に何ら振り込んでいないに

もかかわらず、本件寄附口会計の現金勘定に３００万円を入金したと仮装して、

同金額の貸付金債権を取得したとした事実について 

 原告が平成１０年８月３１日にＢに対し、本件寄附口口座に現金を振り込む形

その他の方法で３００万円を貸し付けた事実がないことは、当事者間に争いがな

い。しかし、それにもかかわらず、証拠（乙１７）によると、本件出納簿には、

同日、相手科目欄に「借入」とし、摘要欄に「理事長より」、入金欄に「３００

万円」との記載があること、その後、「摘要」欄に「借入：理事長借入金返済」

と記載されることにより、本件寄附口会計から何度も出金処理が繰り返され、別

表７のとおりの充当関係により、原告は平成１２年中に上記３００万円の架空の

貸付けに対し返済を受けたとされていることを認めることができる。そうすると、

本件出納簿の証明力については前記のとおりであるから、少なくとも、原告が平

成１０年８月３１日に本件寄附口口座に対し３００万円の架空の貸付金債権を

取得したとした事実及び同１２年中に当該債権に対する返済を受けたことにし

て、当該金員を不法に領得した事実を認めることができる。 

 したがって、原告が当該貸付金債権について返済を受けたと仮装して平成１２

年中に不法に領得した３００万円を、平成１２年分の所得として認定することが

できるというべきである。 

(オ) 原告が、本件寄附口会計から平成１０年１２月１７日時点の現金残高７５万

３７６４円を取得した事実について 

 証拠（乙１７）によると、本件出納簿には、平成１０年１２月１０日時点にお

いて、残高が７５万３７６４円存在する旨の記載があると認められるところ、前

記のとおり、本件出納簿の「入金」欄は、本件寄附口口座からの出金状況等本件

寄附口会計の現金勘定への入金状況をそのまま反映させたものであり、同「入金」

欄記載のとおり原告が本件寄附口口座から現実に払戻しを受けて出金するなど

したものであるということができる。したがって、仮に、同日時点において上記



48 

の残高に相当する金銭が現金として保管されていなかったとするならば、原告が

出納管理をしていたことは争いがないのであるから、同額に相当する金銭は、近

接したいずれかの時点において原告が現実に取得し、又は費消したものと認める

のが相当である。 

 そうすると、７５万３７６４円相当の金銭が平成１０年中に本件寄附口口座が

ら払い戻され、かつ、原告が領得したものであることに変わりはないのであるか

ら、これを原告の平成１０年分の所得として認定することができるというべきで

ある。 

(カ) 原告が平成１０年１２月２８日に、本件寄附口口座に何ら振り込んでいない

にもかかわらず、本件寄附口会計の現金勘定に４０万円を入金したと仮装して、

架空の当該金額相当の貸付金債権を取得したとした事実について 

 原告が本件寄附口口座に４０万円の貸付けをしていない事実は当事者間に争

いがない。しかし、それにもかかわらず、証拠（乙１７）によると、本件出納簿

には、同日、相手科目欄に「借入」とし、摘要欄に「理事長より」、入金欄に「４

０万円」との記載があること、その後、「摘要」欄に「借入：理事長借入金返済」

と記載されることにより、本件寄附口会計から何度も出金処理が繰り返され、別

表７のとおりの充当関係により、原告は平成１２年中に上記４０万円の架空の貸

付けに対し返済を受けたとされていることを認めることができる。そうすると、

本件出納簿の証明力については前記のとおりであるから、少なくとも、原告が平

成１０年１２月２８日に本件寄附口口座に対し４０万円の架空の貸付金債権を

取得したとした事実及び同１２年中に当該債権に対する返済を受けたことにし

て、当該金員を不法に領得した事実を認めることができる。 

 したがって、原告が当該貸付金債権について返済を受けたと仮装して平成１２

年中に不法に領得した４０万円を、平成１２年分の所得として認定することがで

きるというべきである。 

イ 平成１１年について 

(ア) 原告が平成１１年１月７日、本件寄附口口座に何ら振り込んでいないにもか

かわらず、本件寄附口口座の現金勘定に２４６万７５００円を入金したと仮装し

て、架空の当該金額相当の貸付金債権を取得したとした事実について 

 原告が２４６万７５００円の貸付けをしていない事実は当事者間に争いがな

い。しかし、それにもかかわらず、証拠（乙１７）によると、本件出納簿には、

同日、相手科目欄に「借入」とし、摘要欄に「理事長より」、入金欄に「２４６

万７５００円」と記載があること、その後、「摘要」欄に「借入：理事長借入金

返済」と記載されることにより、本件寄附口会計から何度も出金処理が繰り返さ

れ、別表７のとおりの充当関係により、原告は平成１２年中に上記の架空の貸付

けに対し１３０万６１６２円の返済を受け、同１３年にその余の１１６万１３３

８円の返済を受けたとされていることを認めることができる。そうすると、本件

出納簿の証明力については前記のとおりであるから、少なくとも、原告が同１１

年１月７日に本件寄附口口座に対し２４６万７５００円の架空の貸付金債権を

取得したとした事実及び同１２年中に当該債権の一部である１３０万６１６２
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円の返済を受けたことにして、当該金員を不法に領得し、また、同１３年中にそ

の余の１１６万１３３８円の返済を受けたことにして、当該金員を不法に領得し

た事実を認めることができる。 

 したがって、原告が当該貸付金債権について返済を受けたと仮装して平成１２

年中に不法に領得した１３０万６１６２円を平成１２年分の所得として、また、

平成１３年中に不法に領得した１１６万１３３８円を平成１３年分の所得とし

て、それぞれ認定することができるというべきである。 

(イ) 原告が平成１１年３月１６日に、本件寄附口口座に何ら振り込んでいないに

もかかわらず、本件寄附口会計の現金勘定に２００万円を入金したと仮装して、

架空の当該金額相当の貸付金債権を取得したとした事実について 

 原告が２００万円の貸付けをしていない事実は当事者間に争いがない。しかし、

それにもかかわらず、証拠（乙１７）によると、本件出納簿には、同日、相手科

目欄に「借入」とし、摘要欄に「理事長より」、入金欄に「２００万円」と記載

があること、その後、「摘要」欄に「借入：理事長借入金返済」と記載されるこ

とにより、本件寄附口会計から何度も出金処理が繰り返され、別表７のとおりの

充当関係により、原告は平成１３年中に上記２００万円の架空の貸付けに対し返

済を受けたとされていることを認めることができる。そうすると、本件出納簿の

証明力については前記のとおりであるから、少なくとも、原告が平成１１年３月

１６日に本件寄附口口座に対し２００万円の架空の貸付金債権を取得したとし

た事実及び同１３年中に当該債権に対する返済を受けたことにして、当該金員を

不法に領得した事実を認めることができる。 

 したがって、原告が当該貸付金債権について返済を受けたと仮装して平成１３

年中に不法に領得した２００万円を、平成１３年分の所得として認定することが

できるというべきである。 

ウ 平成１２年について 

(ア) 原告が平成１２年２月１７日に本件会費口口座から３４０万円の払戻しを

受けた上、本件寄附口会計の同月１６日時点における現金残高１５万６５５３円

のうちの１万２５００円と合わせて３４１万２５００円を取得した事実につい

て 

 まず、原告は、当初、丙会計から本件会費口口座の３４０万円を、自己のＢに

対する貸付金債権に対する返済として受領したと認めていたにもかかわらず、こ

れを撤回し、Ｂを支援する趣旨でＢに対して寄附されたものであり、原告は受領

していないと否認するに至ったものであるが、この自白の撤回を認めることがで

きないのは、前記(1)のとおりである。 

 そうすると、原告が本件会費口口座から払戻しを受けた３４０万円を受領した

事実は当事者間に争いがないというべきところ、上記のようにその主張を変遷さ

せたという弁論の全趣旨からすると、原告が上記金員を貸付金債権に対する返済

として受領したとは認め難いというべきである。 

 したがって、原告が本件会費口口座から払戻しを受けた後領得した３４０万円

を、平成１２年分の所得として認定することができるというべきである。 
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 次に、証拠（乙１７）によると、本件出納簿においては、平成１２年２月１６

日現在の残高であった１５万６５５３円と、同月１７日に本件会費口口座から引

き出した３４０万円を摘要欄に「親の会、会費会計より」と記載して本件会費口

会計に入金処理した上、これらを原資として、翌１８日に３４１万２５００円が

補修工事代金として出金処理がされていること、この出金処理には、親の会あて

の領収証（乙１２）が利用されたことを認めることができるところ、この補修工

事及び領収証（乙１２）が実体のない架空のものであって、この支払がされてい

ないことは、当事者間に争いがない。 

 そうすると、原告が上記の本件会費口口座に由来する３４０万円と合わせて、

本件寄附口会計に存在したもののうちから１万２５００円を補修工事代金名目

で領得したものと認めるのが相当である。 

 なお、本件出納簿の「入金」欄は、本件寄附口口座からの出金状況をそのまま

反映させたものであり、同「入金」欄記載のとおり原告が本件寄附口口座から現

実に払戻しを受けて出金したものであるのは、前記のとおりであるから、平成１

２年２月１６日の時点において、１５万６５５３円が現金として保管されていた

と認めるのが相当であるが、仮に、同日時点で上記金額の金員が現金として保管

されていなかったとするならば、原告が出納管理をしていたことは争いがないの

であるから、同額に相当する金銭は、これと近接するいずれかの時期に原告が現

実に取得し、又は費消したということになる。 

 いずれにしても、原告は、架空の領収証（乙１２）を利用して工事代金相当の

３４１万２５００円を本件寄附口会計の現金勘定から出金処理することにより、

不法に領得したというべきところ、このうち３４０万円は、既にみたとおり本件

会費口口座から払戻しを受けたものを領得したものであり、その余の１万２５０

０円は、平成１２年２月１６日の時点における現金残高１５万６５５３円のうち

の一部を領得したものというべきであるから、これを平成１２年分の所得として

認めることができるというべきである。 

(イ) 原告が平成１２年２月２８日、本件寄附口口座に何ら振り込んでいないにも

かかわらず、本件寄附口会計の現金勘定に６３０万円を入金したと仮装し、架空

の当該金額相当の貸付金債権を取得したとした事実について 

 原告が６３０万円の貸付けをしていない事実は当事者間に争いがない。しかし、

それにもかかわらず、証拠（乙１７）によると、本件出納簿には、同日、相手科

目欄に「借入」とし、摘要欄に「理事長より」、入金欄に「６３０万円」と記載

があること、その後、「摘要」欄に「借入：理事長借入金返済」と記載されるこ

とにより、本件寄附口会計から何度も出金処理が繰り返され、別表７のとおりの

充当関係により、原告は平成１３年中に上記６３０万円の架空の貸付けに対し返

済を受けたとされていることを認めることができる。そうすると、本件出納簿の

証明力については前記のとおりであるから、少なくとも、原告が平成１２年２月

２８日に本件寄附口口座に対し６３０万円の架空の貸付金債権を取得したとし

た事実及び同１３年中に当該債権に対する返済を受けたことにして、当該金員を

不法に領得した事実を認めることができる。 
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 したがって、原告が当該貸付金債権について返済を受けたと仮装して平成１３

年中に不法に領得した６３０万円を、平成１３年分の所得として認定することが

できるというべきである。 

(ウ) 原告が、本件寄附口会計から平成１２年１０月１７日時点の現金残高２８万

４０５３円を取得した事実について 

 前記のとおり、本件出納簿の「入金」欄は本件寄附口口座からの出金状況をそ

のまま反映させたものであり、同「入金」欄記載のとおり原告が本件寄附口口座

から現実に払戻しを受けて出金するなどしたものであるから、証拠（乙１７）に

よると、平成１２年１０月１６日の時点において、２８万４０５３円が現金とし

て保管されていたと認めるのが相当であるが、仮に、同日時点において、上記金

額相当の金員が現金として保管されていなかったとするならば、同金額に相当す

る金銭は、これに近接するいずれかの時期に原告が現実に取得し、又は費消した

ものであると認めることができる。 

 したがって、いずれにしても、同金額相当の金銭が平成１２年中に本件寄附口

口座から出金され、かつ、原告が領得したものであることに変わりはなく、これ

を原告の平成１２年分の所得として認定することができるというべきである。 

２ 争点２（所得該当性の有無）について 

(1) 前記争点１についてみたとおり、原告が、本件寄附口会計の現金勘定に入金され

た金員である本件寄附口口座からの払戻しに係る金員等を取得し、又は費消すること

については、例えば、原告の親の会又は本件寄附口口座に対する正規の貸付金の返済

としての取得や、親の会又は本件寄附口口座が負担すべき正規の工事代金等の支払に

充てるなど、正当な目的による取得ないし費消であったと認められない限り、それら

は原告が不法に領得したものということになり、そして、その限りにおいて、当該金

員の使途状況を表す「摘要」欄の記載は、原告が自らの不法な領得行為を隠ぺいする

ために記載した虚偽のものであるということになる。 

 争点２は、原告が本件寄附口口座から払戻しを受けて受領したこと自体に争いはな

いが、これが原告の親の会又はＢに対する正規の貸付金の返済としての受領と認めら

れないか否か、また、親の会又はＢが負担すべき債務の支払に充てられたものでない

か否かである。 

(2) まず、原告が、親の会又はＢに対する貸付金の返済として、本件寄附口口座から

払戻しを受けて受領した旨主張するものについて検討する。 

ア この点に関し、原告は、Ｂに対する貸付金債権として、①本件９０００万円手形

決済資金貸付け、②本件１３００万円貸付け、③平成１０年７月２９日付け３５７

万円の貸付け、④同１１年６月１０日ころの未払工事代金３５０万円の立替金返還

債権及び⑤同年１０月２０日付け４００万円の手形決済資金貸付けの存在を主張

するところ、上記②の本件１３００万円貸付けが存在したことは当事者間に争いが

ないので、その余の貸付金債権の存否について検討する。 

(ア) 本件９０００万円手形決済資金貸付けについて 

 この点に関し、原告は、Ｂに対し、Ｂが負担すべき未払工事代金の支払のため

に、平成１０年７月１７日に本件９０００万円手形を振り出し、最終的に、本件
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Ｅ学園手形を振り出して、これを原告が調達した資金で順次決済したのであるか

ら、Ｂに対し本件９０００万円手形決済資金貸付けをした旨主張するけれども、

同時に、Ａ学園が設立された同年４月前後には、既に、Ａ学園の施設等の請負工

事に関する工事代金の支払はすべて終了しており、原告が本件９０００万円手形

を振り出した時点では未払の工事代金は何もなかったと主張しているところで

ある。 

 そうすると、原告が本件９０００万円手形や本件Ｅ学園手形を振出し交付した

ことは、親の会又はＢとは何ら関係がないというべきであるから、本件Ｅ学園手

形の決済資金を原告個人が調達したか否かについて検討するまでもなく、Ｂに対

し本件９０００万円手形決済資金貸付けをした事実を認めることができないこ

とは明らかである。 

(イ) 平成１０年７月２９日付け３５７万円の貸付けについて 

 この点に関し、原告が、平成１０年７月２９日に本件寄附口口座に３５７万円

を振り込む方法により、Ｂに対し、当該金員を貸し付けた旨主張する。 

 確かに、証拠（乙２、１７）によると、平成１０年７月２９日に本件寄附口口

座に３５７万円が入金されていることを認めることができる。 

 しかし、証拠（乙２、１７、３７から４１まで、４９、５８）によると、①原

告の交際相手であったＴが代表取締役となっているＵは、原告の指示により設立

された実体のないペーパー会社であり、Ｔは、原告の指示に従い、随時、Ｕ口座

等への入出金や振込み手続を行っていたこと、②平成１０年７月２４日に、親の

会が「ロゴデザイン・ベッド残金」をＵに対して支払ったという名目で、本件寄

附口口座から３５７万円が出金された上で、Ｕ口座に３５７万円が振り込まれた

後、同日中にＵ口座から現金３５５万円が出金されていること、③Ｅ学園の総勘

定元帳には、「甲短期借入金」勘定において、原告が同日付けでＣ幼稚園へ１８

５万円及びＤ幼稚園に２０３万９０００円の合計３８８万９０００円を貸し付

け、同月２９日付けでＣ幼稚園から１３５万円及びＤ幼稚園から２２０万円の合

計３５５万円の返済を受けた旨記載されていることを認めることができる。 

 そうすると、平成１０年７月２９日に、本件寄附口口座に振り込まれた３５７

万円は、もともと、これに先立ち同月２４日に本件寄附口口座から払い戻された

ものであり、少なくとも、そのほとんどの３５５万円は、本件寄附口口座からＵ

口座を介して本件寄附口口座に環流されただけであると認めることができる。 

 したがって、このような資金移動操作をもって、原告が３５７万円を本件寄附

口口座又は親の会若しくはＢに貸し付けたなどということができないのは明ら

かである。 

(ウ) 平成１１年６月１０日ころの３５０万円の立替金返還債権について 

 この点に関し、原告は、平成１１年６月１０日ころ、Ｎに対し、Ｂが負担すべ

き未払工事代金３５０万円を立替払いし、同日、Ｂに対し、上記工事代金相当額

を貸し付けた旨主張する。 

 しかしながら、原告が、Ａ学園が設立された平成１０年４月前後には、Ａ学園

の施設等の請負工事に関する工事代金の支払はすべて終了していたと認めてい
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るのは、前記のとおりであるから、弁論の全趣旨によると、同１１年６月当時、

Ｂが負担すべき未払工事代金など既に存在していなかったものと認めることが

できる。 

 そうすると、たとえ原告がＮに対して３５０万円を支払ったことがあるとして

も、そのことと、本件寄附口口座又は親の会若しくはＢとは何ら関係がないこと

は明らかである。 

 したがって、原告がＢに対して上記の３５０万円の立替金返還債権を有してい

た事実を認めることはできないというべきである。 

(エ) 平成１１年１０月２０日付け４００万円の手形決済資金貸付けについて 

 この点に関し、原告は、Ｏに対して額面１００万円の約束手形４通を振り出し

て交付し、平成１１年１０月２０日ころ、原告が調達した４００万円によって決

済したので、Ｂに対し、上記金額相当の貸付けを出た旨主張する。 

 原告の振り出した約束手形に関し、なぜ、Ｂが手形決済資金相当額の返済義務

を負うのか明らかではないが、弁論の全趣旨からすると、原告は、Ｂが負担すべ

き未払工事代金の支払のために、Ｏに対して上記のとおりの約束手形を振り出し、

交付したと主張するものと解される。 

 しかしながら、前記のとおり、原告は、Ａ学園が設立された平成１０年４月前

後には、既に、Ａ学園の施設等の請負工事に関する工事代金の支払はすべて終了

していたと認めているのであるから、弁論の全趣旨によると、同１１年１０月当

時、Ｂが負担すべき未払工事代金など既に存在していなかったものと認めること

ができる。 

 そうすると、たとえ原告がＯに対して額面総額４００万円の約束手形を振り出

して、これを決済したことがあるとしても、そのことと、本件寄附口口座又は親

の会若しくはＢとは何ら関係がないことは明らかである。 

 したがって、原告がＢに対して上記の手形決済資金の貸付けをした事実を認め

ることはできないというべきである。 

(オ) なお、原告は何ら認否していないが、被告は、原告が平成１１年４月１９日

に、本件寄附口口座に対し５０万円を貸し付けたこと（本件５０万円貸付け）を

認めている。 

イ 以上によると、原告の本件寄附口口座からの払戻しに係る金員の受領は、本件１

３００万円貸付け及び本件５０万円貸付けに対する返済として受領する限りにお

いて、所得に該当しないが、それ以外の受領は、貸付金債権の回収とは認められな

いから、所得に該当するというべきである。 

(3) 次に、原告が本件寄附口口座から払戻しを受けて受領した金員を親の会又はＢが

負担すべき債務の支払に充てたと主張するものについて検討する。 

ア 平成１０年６月２２日に本件寄附口口座から払い戻された２２万５７５０円に

ついて 

 この点に関し、原告は、本件１３００万円貸付けの原資を銀行から借り入れた際

に支払う担保設定等の諸費用に充てたと主張する。 

 しかし、原告が親の会又はＢに対し本件１３００万円貸付けをした事実を認める
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ことができるとしても、原告自身がその原資を銀行から借り入れるに当たり負担し

た担保設定等の諸費用まで、親の会又はＢが負担すべき債務であると認めるに足り

る証拠はない。 

 したがって、上記金員が原告の利得であることは明らかであるから、これを平成

１０年分の所得として認めることができるというべきである。 

イ (a)平成１０年中に本件寄附口口座から払い戻された①１０月２日の２２万５３

９７円及び②同月２１日の４５万０７９４円、(b)平成１１年中に本件寄附口口座

から払い戻された①１月５日の４５万０７９４円、②同月７日の５２万５０００円、

③同月２９日の４５万０７９４円、④３月１２日の２２万５３８３円、⑤４月６日

の２３万円、⑥６月２２日の２３万５０００円、⑦７月１９日の２１万円、⑧８月

５日の２４万円、⑨１０月１２日の２１万円、⑩同月２７日の２３万円、⑪１２月

７日の２３万５０００円及び⑫同月２１日の２３万５０００円、(c)平成１２年中

に本件寄附口口座から払い戻された①１月１９日の１８万９０００円、②２月２日

の１２万０７５０円、③同月１７日の２４万円、④４月１７日の１７万円、⑤同月

１８日の６万円、⑥同月２７日の２６万円、⑦５月１９日の５６万７５００円、⑧

同月２６日の１２万円、⑨６月１５日の１０万円、⑩７月４日の１８万円、⑪８月

３１日の１５万７５００円、⑫９月１１日の１０万５０００円、⑬１０月５日の１

０万５０００円、⑭１１月１３日の２７万円及び⑮１２月１８日の２１万円、(d)

平成１３年中に本件寄附口口座から払い戻された①１月１５日の２３万円、②２月

１５日の１５万円及び③同月２１日の５２万５０００円について 

 この点に関し、原告は、本件ローン返済金の支払に充てたと主張する。 

 しかし、原告が親の会又はＢに対し、本件１３００万円貸付けをした事実を認め

ることができるとしても、原告自身がその原資を銀行から借り入れた結果負担すべ

き本件ローン返済金まで、親の会又はＢが負担すべき債務であると認めるに足りる

証拠はない。 

 したがって、上記各金員が原告の利得であることは明らかであるから、仮に、現

実に、当該金員が本件ローン返済金の支払に充てられていたとしても、原告がそれ

ぞれ本件寄附口口座から払戻しを受けて受領した年月日に応じ、各年分の所得とし

て認めることができるというべきである。 

ウ 平成１１年１月７日の９万５１５０円及び同年３月１２日の９万４５２０円に

ついて 

 この点に関し、原告は、上記各金員がいずれも自動車保険料の支払に充てられた

旨主張する。 

 しかし、上記各金員が自動車保険料の支払に充てられたとの的確な証拠がないば

かりか、仮に、自動車保険料の支払に充てられたものであるとしても、当該自動車

が果たして誰の所有するどの自動車であるのか、それがいかなる理由で親の会又は

Ｂが保険料を負担しなければならないのか全く不明であるから、主張自体失当であ

る。 

 したがって、上記各金員が原告の利得であることは明らかであるから、仮に、当

該各金員が自動車保険料の支払に充てられていたとしても、原告がそれぞれ本件寄
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附口口座から払戻しを受けて受領した平成１１年分の所得として認めることがで

きるというべきである。 

エ 平成１１年３月１０日の２９７万５０００円について 

 この点に関し、原告は、Ｏに対し、農圃場新設工事代金として、Ｅ学園振出しの

額面４００万円の小切手を交付し、これを支払ったので、上記金員を、この４００

万円の小切手による立替払の返済として受領した旨主張する。 

 しかし、原告の上記主張は、何ら的確な証拠に基づくものではない上、仮に原告

が額面４００万円のＥ学園振出し名義の小切手をＯに交付したのだと仮定しても、

それが果たして、実際の工事代金の支払につながったか否かも不明である上、Ｅ学

園振出し名義の小切手を交付することによって、いかなる理由で原告自身が親の会

又はＢに対して立替金債権を取得することになるのかも不明であり、さらには、４

００万円と２９７万５０００円とで金額が異なる理由も不明である。このように原

告の主張は、その内容自体が不合理である上、何ら的確な証拠に裏付けられたもの

ではなく、主張自体失当である。 

 したがって、上記金員が原告の利得であることは明らかであるから、平成１１年

分の所得として認めることができるというべきである。 

オ 平成１１年６月２日の４２０万円について 

 この点に関し、原告は、上記金員が、本件Ｊ口座を経由し、同日中に、Ｉ銀行三

田支店の原告名義の普通預金口座及びＫ銀行神田支店の原告名義の普通預金口座

に移し替えられた事実を認めつつ、上記金員のうち４００万円については、それ以

前に施設内補修工事代金の支払のために、Ｏの指示に従い額面１００万円のＥ学園

振出しの約束手形４通をＯに交付し、上記約束手形４通のうち３通（額面総額３０

０万円）は、Ｎへの工事代金の支払に充てられており、上記金員のうちのその余の

２０万円は、原告の本件寄附口口座に対する貸付金の返済として受領したから、い

ずれも原告の所得ではない旨主張する。 

 しかし、前記１争点１について(1)で述べたとおり、原告は、従前、準備書面(3)

において、本件寄附口口座から４２０万円の払戻しを受け、Ｂに対する貸金の返済

として受領した旨主張していたのであるから、これを上記のとおりの主張に変更す

ることは、受領を否認している点において自白の撤回に当たり許されないというべ

きである。 

 したがって、原告が本件寄附口口座から４２０万円の払戻しを受けて受領したこ

とは当事者間に争いがないというべきである。なお、別件刑事判決においても、原

告が、平成１１年６月２日、本件寄附口口座に入金された寄附金のうち４２０万円

を、ほしいままに、自己の用途に充てる目的で、自己が管理する本件Ｊ口座に振込

み入金して横領したと認定されているところである。 

カ 平成１１年６月４日の３６７万５０００円について 

 この点に関し、原告は、上記金員が、本件Ｊ口座を経由し、同日中に、Ｉ銀行三

田支店の原告名義の普通預金口座に移し替えられた事実を認めつつ、上記金員のう

ち３５０万円は、Ｏの指示によって、平成１１年６月１０日、Ｎに対し、原告名義

で上記焼却炉、フェンス、ワイヤー工事代金として送金されており、また、上記金



56 

員のうちその余の１７万５０００円は、原告の本件寄附口口座に対する貸付金への

返済として受領したものであり、いずれも原告の所得ではない旨主張する。 

 しかし、前記１争点１について(1)で述べたとおり、原告は、従前、準備書面(3)

において、平成１１年６月４日に本件寄附口口座から３６７万５０００円の払戻し

を受け、Ｂに対する貸金の返済として受領した旨主張していたのであるから、これ

を上記のとおりの主張に変更することは、受領を否認している点において自白の撤

回に当たり許されないというべきである。 

 したがって、原告が平成１１年６月４日に本件寄附口口座から３６７万５０００

円の払戻しを受けて受領したことは当事者間に争いがないというべきである。なお、

別件刑事判決においても、原告が、同日、本件寄附口口座に入金された寄附金のう

ち３６７万５０００円を、ほしいままに、自己の用途に充てる目的で、自己が管理

する本件Ｊ口座に振込み入金して横領したと認定されているところである。 

(4) 以上によると、原告が本件寄附口口座から払戻しを受けて受領した金員について

は、本件１３００万円貸付け及び本件５０万円貸付けに対する返済として受領する限

りにおいて、所得に該当しないが、それ以外の受領をすることは貸付金債権の回収と

は認められず、また、親の会又はＢか負担すべき債務の弁済に費消したとも認められ

ないから、いずれも本件寄附口口座から払戻しを受けた時点で原告の所得に該当する

というべきである。 

３ 小括 

 争点１及び争点２における前記検討の結果を踏まえると、原告が本件各係争年分にお

いて、本件寄附口口座から預金の払戻しを受け、又は、本件会費口口座から預金の払戻

しを受けるなどして、本件寄附口会計に入金された金員を領得したことについては、被

告の主張するとおりの所得があったものと認めることができるから、この金員は、本件

各係争年分に係る総所得金額の計算上、雑所得に含まれるというべきである。 

４ 争点３（事実の隠ぺい又は仮装行為の存否）について 

ア 通則法６８条の規定する重加算税は、通則法６５条から６７条までの規定する各

種の加算税を課すべき納税義務違反が、課税要件事実を穏ぺいし、又は仮装する方

法によって行われた場合に、行政機関の行政手続により違反者に課されるものであ

って、これによって、かかる方法の納税義務違反の発生を防止し、もって徴税の実

を挙げようという趣旨に出た行政上の措置であり、違反者の不正行為の反社会性な

いし反道徳性に着目してこれに対する制裁として科せられる刑罰とは趣旨、性質を

異にするものである（最高裁昭和●●年(○○)第●●号同４５年９月１１日第二小

法廷判決・刑集２４巻１０号１３３３頁参照）。 

 したがって、通則法６８条１項による重加算税を課し得るためには、納税者が故

意に課税標準等又は納税等の計算の基礎となる事実の全部又は一部を隠ぺいし、又

は仮装し、その隠ぺい、仮装行為を原因として過少申告の結果が発生したものであ

れば足り、それ以上に、申告に際し、納税者において過少申告を行うことの認識を

有していることまで必要とするものではないと解するのが相当である（最高裁昭和

●●年（○○）第●●号同６２年５月８日第二小法廷判決・裁判集民事、１５１号

３５頁参照）。 

【判示(4)】 

【判示(5)】 
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イ 前記争点１及び２において認定、判断したとおりであり、原告は、本件寄附口会計

の現金勘定に入金された金員である本件寄附口口座からの払戻しに係る金員等を本

件１３００万円貸付け及び本件５０万円貸付けに対する返済として受領したものを

除き、正当な根拠なく取得し、又は費消して不法に領得したものであるというべきと

ころ、その限りにおいて、原告は、本件出納簿の当該金員の使途状況を表す「摘要」

欄に、自らの不法な領得行為を隠ぺいするために虚偽の使途を記載したものと認める

ことができる。 

ウ この点に関し、原告は、本件各領収証等の作成に関与していないとか、本件各領収

証等及び本件出納簿は、本件各確定申告のときには、存在していなかったものである

などとるる主張して、原告には事実の隠ぺい又は仮装行為がない旨主張する。 

 しかしながら、原告は、上尾税務署の査察が行われて以降、平成１８年１１月１７

日の第３回口頭弁論期日において、準備書面(1)によってその主張を変更するまでは、

たとえ、工事代金の水増しがあったとしても、本件各工事が真実の請負契約に基づき

実施されたものであり、原告は、本件寄附口口座から払戻しを受けた金員を、本件各

工事業者らに対し、本件各領収証等のとおりに支払ったと主張していたのであるから、

合理的に考えれば、本件各確定申告の際にも、原告としては、そのような理由から、

本件寄附口口座から払戻しを受けた金員等を受領しても原告の所得には該当しない

として、雑所得に計上せず、本件各確定申告書に記載しなかったものと認めることが

できる。しかしながら、真実は既に認定したとおりであり、原告において、本件寄附

口口座から払戻しを受けた金員を、本件各工事業者らに対する本件各領収書等のとお

りの支払に充てていたということはなく、原告が受領して別途費消するなどしていた

のである。 

 そうすると、原告は、自らが本件寄附口口座の払戻金等を受領し費消していた事実

を隠ぺいしようという意図の下に、本件寄附口会計の出納管理を行う立場にあること

を奇貨として、本件寄附口口座の金員を不正に領得しつつ、その発覚を免れるべく、

本件出納簿に入園者の保護者らから寄附金の名目で集めた金員について、Ａ学園の施

設工事等の支払に充てた旨、又は、原告に対する架空の貸付金債権への返済に充てた

旨の虚偽の記載をするなどして、正規の支出をしたものと装った上、自らが本件寄附

口口座の払戻し等によって受領した金員を除外して雑所得を計算して所得金額を計

算した本件各確定申告書を提出し、所得金額の過少申告をしたものということができ

る。 

 したがって、たとえ原告が本件各領収書等の作成自体に関与していなかったとして

も、そのことにより上記判断が覆るものではなく、原告の上記主張は失当である。 

エ 以上のとおり、原告は、真実は本件寄附口口座から払戻しを受けた金員等を受領し

ていたにもかかわらず、本件出納簿に故意に虚偽の記載をし、あたかも本件各工事代

金の支払をし、あるいは、原告に対する債権の返済としての支払と見せる方法により、

あたかも所得に含まれないかのごとくに隠ぺいし、又は仮装したものと評価すること

ができるというべきである。 

 したがって、原告は、故意に課税標準等の計算の基礎となる課税要件事実の一部を

隠ぺいし、又は仮装し、その隠ぺいし、又は仮装したところに基づき納税申告書を提

【判示(6)】 

【判示(7)】 
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出したものというべきである。 

オ よって、上尾税務署長は、原告に対し、通則法６８条１項を適用して、重加算税を

課することができるというべきである。 

５ 本件各更正処分の適法性について 

 以上によれば、原告の本件各係争年分の所得税についての、雑所得金額、総所得金額

及び納付すべき税額は、いずれも、被告の主張するとおりであり、このうち、納付すべ

き税額は、平成１０年分につき５７３万３２００円、平成１１年分につき４３４万８５

００円、平成１２年分につき３６９万１７００円及び平成１３年分につき５６万５３０

０円であると認めることができる。そうすると、本件各更正処分における納付すべき税

額（本件平成１０年分更正処分、本件平成１１年分更正処分及び本件平成１２年分更正

処分については別表１から別表３までの各「審査裁決」欄の、本件平成１３年分更正処

分については別表４の「更正処分及び賦課決定処分」欄の、各「納付すべき税額」欄の

金額）はこれと同額か又はこれを下回るものであるから、本件各更正処分は、いずれも

適法である。 

６ 本件各賦課決定処分の適法性について 

 前記５のとおり本件各更正処分はいずれも適法であるところ、原告は、本件各確定申

告において、Ａ学園の施設等に係る本件各工事の工事代金の名目で不正に領得した金員

を、本件各工事業者らに支払ったものと仮装して、自己に帰属すべき所得を隠ぺいし、

又は仮装し、その隠ぺいし、又は仮装したところに基づき本件各確定申告書を提出し、

もって、過少に申告していたということができるのは、前記４のとおりである。 

 したがって、重加算税の金額は、原告が本件各更正処分により新たに納付すべきこと

となった税額（ただし、平成１０年分から平成１２年分までについては、本件異議決定

又は本件裁決により一部取り消された後のものに、通則法６５条４項の規定に基づき計

算した金額）を基礎として、上記隠ぺい又は仮装による事実に基づき計算される税額（通

則法１１８条３項の規定に基づき、１万円未満を切り捨てた後のもの）に対して通則法

６８条１項に規定する１００分の３５の割合を乗じて算出した金額であり、平成１０年

分につき１６２万７５００円、平成１１年分につき１６２万４０００円、平成１２年分

につき、１３５万８０００円、平成１３年分につき２４万５０００円となる。これは、

本件各賦課決定における重加算税の金額（別表１から別表３までの各「審査裁決」欄の

「重加算税」欄の金額及び別表４の「更正処分及び賦課決定処分」欄の「重加算税」欄

の金額）と同額であるから、本件各賦課決定処分における重加算税の部分は、いずれも

適法である。 

第４ 結語 

 以上によれば、原告の請求はいずれも理由がないから、これを棄却することとし、訴訟

費用の負担について、行政事件訴訟法７条、民訴法６１条を適用して、主文のとおり判決

する。 

 

東京地方裁判所民事第３８部 

裁判長裁判官 杉原 則彦 

   裁判官 小田 靖子 
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   裁判官 島村 典男 
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（別紙） 

本件各工事の状況 

（単位：円） 

本件各工事 
領収証日付 順号 

業者名 摘要 金額 
書証 

H10.08.31 1 Ｌ 設備追加工事代 10,290,000 領収証(乙第1号証) 

H10.08.31 2 Ｍ プロパン、警備、電気工事 19,718,000 領収証(乙第7号証) 

H10.09.30 3 Ｍ 電話機設置工事 3,150,000 領収証(乙第3号証) 

H10.11.20 4 Ｍ 駐車場ゲート追加 956,550 領収証(乙第4号証) 

H10.11.25 5 Ｍ 配線追加工事 1,400,000 領収証(乙第5号証) 

H10.12.28 6 Ｍ 実習用地地盤改良 5,880,000 領収証(乙第6号証) 

H11.01.07 7 Ｍ 電気工事 2,467,500 領収証(乙第14号証) 

H11.03.10 8 Ｎ 圃場新設工事 2,975,000 領収証(乙第9号証) 

H11.03.16 9 Ｍ 農業用水面補修工事 2,835,000 領収証(乙第8号証) 

H11.06.02 10 Ｊ 社 施設内補修工事 4,200,000 振込依頼書控(乙第10号証)

H11.06.04 11 Ｊ 社 焼却炉、ﾌｪﾝｽﾜｲﾔｰ工事 3,675,000 振込依頼書控(乙第11号証)

H12.02.18 12 Ｍ 補修工事 3,412,500 領収証(乙第12号証) 

H12.02.28 13 Ｍ 周辺農道補修整備工事 6,300,000 領収証(乙第15号証) 

H12.10.24 14 Ｍ 実習用地地盤改良残金 1,929,690 領収証(乙第13号証) 

合計 69,189,240  
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別表１ 

課税処分等の経緯（平成１０年分） 

（単位：円） 

確定申告 更正処分 
更正処分及び

賦課決定処分
異議申立て 異議決定 審査請求 審査裁決 

区分 

 

項目 平成11年3月12日 平成13年7月9日 平成15年7月9日 平成15年8月6日 平成15年11月5日 平成15年11月14日 平成17年11月16日 

給 与 所 得 の 金 額 7,080,900 9,223,483 9,223,483 9,223,483 9,223,483 9,223,483 9,223,483 

雑 所 得 の 金 額 0 0 23,698,634 0 16,274,991 0 16,274,991 

所
得
金
額 計 （ 総 所 得 金 額 ） 7,080,900 9,223,483 32,922,117 9,223,483 25,498,474 9,223,483 25,498,474 

社 会 保 険 料 727,380 727,380 727,380 727,380 727,380 727,380 727,380 

生 命 保 険 料 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 

寄 付 金 控 除 1,760,225 2,295,870 1,990,000 2,295,870 1,990,000 2,295,870 2,154,173 

扶 養 控 除 額 1,140,000 1,140,000 1,140,000 1,140,000 1,140,000 1,140,000 1,140,000 

基 礎 控 除 額 380,000 380,000 380,000 38000 380,000 380,000 380,000 

所
得
控
除
額 

計（所得控除の合計額） 4,057,605 4,593,250 4,287,380 4,593,250 4,287,380 4,593,250 4,451,553 

課 税 総 所 得 金 額 3,023,000 4,630,000 28,634,000 4,630,000 21,211,000 4,630,000 21,046,000 

算 出 税 額 302,300 596,000 8,423,600 596,000 5,454,400 596,000 5,388,400 

特 別 減 税 額 95,000 95,000 95,000 95,000 95,000 95,000 95,000 

源 泉 徴 収 税 額 531,600 960,200 960,200 960,200 960,200 960,200 960,200 

納 付 す べ き 税 額 △324,300 △459,200 7,368,400 △459,200 4,399,200 △459,200 4,333,200 

重 加 算 税 2,691,500 0 1,652,000 0 1,627,500 

※ 「課税総所得金額」欄の金額は、国税通則法118条1項の規定により1,000円未満の端数を切り捨てた後の金額である。 

※ 「納付すべき税額」欄の△の金額は、還付税額である。 
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別表２ 

課税処分等の経緯（平成１１年分） 

（単位：円） 

確定申告 更正処分 
更正処分及び

賦課決定処分
異議申立て 異議決定 審査請求 審査裁決 

区分 

 

項目 平成12年3月13日 平成13年7月9日 平成15年7月9日 平成15年8月6日 平成15年11月5日 平成15年11月14日 平成17年11月16日 

給 与 所 得 の 金 額 7,155,150 9,809,339 9,809,339 9,809,339 9,809,339 9,809,339 9,809,339 

雑 所 得 の 金 額 0 0 31,843,511 0 20,133,471 0 23,133,471 

所
得
金
額 計 （ 総 所 得 金 額 ） 7,155,150 9,809,339 41,652,850 9,809,339 29,942,810 9,809,339 32,942,810 

医 療 費 控 除 357,758 422,842 422,842 422,842 422,842 422,842 422,842 

社 会 保 険 料 733,882 733,882 733,882 733,882 733,882 733,882 733,882 

生 命 保 険 料 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 

寄 付 金 控 除 1,778,787 2,442,334 2,990,000 2,442,334 2,990,000 2,442,334 8,225,702 

扶 養 控 除 額 1,140,000 1,140,000 1,440,000 1,140,000 1,440,000 1,140,000 1,440,000 

基 礎 控 除 額 380,000 380,000 380,000 380,000 380,000 380,00 380,000 

所
得
控
除
額 

計（所得控除の合計額） 4,440,427 5,169,058 6,016,724 5,169,058 6,016,724 5,169,058 11,252,426 

課 税 総 所 得 金 額 2,714,000 4,640,00 35,636,000 4,640,000 23,926,000 4,640,000 21,690,000 

算 出 税 額 271,400 598,000 10,695,320 598,000 6,362,620 598,000 5,535,300 

定 率 減 税 額 54,280 119,600 250,000 119,600 250,000 119,600 250,000 

源 泉 徴 収 税 額 512,100 936,800 936,800 936,800 936,800 936,800 936,800 

納 付 す べ き 税 額 △294,980 △458,400 9,508,500 △458,400 5,175,800 △458,400 4,348,500 

重 加 算 税 3,430,000 0 1,914,500 0 1,624,000 

※ 「課税総所得金額」欄の金額は、国税通則法118条1項の規定により1,000円未満の端数を切り捨てた後の金額である。 

※ 「納付すべき税額」欄の△の金額は、還付税額である。 
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別表３ 

課税処分等の経緯（平成１２年分） 

（単位：円） 

確定申告 更正処分 
更正処分及び

賦課決定処分
異議申立て 異議決定 審査請求 審査裁決 

区分 

 

項目 平成13年3月12日 平成13年7月9日 平成15年7月9日 平成15年8月6日 平成15年11月5日 平成15年11月14日 平成17年11月16日 

給 与 所 得 の 金 額 9,116,700 9,662,148 9,662,148 9,662,148 9,662,148 9,662,148 

雑 所 得 の 金 額 1,243,200 1,243,200 16,700,450 1,243,200 1,243,200 18,062,640 

所
得
金
額 計 （ 総 所 得 金 額 ） 10,359,900 10,905,348 26,362,598 10,905,348 10,905,348 27,724,788 

社 会 保 険 料 724,271 724,271 724,271 724,271 724,271 724,271 

生 命 保 険 料 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000 

損 害 保 険 控 除 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 

寄 付 金 控 除 2,579,975 2,716,337 3,990,000 2,716,337 2,716,337 5,652,795 

扶 養 控 除 額 1,140,000 1,140､000 1,140,000 1,140,000 1,140,000 1,140,000 

基 礎 控 除 額 380,000 380,000 380,000 380,000 380,000 380,000 

所
得
控
除
額 

計（所得控除の合計額） 4,877,246 5,013,608 6,287,271 5,013,608 5,013,608 7,950,066 

課 税 総 所 得 金 額 5,482,000 5,891,000 20,075,000 5,891,000 5,891,000 19,774,000 

算 出 税 額 766,400 848,200 4,937,750 848,200 848,200 4,826,380 

定 率 減 税 額 153,280 169,640 250,000 169,640 169,640 250,000 

源 泉 徴 収 税 額 802,000 884,600 884,600 884,600 884,600 884,600 

納 付 す べ き 税 額 △188,880 △206,040 3,803,100 △206,040

棄
却 

△206,040 3,691,7003 

重 加 算 税 1,396,500 0 棄却 0 1,358,000 

※ 「課税総所得金額」欄の金額は、国税通則法118条1項の規定により1,000円未満の端数を切り捨てた後の金額である。 

※ 「納付すべき税額」欄の△の金額は、還付税額である。 
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別表４ 

課税処分等の経緯（平成１３年分） 

（単位：円） 

確定申告 更正処分 
更正処分及び

賦課決定処分
異議申立て 異議決定 審査請求 審査裁決 

区分 

 

項目 平成14年3月18日 平成15年6月10日 平成15年7月9日 平成15年8月6日 平成15年11月5日 平成15年11月14日 平成17年11月16日 

給 与 所 得 の 金 額 7,727,550 7,727,550 7,727,550 7,727,550 7,727,550

雑 所 得 の 金 額 0 0 6,142,500 0 0

所
得
金
額 計 ( 総 所 得 金 額 ) 7,727,550 7,727,550 13,870,050 7,727,550 7,727,550

社 会 保 険 料 709,649 709,649 709,649 709,649 709,649

生 命 保 険 料 50,000 50,000 50,000 50,000 50,000

寄 付 金 控 除 1,921,887 1,921,887 3,457,512 1,921,887 1,921,887

扶 養 控 除 額 1,520,000 1,770,000 1,770,000 1,770,000 1,770,000

基 礎 控 除 額 380,000 380,000 380,000 380,000 380,000

所
得
控
除
額 

計(所得控除の合計額) 4,581,536 4,831,536 6,367,161 4,831,536 4,831,536

課 税 総 所 得 金 額 3,146,000 2,896,000 7,502,000 2,896,000 2,896,000

算 出 税 額 314,600 289,600 1,170,400 289,600 289,600

定 率 減 税 額 62,920 57,920 234,080 57,920 57,920

源 泉 徴 収 税 額 537,100 537,100 537,100 537,100 537,100

納 付 す べ き 税 額 △285,420 △305,420 399,200 △305,420

棄
却 

△305,420

棄
却 

重 加 算 税 245,000 0 棄却 0 棄却 

※ 「課税総所得金額」欄の金額は、国税通則法118条1項の規定により1,000円未満の端数を切り捨てた後の金額である。 

※ 「納付すべき税額」欄の△の金額は、還付税額である。 
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別表５－１ 平成１０年分の所得税の総所得金額及び納付すべき税額 （単位：円） 

項目 順号 金額 摘要 

給与所得の金額 ① 9,223,483  

雑所得の金額 ② 19,774,991  

総所得金額 ③ 28,998,474 ①＋② 

所得控除額の合計額 ④ 4,451,553  

課税される総所得金額 ⑤ 24,546,000 ③－④（1,000円未満の端数切捨て） 

⑤に対する税額 ⑥ 6,788,400  

特別減税額 ⑦ 95,000  

源泉徴収税額 ⑧ 960,200  

納付すべき税額 ⑨ 5,733,200 ⑥－⑦－⑧ 

 

別表５－２ 平成１１年分の所得税の総所得金額及び納付すべき税額 （単位：円） 

項目 順号 金額 摘要 

給与所得の金額 ① 9,809,339  

雑所得の金額 ② 23,133,471  

総所得金額 ③ 32,942,810 ①＋② 

所得控除額の合計額 ④ 11,252,426  

課税される総所得金額 ⑤ 21,690,000 ③－④（1,000円未満の端数切捨て） 

⑤に対する税額 ⑥ 5,535,300  

特別減税額 ⑦ 250,000  

源泉徴収税額 ⑧ 936,800  

納付すべき税額 ⑨ 4,348,500 ⑥－⑦－⑧ 

 

別表５－３ 平成１２年分の所得税の総所得金額及び納付すべき税額 （単位：円） 

項目 順号 金額 摘要 

給与所得の金額 ① 9,662,148  

雑所得の金額 ② 18,062,640  

総所得金額 ③ 27,724,788 ①＋② 

所得控除額の合計額 ④ 7,950,066  

課税される総所得金額 ⑤ 19,774,000 ③－④（1,000円未満の端数切捨て） 

⑤に対する税額 ⑥ 4,826,380  

特別減税額 ⑦ 250,000  

源泉徴収税額 ⑧ 884,600  

納付すべき税額 ⑨ 3,691,700 ⑥－⑦－⑧ 

 

別表５－４ 平成１３年分の所得税の総所得金額及び納付すべき税額 （単位：円） 

項目 順号 金額 摘要 

給与所得の金額 ① 7,727,550  

雑所得の金額 ② 7,355,000  

総所得金額 ③ 15,082,550 ①＋② 

所得控除額の合計額 ④ 6,670,286  

課税される総所得金額 ⑤ 8,412,000 ③－④（1,000円未満の端数切捨て） 

⑤に対する税額 ⑥ 1,352,400  

特別減税額 ⑦ 250,000  

源泉徴収税額 ⑧ 537,100  

納付すべき税額 ⑨ 565,300 ⑥－⑦－⑧ 
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別表６ 

本件各工事に係る領得の態様一覧 
工事代金の資金調達源泉 

日付 順号 
原告作成に係る現金出納簿(乙第17号証)の 

記載  現金領得の源泉内訳 
工事代金 領得の態様 

H10.08.31 1 (借入)理事長より 19,718,000   架空借入金であり、別表3順号9ないし48で返済に仮装して現金を領得 

H10.08.31 2 プロパン、警備、電気工事  19,718,000  

H10.08.31 3 (預金)引き出し 3,790,000 1,500,000 本件寄付口口座から出金  

H10.08.31 4 丁寄付 2,000,000 保護者からの寄付金  

H10.08.31 5 戊寄付 1,000,000 保護者からの寄付金  

工事代金相当額の10,290,000円から順号6の350万円及び順号7の300万円を除いた3,790,000円を親

の会から現金で領得 

H10.08.31 6 理事長貸付返済 3,500,000   親の会からの借入金を原告が立替金と相殺したと仮装して、自己の借入金残高を不当に減少 

H10.08.31 7 (借入)理事長より 3,000,000   架空借入金であり、別表3順号48ないし57で返済に仮装して現金を領得 

H10.08.31 8 設備追加工事  10,290,000  

H10.09.30 9 (預金)引き出し 3,150,000 2,415,000 本件寄付口口座から出金  

H10.09.30 10 (預金)引き出し 4,500,000 本件寄付口口座から出金  
親の会から現金を領得 

H10.09.30 11 電話機設置工事  3,150,000  

H10.11.20 12 (預金)引き出し 956,550 956,550 本件寄付口口座から出金  親の会から現金を領得 

H10.11.20 13 駐車場ゲート追加  956,550  

H10.11.25 14 (預金)引き出し 1,400,000 1,400,000 本件寄付口口座から出金  親の会から現金を領得 

H10.11.25 15 配線追加工事  1,400,000  

 16 (H10.12.17現在の親の会現金残高) 5,480,000 753,764 親の会の現金残高より  

H10.12.18 17 (預金)引き出し 1,050,000 本件寄付口口座から出金  

H10.12.21 18 (預金)引き出し 735,000 本件寄付口口座から出金  

H10.12.28 19 (預金)引き出し 3,000,000 本件寄付口口座から出金  

工事代金相当額の5,880,000円から順号20の40万円を除いた5,480,000円を親の会から現金で領得 

H10.12.28 20 (借入)理事長より 400,000   架空借入金であり、別表3順号5７で返済に仮装して現金を領得 

H10.12.28 21 実習用地地盤改良  5,880,000  

H11.01.07 22 (借入)理事長より 2,467,500   架空借入金であり、別表3順号57ないし59で返済に仮装して現金を領得 

H11.01.07 23 電気工事  2,467,500  

H11.03.10 24 (預金)引き出し 2,975,000 2,975,000 本件会費口口座より  親の会から現金を領得 

H11.03.10 25 (借入)親の会返済  2,975,000  

H11.01.07 26 (預金)引き出し 835,000 525,000 本件寄付口口座から出金  

H11.01.07 27 (預金)引き出し 95,150 本件寄付口口座から出金  

H11.01.12 28 (預金)引き出し 250,000 本件寄付口口座から出金  

H11.03.12 29 (預金)引き出し 94,520 本件寄付口口座から出金  

工事代金相当額の2,835,000円から順号30の200万円を除いた835,000円を現金で領得 

H11.03.16 30 (借入)理事長より 2,000,000   架空借入金であり、別表3順号59及び60で返済に仮装して現金を領得 

H11.03.16 31 農業用水面補修工事  2,835,000  

H11.06.02 32 (預金)引き出し 4,200,000 4,200,000 本件寄付口口座から出金  親の会から現金を領得 

H11.06,02 33 施設内補修工事  4,200,000  

H11.06.04 34 (預金)引き出し 3,675,000 3,675,000 本件寄付口口座から出金  親の会から現金を領得 

H11.06.04 35 焼却炉、フェンスワイヤー工事  3,675,000  

 36 (H12.02.16現在の親の会現金残高) 3,412,500 156,553 親の会の現金残高より  

H12.02.17 37 (寄付金)親の会、会費会計より 3,400,000 本件会費口口座より  
工事代金相当額の3,412,500円を親の会から現金で領得 

H12.02.18 38 補修工事  3,412,500  

H12.02.28 39 (借入)理事長より 6,300,000   架空借入金であり、この内別表3順号60ないし65で返済に仮装して4,193,662円を領得 

H12.02.28 40 周辺農道補修整備工事  6,300,000  

 41 (H12.10.17現在の親の会現金残高) 1,929,690 284,053 親の会の現金残高より  

H12.10.18 42 (預金)引き出し 1,000,000 本件寄付口口座から出金  

H12.10.24 43 (預金)引き出し 840,000 本件寄付口口座から出金  

工事代金相当額の1,929,690円を親の会から現金で領得 

H12.10.24 44 実習用地地盤改良残金  1,929,690  
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（別表７） 

原告が親の会に対する貸付金の返済名目で領得した金額 
（単位：円） 

原告が親の会に貸付けたとしている金額及び返済を受けたとしている金額の累計額 

日付 順号 
原告が親の会から
返済を受けたとし

ている金額 
H10.02.03 

1,000 
H10.07.08 
13,000,000 

H10.08.31 
19,718,000

H10.08.31 
3,000,000

H11.04.19 
500,000

H10.12.28 
400,0001 

H11.01.07 
2,467,500 

H11.03.15 
2,000,000

H12.02.28 
6,300,000

H10.04.02 1 1,000 1,000    

H10.07.08 2 225,750  225,750   

H10.09.02 3 4,704,000  4,929,750   

H10.09.30 4 3,500,000  8,429,750   

H10.10.02 5 225,397  8,655,147   

H10.10.09 6 892,500  9,547,647   

H10.10.21 7 450,794  9,998,441   

H10.11.02 8 500,000  10,498,441   

H10.11.30 9 4,000,000  13,000,000 1,498,441   

平成10年計  14,499,441     

H11.01.05 10 450,794   1,949,235   

H11.01.20 11 1,250,000   3,209,235   

H11.01.29 12 450,794   3,660,029   

H11.03.12 13 225,383   3,885,412   

H11.04.06 15 200,000   4,085,412   

H11.04.20 17 500,000   500,000   

H11.05.27 18 2,500,000   6,585,412   

H11.06.02 19 235,000   6,820,412   

H11.06.22 20 235,000   7,055,412   

H11.07.05 21 735,000   7,790,412   

H11.07.19 22 210,000   8,000,412   

H11.07.28 23 150,000   8,150,412   

H11.08.05 24 240,000   8,390,412   

H11.08.05 25 126,000   8,516,412   

H11.08.24 26 168,000   8,684,412   

H11.09.06 27 315,000   8,999,412   

H11.09.27 28 2,250,000   11,249,412   

H11.10.12 29 210,000   11,459,412   

H11.10.22 30 126,000   11,585,412   

H11.10.27 31 230,000   11,815,412   

H11.12.07 32 235,000   12,050,412   

H11.12.21 33 235,000   12,285,412   

H11.12.21 34 472,500   12,757,912   

H11.12.28 35 189,000   12,946,912   

平成11年計  11,948,471     

H12.01.17 36 4,200,000   17,146,912   

H12.01.19 37 189,000   17,335,912   

H12.02.02 38 120,750   17,456,662   

H12.02.17 39 240,000   17,696,662   

H12.02.29 41 250,000   17,946,662   

H12.04.17 42 170,000   18,116,662   

H12.04.18 43 60,000   18,176,662   

H12.04.27 44 260,000   18,436,662   

H12.05.02 45 315,000   18,751,662   

H12.05.19 46 367,500   19,119,162   

H12.05.26 47 120,000   19,239,162   

H12.06.07 48 997,500   19,718,000 518,562   

H12.06.15 49 100,000   618,662   

H12.07.04 50 180,000   798,662   

H12.08.21 51 560,000   1,358,662   

H12.08.31 52 157,500   1,516,162   

H12.09.11 53 105,000   1,621,162   

H12.10.05 54 105,000   1,726,162   

H12.11.13 55 270,000   1,996,162   

H12.12.18 56 210,000   2,206,162   

H12.12.20 57 2,500,000   3,000,000 400,000 1,306,162 

平成12年計  11,477,250     

H13.01.15 58 230,000    1,536,162 

H13.01.18 59 1,000,000    2,467,500 68,662

H13.01.30 60 2,000,000     2,000,000 68,662

H13.02.15 61 150,000     218,662

H13.02.16 62 350,000     568,662

H13.02.21 63 525,000     1,093,662

H13.03.09 64 100,000     1,193,662

H13.03.09 65 3,000,000     4,193,662

平成13年計  7,355,000          

年分 
原告が返済を受け
たとする金額（①） 

左のうち貸付金返済額 
（②） 

差引領得額
（①－②）

  

平成10年分計 14,499,441 13,001,000 1,498,441   

平成11年分計 11,948,471 500,000 11,448,471   

平成12年分計 11,477,250  11,477,250   

平成13年分計 7,355,000  7,355,000   

合計 45,280,162 13,501,000 31,779,162   

※網掛けの部分は、真に親の会に貸付けた金額及びその返済額の累積額で、発生直後から優先的に弁済されたものとする。 
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（別表８－１） 本件寄付口口座から原告が引き出した金員と現金出納簿（乙第17号）の入出金の関連（平成10年分） 
本件寄付口

口座 対応 本件現金出納簿（乙17号証） 順号 日付 
入出金額  入金額  出金額 符号 摘要 

備考 被告の主張 

1 H10.2.3 △2,000,000 ⇒ 2,000,000 ⇒ △2,000,000  物品：ユニフォーム内金  《「符号」欄 ▲1ないし▲8》 
2 H10.2.5 △11,939,130 ⇒ 11,939,130 ⇒ △11,939,130  建物：建物追加増額分  
3 H10.2.16 △5,000,000 ⇒ 5,000,000 ⇒ △5,000,000  貸付金：理事長へ貸付  

原告が親の会に対する貸付金1300万円の返済として、本件寄付口口座から現金を
引き出して取得した金額（8件合計14,498,441円）。 

4 H10.3.10 △484,800 ⇒ 484,800 ⇒ △484,800  寄付：猪鼻寄付金返金  
5 H10.3.12 △7,414,150 ⇒ 7,414,150 ⇒ △7,414,150  物品：備品  

平成10年分においては、上記合計額のうち、貸付金額の1300万円を超える部分の
金額1,498,441円について、原告の領得と認定（雑所得）。 

6 H10.4.2 △2,560,173 ⇒ 2,560,173 ⇒ △2,540,000  寄付：法人に寄付   
7 H10.4.3 △5,000,000 ⇒ 5,000,000 ⇒ △5,000,000  寄付：法人に寄付   
8 H10.4.3 △2,560,173 ⇒ 2,560,173     《「符号」欄 ★1①ないし★1⑤》 
9 H10.4.17 △21,000,000 ⇒ 21,000,000 ⇒ △21,000,000  寄付：法人に寄付  
10 H10.4.22 △5,000,000 ⇒ 5,000,000 ⇒ △5,000,000  寄付：法人に寄付  

★設備追加工事に係る支出を装い、原告が本件寄付口口座から現金を引き出し領
得（雑所得★1①） 

11 H10.5.1 △7,500,000 ⇒ 7,500,000 ⇒ △7,500,000  寄付：法人に寄付  
12 H10.5.1    △140,000  物品：一般物品  

★設備追加工事に係る支出を装い、原告が別途領得し隠蔽していた寄付金を本件
現金出納簿に記載し辻褄合わせ（雑所得★1②，③） 

13 H10.5.27 △6,300,000 ⇒ 6,300,000 ⇒ △6,300,000  建物：床暖房工事  
14 H10.6.22 △225,750 ⇒ 225,750     

★設備追加工事に係る支出を装い、原告が本件寄付口口座から借り入れていた金
員に係る債務を不当に減少（雑所得★1④） 

15 H10.6.26 △3,000,735 ⇒ 3,000,735 ⇒ △3,000,000  建物：床暖房工事残金   
16 H10.6.29    △133,310  雑費：さくら保証料   
17 H10.7.8 △14,600,000 ⇒ 14,600,000 ⇒ △14,600,000  建物：外構工事一部  《「符号」欄 ★2》 
18 H10.7.8    △98,000  雑費：抵当権設定  
19 H10.7.8    △225,750 ▲1 借入：理事長借入金返済  

★電話機設置係る支出を装い、原告が本件寄付口口座から現金を引き出し領得（雑
所得） 

20 H10.7.24 △3,570,000 ⇒ 3,570,000 ⇒ △3,570,000  物品：ロゴデザイン・ベッド残金   
21 H10.7.29 3,570,000 ⇐  ⇐  △3,570,000  預金：入金   
22 H10.7.29 ● 1,500,000   ●理事長貸付返済  《「符号」欄 ★3》 
23 H10.7.30 △189,040 ⇒ 189,040 ⇒ △189,040  保険：保険料  
24 H10.8.4 △3,560,908 ⇒ 3,560,908 ⇒ △3,560,173  物品：カーテン代  

★駐車場ゲート追加工事に係る支出を装い、原告が本件寄付口口座から現金を引
き出し領得（雑所得） 

25 H10.8.12 △2,500,735 ⇒ 2,500,735 ⇒ △2,500,000  物品：ユニフォーム一部   
26 H10.8.27 △1,750,000 ⇒ 1,750,000 ⇒ △1,750,000  寄付：森返金   
27 H10.8.31 ● 19,718,000 ⇒ △19,718,000  ●理事長より借入  建物：プロパン、警備、電気工事(乙第7号証) 種1 《「符号」欄 ★4》 
28 H10.8.31 △1,500,000 ⇒ 1,500,000  ★1①   
29 H10.8.31 ● 2,000,000  ★1② ●丁寄付  

★配線追加工事に係る支出を装い、原告が本件寄付口口座から現金を引き出し領
得（雑所得） 

30 H10.8.31 ● 1,000,000 ⇒ △10,290,000 ★1③ ●丁寄付         建物：設備追加工事（乙第1号証）   
31 H10.8.31 ● 3,500,000  ★1④ ●理事長貸付返済   
32 H10.8.31 ● 3,000,000  ★1⑤ ●理事長より借入 種2 《「符号」欄 ★5①ないし★5④》 
33 H10.9.2 △4,704,000 ⇒ 4,704,000 ⇒ △4,704,000 ▲2 借入：理事長借入金返済  
34 H10.9.9    △37,220  保険：保険料  

★実習用地地盤改良費用に係る支出を仮装し、原告が本件寄付口口座から現金を
引き出し領得（雑所得★5①、②、③） 

35 H10.9.9    △57,300  保険：保険料   
36 H10.9.18 △1,092,735 ⇒ 1,092,735 ⇒ △1,092,000  物品：食器   
37 H10.9.25 △6,000,000 ⇒ 6,000,000 ⇒ △1,500,000  借入：親の会会費会計返済   
38     △4,500,000  貸付金：親の会会費会計貸付  《「備考」欄 種1》 
39 H10.9.30 △4,500,000 ⇒ 4,500,000 ⇒ △3,150,000 ★2 建物：電話機設置工事（乙第3号証）  
40 H10.9.30 △2,415,000 ⇒ 2,415,000 ⇒ △3,500,000 ▲3 借入：理事長借入金返済  

架空工事であるプロパン、警備、電気工事代支払に係る金員を原告が貸し付けた
と仮装（種蒔き）。 

41 H10.10.2 △225,397 ⇒ 225,397 ⇒ △225,397 ▲4 借入：理事長借入金返済  
42 H10.10.6    △189,000  物品：ユニフォーム追加  

当該架空貸付金の返済を装って、本件寄付口口座から現金を引き出したと認めら
れる平成10年ないし12年において領得と認定（雑所得、収穫） 

43 H10.10.6    △31,500  雑費：信金担保事務手数料   
44 H10.10.6    △44,992  雑費：抵当権設定   
45 H10.10.9 △892,500 ⇒ 892,500 ⇒ △892,500 ▲5 借入：理事長借入金返済  《「備考」欄 種2》 
46 H10.10.19 △600,000 ⇒ 600,000 ⇒ △600,000  借入：信金返済  設備追加工事代支払に係る金員を原告が貸し付けたと仮装（種蒔き）。 
47 H10.10.21 △189,040 ⇒ 189,040 ⇒ △189,040  保険：保険料  
48 H10.10.21 △450,794 ⇒ 450,794 ⇒ △450,794 ▲6 借入：理事長借入金返済  

当該貸付金の返済を装って、本件寄付口口座から現金を引き出したと認められる
平成12年において領得と認定（雑所得、収穫） 

49 H10.10.22 △100,000 ⇒ 100,000 ⇒ △90,000  寄付：大場寄付返金   
50 H10.10.22 10,000 ⇐   △10,000     
51 H10.10.23 △362,500 ⇒ 362,500 ⇒ △362,500  物品：事務機器  《「備考」欄 種3》 
52 H10.11.2 △500,000 ⇒ 500,000 ⇒ △500,000 ▲7 借入：理事長借入金返済  実習用地地盤改良費用支払に係る金員を原告が貸し付けたと仮装（種蒔き）。 
53 H10.11.11    △94,520  保険：保険料   
54 H10.11.20 △956,550 ⇒ 956,550 ⇒ △956,550 ★3 建物：駐車場ゲート追加（乙第4号証）  
55 H10.11.20 △94,520 ⇒ 94,520     

当該架空貸付金の返済を装って、本件寄付口口座から現金を引き出したと認めら
れる平成12年において領得と認定（雑所得、収穫） 

56 H10.11.25 △1,400,000 ⇒ 1,400,000 ⇒ △1,400,000 ★4 建物：配線追加工事（乙第5号証）   
57 H10.11.30 △4,000,000 ⇒ 4,000,000 ⇒ △4,000,000 ▲8 借入：理事長借入金返済   
58 H10.12.10 △94,835 ⇒ 94,835 ⇒ △94,520  保険：保険料   
59 H10.12.15 △600,000 ⇒ 600,000 ⇒ △600,000  借入：信金返済  
60 H10.12.18 △1,050,000 ⇒ 1,050,000  ★5①   
61 H10.12.21 △735,000 ⇒ 735,000  ★5②   

注：「摘要」欄に記載したコメントのうち頭部に「●」が付してあるものは、本件
現金出納簿の「入金」欄に記載された金額のうち本件寄付口口座からの払出しが
ないものである。 

62 H10.12.28 △3,000,000 ⇒ 3,000,000 ⇒ △5,880,000 ★5③ 建物：実習用地地盤改良（乙第6号証）   
63 H10.12.28 ● 400,000  ★5④ ●理事長より借入 種3  
         
 (入金計) 3,580,000 (●計) 31,118,000      
 (出金合計) 141,618,465 (他計) 141,618,465      
  (合計) 172,736,465 (合計) 172,673,556     
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（別表８－２） 本件寄付口口座から原告が引き出した金員と現金出納簿（乙第17号）の入出金の関連（平成11年分） 
本件寄付口

口座 
対応 本件現金出納簿（乙17号証） 

順号 日付 
入出金額  入金額  出金額 符号 摘要 

備考 被告の主張 

1 H11.1.5 △450,794 ⇒ 450,794 ⇒ △450,794 ▼1 借入：理事長借入金返済  《「符号」欄 ▼1ないし▼23》 
2 H11.1.7 △525,000 ⇒ 525,000  ★1①   
3 H11.1.7 △95,150 ⇒ 95,150  ★1②   

原告が親の会に対する架空貸付金の返済として、本件寄付口口座から引き出して
領得した金額（23件合計11,448,471円雑所得） 

4 H11.1.7 ● 2,467,500 ⇒ △2,467,500  ●理事長より借入 建物：電気工事（乙第14号証） 種1  
5 H11.1.12 △250,000 ⇒ 250,000  ★1③    
6 H11.1.19 △2,310,735 ⇒ 2,310,735 ⇒ △2,310,000  物品：ユニフォーム  《「符号」欄 ★1①ないし★1⑤》 
7 H11.1.20 △1,260,000 ⇒ 1,260,000 ⇒ △1,260,000 ▼2 借入：理事長借入金返済  
8 H11.1.26 △1,890,735 ⇒ 1,890,735 ⇒ △1,890,000  物品：ユニフォーム  
9 H11.1.29 △450,794 ⇒ 450,794 ⇒ △450,794 ▼3 借入：理事長借入金返済  

★用水面補修工事に係る架空領収書に記載された金額2,835,000円のうち、原告が
立替払したとする金額を控除した835,000円を現金で支出したと装って、原告が本
件寄付口口座から現金で引き出し領得した金額（雑所得★1①ない★1④） 

10 H11.2.10 △94,520 ⇒ 94,520 ⇒ △94,520  保険：保険料   
11 H11.2.12 △4,567,500 ⇒ 4,567,5001 ⇒ △4,567,500  物品：ユニフォーム残金  《「符号」欄 ★2》 
12 H11.2.16 △600,000 ⇒ 600,000 ⇒ △600,000  借入：信金返済  
13 H11.3.10 △2,975,000 ⇒ 2,975,000 ⇒ △2,975,000 ★2 借入：親の会返済（乙第9号証の1）  

★農圃場新設置工事に係る支出を装い、原告が本件寄付口口座から現金で引き出
し領得（雑所得） 

14 H11.3.12 △94,520 ⇒ 94,520  ★1④    
15 H11.3.12 △225,383 ⇒ 225,383 ⇒ △225,383 ▼4 借入：理事長借入金返済  《「符号」欄 ★3》 
16 H11.3.16 ● 2,000,000 ⇒ △2,835,000 ★1⑤ ●理事長より借入  修繕：農業用水面補修工事（乙第8号証） 種2
17 H11.4.6 △230,000 ⇒ 230,000 ⇒ △200,000 ▼5 借入：理事長借入金返済  

★施設内補修工事に係る支出を装い、原告が本件寄付口口座から現金で引き出し
領得した（雑所得） 

18 H11.4.16 △600,000 ⇒ 600,000 ⇒ △600,00  借入：信金返済   
19 H11.4.19 ● 500,000 ⇒ △500,000  ●理事長より借入  寄付：Ｖ寄付返戻  《「符号」欄 ★4》 
20 H11.4.20 △577,500 ⇒ 577,500 ⇒ △500,000  借入：理事長借入金返済  
21 H11.4.21    △141,255  雑費：地区除外決済金  

★焼却炉、フェンスワイヤー工事を装い、原告が本件寄付口口座から現金で引き
出し領得した（雑所得） 

22 H11.4.21    △3,000  雑費：地区除外決済金   
23 H11.5.7 △189,040 ⇒ 189,404 ⇒ △189,040  保険：保険料  《「備考」欄 種1》 
24 H11.5.10 △250,000 ⇒ 250,000 ⇒ △250,000  寄付：Ｗ寄付返戻  電気工事に係る代金を原告が親の会に貸し付けたと仮装（種蒔き） 
25 H11.5.27 △2,500,000 ⇒ 2,500,000 ⇒ △2,500,000 ▼6 借入：理事長借入金返済   
26 H11.6.2 △235,000 ⇒ 235,000 ⇒ △235,000 ▼7 借入：理事長借入金返済  
27 H11.6.2 △4,200,000 ⇒ 4,200,000 ⇒ △4,200,000 ★3 修繕：施設内補修工事（乙第10号証）  

当該架空貸付金の返済を装って、本件寄付口口座から現金を引き出したと認めら
れる平成12年及び平成13年において領得と認定（雑所得、収穫） 

28 H11.6.4 △840,000 ⇒ 840,000 ⇒ △840,000  物品：ユニフォーム追加分   
29 H11.6.4 △3,675,000 ⇒ 3,675,000 ⇒ △3,675,000 ★4 建物：焼却炉、フェンスワイヤー工事（乙第11号証）   
30 H11.6.16 △600,000 ⇒ 600,00 ⇒ △600,000  借入：信金返済  《「備考」欄 種2》 
31 H11.6.22 △235,000 ⇒ 235,0000 ⇒ △235,000 ▼8 借入：理事長借入金返済  
32 H11.7.5 △735,000 ⇒ 735,000 ⇒ △735,000 ▼9 借入：理事長借入金返済  

用水面補修工事代金2,835,000円の一部である2,000,000円について、原告が立替
払することにより親の会に貸し付けたと仮装（種蒔き） 

33 H11.7.19 △210,000 ⇒ 210,000 ⇒ △210,000 ▼10 借入：理事長借入金返済   
34 H11.7.28 △150,000 ⇒ 150,000 ⇒ △150,000 ▼11 借入：理事長借入金返済  
35 H11.8.5 △240,000 ⇒ 240,000 ⇒ △240,000 ▼12 借入：理事長借入金返済  

当該架空貸付金の返済を装って、本件寄付口口座から現金を引き出したと認めら
れる平成13年において領得と認定（雑所得、収穫） 

36 H11.8.5 △126,000 ⇒ 126,000 ⇒ △126,000 ▼13 借入：理事長借入金返済   
37 H11.8.18 △600,000 ⇒ 600,000 ⇒ △600,000  借入：信金返済   
38 H11.8.24 △168,000 ⇒ 168,000 ⇒ △168,000 ▼14 借入：理事長借入金返済   
39 H11.9.6 △315,000 ⇒ 315,000 ⇒ △315,000 ▼15 借入：理事長借入金返済   
40 H11.9.14 ● 1,215,123   ●親の会会費会計   
41 H11.9.27 △1,050,000 ⇒ 1,050,000 ⇒ △2,250,000 ▼16 借入：理事長借入金返済   
42 H11.10.12 △210,000 ⇒ 210,000 ⇒ △210,000 ▼17 借入：理事長借入金返済   
43 H11.10.19 △600,000 ⇒ 600,000 ⇒ △600,000  借入：信金返済   
44 H11.10.22 △126,000 ⇒ 126,000 ⇒ △126,000 ▼18 借入：理事長借入金返済   
45 H11.10.27 △230,000 ⇒ 230,000 ⇒ △230,000 ▼19 借入：理事長借入金返済   
46 H11.12.7 △235,000 ⇒ 235,000 ⇒ △235,000 ▼20 借入：理事長借入金返済  
47 H11.12.16 △600,000 ⇒ 600,000 ⇒ △600,000  借入：信金返済  
48 H11.12.21 △235,000 ⇒ 235,000 ⇒ △235,000 ▼21 借入：理事長借入金返済  

注：「摘要」欄に記載したコメントのうち頭部に「●」が付してあるものは、本件
現金出納簿の「入金」欄に記載された金額のうち本件寄付口口座からの払出しが
ないものである。 

49 H11.12.21 △472,500 ⇒ 472,500 ⇒ △472,500 ▼22 借入：理事長借入金返済   
50 H11.12.28 △189,000 ⇒ 189,000 ⇒ △189,000 ▼23 借入：理事長借入金返済   
         
  (●計) 6,182,623      
 (出金合計) 36,413,171 (他計) 36,413,171      
  (合計) 42,595,794 (合計) 42,486,286     

 



70 

別表（８－３） 本件寄付口口座から原告が引き出した金員と現金出納簿（乙第17号）の入出金の関連（平成12年分） 
本件寄付口

口座 
対応 本件現金出納簿（乙17号証） 

順号 日付 
入出金額  入金額  出金額 符号 摘要 

備考 被告の主張 

1 H12.1.17 △4,200,000 ⇒ 4,200,000 ⇒ △4,200,000 ▼1 借入：理事長借入金返済  《「符号」欄 ▼1ないし▼21》 
2 H12.1.19 △189,1000 ⇒ 189,000 ⇒ △189,000 ▼2 借入：理事長借入金返済  
3 H12.2.2 △120,750 ⇒ 120,750 ⇒ △120,750 ▼3 借入：理事長借入金返済  

原告から親の会に対する貸付金の返済として、原告が親の会から現金を引き出し
領得した金額（21件合計11,477,250円・雑所得） 

4 H12.2.16 △600,000 ⇒ 600,000 ⇒ △600,000  借入：信金返済   
5 H12.2.17 △240,000 ⇒ 240,000 ⇒ △240,000 ▼4 借入：理事長借入金返済  《「符号」欄 ★1》 
6 H12.2.17 ● 3,400,000 ⇒ △3,412,500 ★1 ●親の会、会費会計より  修繕：補修工事（乙第12号証）  
7 H12.2.28 ● 6,300,000 ⇒ △6,300,000  ●理事長より借入  修繕：周辺農道補修整工事（乙15号証） 種1

★補修工事代金の支払を装って、原告が本件会費口口座から現金で引き出し領得
した金額（雑所得） 

8 H12.2.29 △250,000 ⇒ 250,000 ⇒ △250,000 ▼5 借入：理事長借入金返済   
9 H12.4.14 △600,000 ⇒ 600,000 ⇒ △600,000  借入：信金返済  《「符号」欄 ★2①及び★2②》 
10 H12.4.17 △170,000 ⇒ 170,000 ⇒ △170,000 ▼6 借入：理事長借入金返済  
11 H12.4.18 △60,000 ⇒ 60,000 ⇒ △60,000 ▼7 借入：理事長借入金返済  

★実習地地盤改良工事代金として、原告が本件寄付口口座から現金で引き出し領
得した金額（雑所得） 

12 H12.4.27 △260,000 ⇒ 260,000 ⇒ △260,000 ▼8 借入：理事長借入金返済   
13 H12.5.2 △315,000 ⇒ 315,000 ⇒ △315,000 ▼9 借入：理事長借入金返済  《「備考」欄 種1》 
14 H12.5.19 △367,500 ⇒ 367,500 ⇒ △367,500 ▼10 借入：理事長借入金返済  
15 H12.5.26 △120,000 ⇒ 120,000 ⇒ △120,000 ▼11 借入：理事長借入金返済  

周辺農道補修整備工事代金を原告が立替払したとして、原告から親の会に貸し付
けたと仮装（種蒔き） 

16 H12.6.7 △997,500 ⇒ 997,500 ⇒ △997,500 ▼12 借入：理事長借入金返済  
17 H12.6.15 △100,000 ⇒ 100,000 ⇒ △100,000 ▼13 借入：理事長借入金返済  

当該架空貸付金の一部返済を装って、本件寄付口口座から現金を引き出したと認
められる平成13年において領得と認定（雑所得、収穫） 

18 H12.6.16 △600,000 ⇒ 600,000 ⇒ △220,703  借入：信金返済   
19 H12.7.4 △180,000 ⇒ 180,000 ⇒ △180,000 ▼14 借入：理事長借入金返済   
20 H12.7.17 △2,000,000 ⇒ 2,000,000 ⇒ △2,000,000  貸付金：理事長へ貸付   
21 H12.8.21 △560,000 ⇒ 560,000 ⇒ △560,000 ▼15 借入：理事長借入金返済   
22 H12.8.31 △157,500 ⇒ 157,500 ⇒ △157,500 ▼16 借入：理事長借入金返済   
23 H12.9.11 △105,000 ⇒ 105,000 ⇒ △105,000 ▼17 借入：理事長借入金返済   
24 H12.10.5 △105,000 ⇒ 105,000 ⇒ △105,000 ▼18 借入：理事長借入金返済   
25 H12.10.16 △140,000 ⇒ 140,000      
26 H12.10.16    △379,297  預金：預け入れ   
27 H12.10.18 △1,000,000 ⇒ 1,000,000  ★2①    
28 H12.10.24 △840,000 ⇒ 840,000 ⇒ △1,929,690 ★2② 建物：実習用地地盤改良残金（乙第13号証）   
29 H12.11.13 △270,000 ⇒ 270,000 ⇒ △270,000 ▼19 借入：理事長借入金返済  
30 H12.12.18 △210,000 ⇒ 210,000 ⇒ △210,000 ▼20 借入：理事長借入金返済  
31 H12.12.19 △400,000 ⇒ 400,000     

注：「摘要」欄に記載したコメントのうち頭部に「●」が付してあるものは、本件
現金出納簿の「入金」欄に記載された金額のうち本件寄付口口座からの払出しが
ないものである。 

32 H12.12.20 △2,500,000 ⇒ 2,500,000 ⇒ △2,500,000 ▼21 借入：理事長借入金返済   
33 H12.12.20    △368,000  寄付金：Ｘ寄付返金   
         
  (●計) 9,700,000      
 (出金合計) 17,657,250 (他計) 17,657,250      
  (合計) 27,357,250 (合計) 27,287,440     
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（別表８－４） 本件寄付口口座から原告が引き出した金員と現金出納簿（乙第17号）の入出金の関連（平成13年分） 
本件寄付口

口座 
対応 本件現金出納簿（乙17号証） 

順号 日付 
入出金額  入金額  出金額 符号 摘要 

備考 被告の主張 

1 H13.1.15 △230,000 ⇒ 230,000 ⇒ △230,000 ▼1 借入：理事長借入金返済  《「符号」欄 ▼1ないし▼8》 

2 H13.1.18 △1,000,000 ⇒ 1,000,000 ⇒ △1,000,000 ▼2 借入：理事長借入金返済  

3 H13.1.30 △2,000,000 ⇒ 2,000,000 ⇒ △2,000,000 ▼3 借入：理事長借入金返済  

原告から親の会に対する貸付金の返済として、原告が親の会から現金を引き出し

領得した金額（8件合計7,355,000円・雑所得） 

4 H13.2.15 △150,000 ⇒ 150,000 ⇒ △150,000 ▼4 借入：理事長借入金返済   

5 H13.2.16 △350,000 ⇒ 350,000 ⇒ △350,000 ▼5 借入：理事長借入金返済   

6 H13.2.21 △525,000 ⇒ 525,000 ⇒ △525,000 ▼6 借入：理事長借入金返済   

7 H13.3.9 △3,000,000 ⇒ 3,000,000 ⇒ △3,000,000 ▼7 借入：理事長借入金返済   

8 H13.3.9 △100,000 ⇒ 100,00 ⇒ △100,000 ▼8 借入：理事長借入金返済   

9 H13.4.9 △262,500 ⇒ 262,500      

10 H13.4.18 △225,000 ⇒ 225,000      

11 H13.4.19 △200,000        

12 H13.4.20 △300,000 ⇒ 300,000      

13 H13.6.8 △2,832,600 ⇒ 2,832,600 ⇒ △2,827,600  寄付：寄付返還   

14 H13.6.18    △787,500  親の会会費会計返金   

         
 (出金合計) 11,175,100 (合計) 110,975,100 (合計) 10,970,100     
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（別紙） 

約束手形決済原資調査表 

１ 決済日：H10.11.16 

  決済額：5,000,000 

 手形番号：        （甲17） 

入金日 入金額 入金先 方法 資金源泉 

H10.11.16 4,950,000 甲 振込 
ファイナンスリース契約資金（別紙A-1）

の同日付出金による 

 50,000   当座繰越残高 

計 5,000,000    

 

２ 決済日：H10.11.24 

  決済額：5,000,000 

 手形番号：        （甲18） 

入金日 入金額 入金先 方法 資金源泉 

H10.11.20 5,000,000 甲 現金 
ファイナンスリース契約資金（別紙A-2）

の前日付出金による 

計 5,000,000    

 

３ 決済日：H10.11.24 

  決済額：5,000,000 

 手形番号：        （甲19） 

入金日 入金額 入金先 方法 資金源泉 

H10.11.20 1,200,000 甲 振込 

H10.11.20 1,000,000 甲 振込 

ファイナンスリース契約資金（別紙A-3）

の同日付出金による 

H10.11.20 1,000,000 甲 振込 

H10.11.20 200,000 甲  振込 

11.10ないし11.11のファイナンスリース

契約資金（別紙A-3）がＩ銀行口座に入金

された残高の同日付出金による 

H10.11.24 1,800,000 Ｙ 振込 借入金（保証手形は買取）による 

計 5,200,000    

 

４ 決済日：H10.11.24 

  決済額：5,000,000 

 手形番号：        （甲9） 

入金日 入金額 入金先 方法 資金源泉 

H10.11.30 1,000,000 甲 振込 

H10.11.30 1,000,000 甲 振込 

H10.11.30 1,000,000 甲 振込 

H10.11.30 500,000 甲 振込 

ファイナンスリース契約資金（別紙A-4）

の同日付出金による 

 1,438,500   当座繰越残高 

計 4,938,500    
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５ 決済日：H10.12.18 

  決済額：30,000,000 

 手形番号：        （甲20） 

入金日 入金額 入金先 方法 資金源泉 

H10.12.18 4,100,000 甲 振込 

11.30のファイナンスリース契約資金（別

紙A-5）がＩ銀行口座に入金された残高の

同日付、口座からの振込 

H10.12.18 15,000,000 普通 振替 
同日付、Ｄ幼稚園からの返済950万とＣ幼

稚園からの返済550万の合算。 

H10.12.18 5,050,000 甲 振金 
寄付口座から105万を同日出金。家族（祖

母）からの借入金400万 

H10.12.18 1,000,000 甲 振込 

H10.12.18 1,000,000 甲 振込 

H10.12.18 1,000,000 甲 振込 

H10.12.18 1,000,000 甲 振込 

H10.12.18 1,000,000 甲 振込 

H10.12.18 1,000,000 甲 振込 

ファイナンスリース契約資金（別紙A-6）

の同日付出金による 

計 30,150,000    

 

６ 決済日：H10.12.21 

  決済額：5,000,000 

 手形番号：        （甲10） 

入金日 入金額 入金先 方法 資金源泉 

H10.12.18 1,000,000 甲 振込  

H10.12.18 500,000 甲 振込 
ファイナンスリース契約資金（別紙A-6）

の同日付出金による 

H10.12.21 707,000 甲 振込 寄付口座から73万5000円を12.18に出金 

H10.12.21 1,000,000 甲 振込  

H10.12.21 1,000,000 甲 振込  

H10.12.21 1,000,000 甲 振込  

計 5,207,000    

 

７ 決済日：H10.12.21 

  決済額：5,000,000 

 手形番号： 

※取立人（振出先）Ｎより、額面金額にて買い戻し。 

入金日 入金額 入金先 方法 資金源泉 

    

計 0    
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８ 決済日：H11.1.11 

  決済額：2,000,000 

 手形番号：        （甲11） 

入金日 入金額 入金先 方法 資金源泉 

H11.1.11 2,000,000 甲 現金 

12.30のファイナンスリース契約資金（別

紙A-7）がＩ銀行口座に入金された残高の

同日付の出金190万と手持ち現金10万 

計 2,000,000    

 

９ 決済日：H11.1.25 

  決済額：5,000,000 

 手形番号：        （甲21） 

入金日 入金額 入金先 方法 資金源泉 

H11.1.25 5,000,000 甲 現金  

計 5,000,000    

 

10 決済日：H11.3.10 

  決済額：4,000,000 

 手形番号：        （甲12） 

入金日 入金額 入金先 方法 資金源泉 

H11.3.10 4,000,000 甲 現金 
ファイナンスリース契約資金（別紙A-8）

の3.1付420万の出金による 

計 4,000,000    

 

11 決済日：H11.4.6 

  決済額：4,830,000 

 手形番号：        （甲15） 

入金日 入金額 入金先 方法 資金源泉 

H11.4.2 3,000,000 甲 現金 

3.31のファイナンスリース契約資金（別

紙A-9）がＫ銀行口座に入金された残高の

3.31付の出金380万による 

H11.4.6 330,000 甲 現金 
寄付口座からの同日付23万出金と手持ち

現金10万による 

H11.4.6 1,500,000 甲 現金 
同日付、Ｄ幼稚園からの返済100万とＣ幼

稚園からの返済50万の合算。 

計 4,830,000    
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12 決済日：H11.5.6 

  決済：5,460,000 

 手形番号：        （甲16） 

入金日 入金額 入金先 方法 資金源泉 

H11.430 5,460,000 甲 現金 
4.27付、Ｄ幼稚園からの返済250万とＣ幼

稚園からの返済100万、？？？ 

計 5,460,000    

 

13 決済日：H11.5.31 

  決済額：2,940,000 

 手形番号：        （甲13） 

入金日 入金額 入金先 方法 資金源泉 

H11.5.31 5,040,000 甲 現金 

ファイナンスリース契約資金（別紙A-10）

の同日付385万の出金と5.27付の寄付口

座からの250万出金した一部 

計 5,040,000    

 

14 決済日：H11.5.31 

  決済額：2,100,000 

 手形番号：        （甲14） 

入金日 入金額 入金先 方法 資金源泉 

H11.5.31 上記金額   上記による口座残額 

計 5,040,000    

 

15 決済日：H11.7.21 

  決済額：5,062,400 

 手形番号：        （甲22） 

入金日 入金額 入金先 方法 資金源泉 

H11.7.21 5,070,000 甲 現金 

同日付、Ｄ幼稚園からの返済300万とＣ幼

稚園からの返済200万、手持ち現金7万に

よる 

計 5,070,000    
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（別表９） 

原告が貸し付けたと主張する金員の流れ（357万円） 

 

 

 

  【資金の流れ】 

① 平成10年7月24日、本件寄付口口座から出金し、Ｕ口座に357万円を振込み入金 

② 同日、Ｕ口座から355万円を現金で出金 

③ 同月29日、本件寄付口口座へ357万円を現金で入金 

④ Ｅ学園の総勘定元帳には、同月24日に「甲より借」として、 

3,889,000円が計上され、同月29日に「甲へ返済」として、355万円が計上された。 

本件寄付口口座 

年月日  平成10年7月24日 

 

名義人  親の会 

ライフサポート口座 

年月日  平成10年7月24日 

金融機関 Ｈ銀行 小松川支店 

名義人  Ｕ 

口座   普通預金 

平成10年7月24日 

甲より借 現金（Ｚ） 

1,850,000円 

甲より借 現金（Ｄ） 

2,039,000円 

平成10年7月29日 

甲へ返済 現金（Ｚ） 

1,350,000円 

甲へ返済 現金（Ｄ） 

2,200,000円 

年月日       平成10年7月29日 

金融機関       Ｆ信用金庫八潮南 

名義人         親の会 

口座         普通預金 

本件寄付口口座 

① 

② 

③ 

④
Ｅ学園総勘定元帳 

「甲短期借入金」勘定 

ロゴデザイン・ベッド残金 乙第17号証 

本件寄付口口座 

平成10年7月24日 (現金) 出金    3,570,000

Ｕ口座 

平成10年7月24日 親の会 振込    3,570,000

Ｕ口座 

平成10年7月24日 (現金) 出金    3,550,000

本件寄付口口座 

平成10年7月29日 (現金) 入金    3,570,000


